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巻瀬 言
年 頭 所 感

経済産業省 資源エネルギー庁長官

日 下 一 正
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平成16年 の新春 を迎 え謹 んでお慶 び申 し上 げ ます。新 たな1年 の始 ま りに,

彰

彰

資源 エ ネルギー行 政の指針 につい て,私 の所 感 を述べ させて いただ き,新 年 彰

のご挨拶 とさせ ていただ きます。

わが国のエネルギー蕨 を取 り巻 く現1犬を騰 いた します と・灘 かつ重 彰

要な課題を抱えてお ります・2度 にわたる石油鰍 以降・石油代替対策や省 彰

エネルギー対策等,エ ネルギー安定供給の確保に最優先で取 り組んでまい り 彰

ま したが,わ が国のエネルギー自給率 は約4%(原 子力 を含めると約20%)彰

と,鰍 諸 外国と比べ海外依存廊 ・格段 に高い状況 にあ ります。また,近 彰

繊難娘 翻 識蝿弓撃蟻瞬
題へ の対 策 はエネルギ ー疎 にとって不可避 の講 とな ってお ります・加 え 彰

て,経 済の グローバ ル化が進展 す る中,経 済発 展 の基盤 であ るエネルギ ーの 彰

一層 の効率的供給 を実現す る ことが求 め られてい ます
。 彰

こう した状況 を重 く受 け止 め,本 年 にお きま して も,引 き続 き問題 の解決 彰

に取 り組 んで まい ります。 彰彰

具体 的 には,昨 年10月 に閣議 決定 され ま したエ ネルギー基本計 画 にお いて

彰

彰

彰

彰

彰
も示 されてい る3つ の基本方針,す なわち 「安 定供給 の確 保」,「環境 へ の適 彰

合」,そ して これ らを十分 に考慮 した上での 「市場原 理 の活用」 に基づ いて,

以下 の ようなエ ネルギー政策 を推進 して まい ります。

彰

彰

彰

鮎 麺 婦 締 麺 雄 婦 麺 婦 婦 帰 雄 撃 勢 撃 撃 撃 撃 撃 撃 撃 撃 撃 謡
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暢 彰

爵 按 定供給の確保」については・轍 術噂 入裸 鰹 備を通 じて・世冠

鞍 端の省エネルギ竜 会の構築を騰 す訪 で,エ ネルギー供給源の多角 彰影

㌶遣 饗 鑓 い幟1

戴灘薦懸 糠1郷 蕪 麟
灘鑛欝難議纂茎巖藁輔よ郵磐燃凝悪罎
一 て抜本的に髄 し

,引 き続 き窟 由灰 然ガスおよび鋤 鰭 の錠 的な供糸合 彰

の離 に腰 な事業 を実施すべ く,本 年2月 末に舳 天然ガス.金 徽 物資 彰

源儲 を設立いた します。 彰彰

要 の増加傾 向が著 しい貼 ●運輸音B門を中心 に・改正省 エ ネルギー法1こ基づ 彰

く業湘 門におけ るエ ネルギー管理・ トップラ ンナー制度 やESC・ 事籍 ・S9

蝦 難難純魏 燕___撃 勢__3

また・ ユつのエ ネル ギー源 に導度 に依存す る こ とな く・供給 途絶 リス クの 彰

小 さいエ ネル ギーを中心 に・工 不ノレギ源 の多様 化 を図 ってまい ります
・そ 彰

の環 と して・エ ネル ギー 自給 率向上 の観点 を踏 まえて源 子 力や新エ ネル 彰

ギー等 の開発 ・導入 を進 め ます。 彰

さらに,国 内 においては,+分 媛 全確保 を前提 に
,霰 に見合 った信鮒 彰

撫 讐畿 講1響1耀樽
彰

次に 「環境への適合」を目指 して以下のような取組を行います。 彰
エ ネルギ・-re源のC・2拙 を欄 し地球温暖化防止の鶏 を挙げるため漫

簾 巖難 麟;:肖葺驚 驚 磯
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一方 で
,供 給サ イ ドの対策 と して は,CO2を 排 出 しない原子力 や新 エ ネル

ギーの利 用 を推進 して まい ります 。原子 力 につ いては,安 定供給 に資す るた

めだけで はな く,地 球 温暖化対策面 での優れ た特性 を有 す るエ ネルギ ーであ

るため,安 全確保 を大前提 に,核 燃料 サ イクルを含 め,原 子力 を基 幹電源 と

して推進 して まい ります。新 エ ネルギーの うち燃料電 池 につ いては,自 動車

を始 め と して広範 な分 野 にお ける応用 が期待 される クリー ンエ ネルギーで あ

り,2010年 度 の導 入 目標 を,燃 料 電池 自動 車 について は約5万 台,定 置用燃

料電池 については約210万klと 設定 し,そ の実現 に向けて関連施策 を強力 に進

めて まい ります。 さ らに,石 油 ・石炭 と比べ てCO2排 出量 の少 ない天然 ガス

等 のガス体 エ ネルギーへ燃料 転換 を進 め る とともに,石 炭の ク リー ン化お よ

び高効率利用技術 の 開発,導 入 を進めて まい ります。

最後 に 「市場原理 の活用」 につ いて は,わ が 国の実情 に適合す る形で の市

場原理 の活用策 を設計 す るこ とが重 要です。電気 お よび ガス について は広 く

国民生活 に不可欠 な財 であ り,自 由化 を通 じた よ り効 率的 な供給 を実現す る

と同時 に,安 定供給 の確保 と環境へ の適 合 を前提 に多様 な要請 をバ ラ ンス よ

く達成 する こ とが必要 と考 えてお ります。昨年 の通常 国会 にお いて,電 気事

業法,ガ ス事業法 の改 正 を行 った ところで あ り,そ れぞれ本年4月 を目処 に

自由化範 囲の拡大等 を実施す る こととなってお り,現 在,詳 細 な制 度設計 に

つ いて,電 気事業分科 会お よび都市熱 エ ネルギー部会 にて御審議 をい ただい

てお り,検 討 を進めてい る ところです。

なお,原 子力発電によって生 じる使用済燃料の再処理や放射性廃棄物の処

理処分などのバ ックエン ド事業については,こ れまでに講 じてきた対策に加

え,新 しい市場制度の下,今 後いかなる措置が必要になるかに関 し,官 民の

役割分担の在 り方,既 存の制度 との整合性等を整理 した上で,本 年末までに,

経済的措置等の具体的な制度及び措置の在 り方について検討 を行い,必 要な

措置を講ずることとしています。
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以上 の ように,エ ネルギー政策 の基 本方針 に沿 った取組 を推進 して まい り

ます が,そ れ と同時 に,エ ネルギー政策の 中長期 的な在 り方 について も再検

討 を進 めてい く所存 です。

エネルギー を取 り巻 く環境 は,中 東 などの国際情勢,産 業構造 や人ロ構 造

の変化,エ ネルギ ーの供給信頼性へ の関心の高 ま り,地 球温 暖化 問題 の動 向

等,大 きな変化の 中にあ ります。 この ような環境変化 に柔軟 に対応 し,新 た

な課題 を克服 してい くため に,中 長期 的 な政策 の在 り方 を再検討 すべ き時期

に至 ってい る と考 えます。 このため,2030年 まで を見通 した長期 エ ネル ギー

需給見 通 しお よびエ ネルギー政策の見直 しの検討 を昨年12月 に開始 し,本 年

6月 頃 を目処 に成果 を得 る ことと してお ります。 また,本 年1月 には産業構

造 審議 会 と総合資源 エネルギー調査 会の合 同会議 を設置 して,エ ネル ギー政

策 お よび環境政策 のあ り方 について幅広 い観点 か らご議論 を してい ただ くこ

とになってお ります。エ ネルギー政策 は政府 に とって重 要 な政策課題 のひ と

つであ り,経 済 と環境 の両立 に向けて全力 を尽 くして まいる所存 です。

以上,エ ネルギー政策 について所感 を述べ させ ていただ きま したが,こ れ

らの政策の推進 は,皆 様 の御協 力 によって初 めて実現 で きる ものです 。

今後,ま す ます複 雑で 困難 な問題 に直面 してい くことが考 え られ ます が,

その よ うな状況 の中で,エ ネルギ ー行政 に対 して,引 き続 き御 理解 と御協力

をいただ くとともに,忌 悸 の無い御 意見 をいただ くことをお願いい た しまし

て,新 年の ご挨拶 とさせ ていただ きます。

!/s
妥 彰
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人間 か ら見 たエネル ギー と環境

一 技術開発 によって対 立 か ら協調ヘー

合 志 陽 一 鶴 雛 所購)

秋 山

i嶺蟻ii蟻 豫ili彗i搬i

守(撫 食ルギー船 工学研究所)

.豪i鰻ii繋i蕊i籍1擦1油i/;i濠iii毒ii羅 …i

由轡
餌
郭
歎
鄭
い
鄭
"靱
算
禽い
鄭
郭
轡
軽轡
軒蜜
鯵
幻
糞
鄭
乾鄭
捺
繋
輩
帯

は じめに

秋山 環境 とエネルギーを取 り巻 く状況

に緊迫感の見 られる今 日,か ねて希望 し

てお りました先生 との対談 を行 う機会が

得 られ大変嬉 しく思 っています。 まず,

導入部分 として先生の自己紹介をかねて

合志陽一氏 略歴

1937年(昭 和12年)東 京都生 まれ。1961年

東 京大学工学部応 用化学科卒業 。1977年 東京

大学工学博士 。1961年 ㈱ 東芝中央研 究所 入社。

1974年 ㈱東芝 総合研究所主任研 究員。1977年

東京大学工学部助教授 。1981年 東京大学工学

部工 業化学科(現 応 用化学科)教 授 。1998年

環 境庁 国立環境研 究所 副所 長 を経 て2001年4

月か ら独立行 政法人国立環境研 究所理事 長 に

就任 。

東京大学工学 部長、 日本分 光学会会長 、 日

本 分析 化学会 会長等 を歴任 。専 門分野 は工業

分析化学。
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国立環境研究所 に勤め られるようになっ

たいきさつ等をお聞かせ願います。

合志 技術史,技 術論のような工学一般に

ついて関心がありましたので,割 に拡が り

のある環境 という分野が私の関心とフィツ

トしましたので今の仕事をさせていただい

ています。大学卒業後は会社に就職し、16

年ほどお りました。その後,東 京大学に戻

りました。大学での仕事が終わってから国

立環境研究所の方にどうかというお話があ

りました。私の専門は分析科学という非常

に狭い分野でしたが,会 社勤め していた時

代には 「常陽」とか 「もんじゅ」の核燃料

の部分を担当 したことがあ ります。

秋山 「環境」 には,社 会の活動から地

球温暖化 などに亘って実 に色々な問題が

あ ります。我々人間に対する外界すべ て

という定義では要素 も拡が りも非常 に多

岐 にわた りますけれども,今,先 生の国

立環境研究所のお仕事 のメニューはやは

り相当幅広いので しょうか。

合志 ええ色々と範囲が広がっています。

一般 に産業界の研究所 にも環境部門があ

りますが,我 々の場合は専 ら環境ばか り

ということで,非 常 に特異 な研究所だ と

思います。 しか し,一 方では人間社会的

な問題では経済関係,フ ィジックスでは

気候変動や気象関係,さ らに生物では医

療関係や 自動車の排ガス関係 など多岐に

わたった研究を行っています。

一方
,そ れに対す る人員面 としては,

合志 陽一 氏

(撫 政法堀 立環境陥)

まず上部 機 関の環境省 が1000人 台,国 立

環境研 究所 にい たっては正規 職員が277人

です。 ア メ リカの環境保 護庁(EPA)と

その研 究所 の人員 数 よ りそ れぞ れ ユ桁下

の数 で大変 困 ってい るのです が,そ れ で

も必要 な範 囲 はカバ ー しなけれ ばな りま

せ ん。 そ こで1人 が色 々 なこ とをや って

お ります。担 当分 野 を平 等 に カバ ーす る

のは不 可能 です ので,あ るポイ ン トで ピ

ー クを作 って研究 を してい ます。

秋 山 規模 で はア メ リカよ りも小 さい で

す が,逆 に,近 くの分野 を視野 に入れ た

りそ こ との連 携 を強め る こ とで、 問題 を

大 き く,そ して複合 的 に と らえ る ことが

期 待 で きるので し ょうか。権 限 と責 任が

きちっ と分 け られて いる欧米 の縦割 り型

のや り方 に比 べ て,あ る意味 で はプ ラス

なのではないか と思 いますが。

合 志 それ しか道 が ない とい うこ とでや

って いる のですが,そ う言 え るか も知 れ

ませ ん。
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過去に学び,未 来を考 える

「人間と周囲 とのや りとり」という

環境問題へのアプローチが解決に有効

秋 山 環 境問題 の 「環境」 とい うキー ワ

ー ドの意味 なのですが ,ま ず主体 があ る。

主体 は個 人 だ った り集団 であ った り,も

っ と広 く言 えば生物界 であった りします。

そ して,そ れぞれ に対 して環境 が存 在 し

ます 。 その場合,い わ ゆる 自然 界 とい う

環境 と人工社 会 とい う環境 があ りますね。

公害 問題 や汚染問題 は人工社 会での物質,

エ ネル ギー,あ るい は情報 の活 動 の中で

生ず る負の部分 と言 えると思い ます。

私 が今 申 し上 げた環境へ の理 解へ の ご

意見 も含 め て,先 生 が環境 問題 を トー タ

ル に どうと らえて お られ るか,ご 紹 介い

ただけますで しょうか。

合志 環境 問題 は実 に多様 です が,大 き

く分 ける と2つ の ア プローチ があ る と思

い ます。1つ は,例 えば 自然環境,人 工

環境,あ るい は地球 環境 とい う ものが あ

って,そ れ らが 相互 に作用 し合 う とい う

アプ ローチです 。従 来 のア プロ ーチはみ

んなそ うだ った と思 い ます。 そ うい う自

分 と自分 以外 の もの とい う形 での ア プロ

ーチは必 要 だ と思 うので すが
,環 境 とい

う ことが どうい う時点 で,ど うい う状況

の もとに認 識 され て問題 が起 こって くる

か とい うこ とを考 える と,人 間 を主体 と

して の周 囲 との色 々 なや りと りを経 て起

こ る。 そ うい うふ うに整 理 した方 が,現

時 点 での問題 の解 決 には有効 だ ろ う と思

ってお ります 。例 えば,旧 来 の分 野で述

べ ます と汚染 を もた らす物 質の や りと り

や エ ネルギ ーのや りと りが あ ります。 し

か し,多 分,こ れか ら問題 に なるの は情

報 の や り と りです 。 これ は 「情 報 環境 」

と言 うこ ともで きる と思 うのです が,無

形 の もので はあ りなが ら,将 来 的 には非

常 に大 きな影 響力 を持 つ もので は ないか

と思 っています。

秋山 情報 を研究 し,あ るいは活用 して

い く中で直接的に環境問題の予測や解決

に相当大 きな力になるとい う面 もあるの

でしょうか。

合 志 情報 の力 につ いて は2つ の面が あ

ります 。1つ は情 報が 人 間 をど うい う方

向 に引 っ張 って い く可 能性 が あるか とい

う面 です。 その代 表例 が予測 です 。予 測

は情報 の最 た る もの で,み ん なそれ を頼

りに生 きてい くわ けで す。 そ うす る と,

色 々 な予測 が満 ち溢 れて いる今,ど れ を

信 じてい いかわ か らない,中 には非常 に

ミス リーデ ィングな ものがあ るわけです。

もう1つ は もっ と原 始的 な問題 として,

人 間の精神 生活,あ るい は生理 的 な面 に

外部 の情報が影響 を与 える とい う面 です。

この2つ の面で情 報 は非常 に重 要 だ とい

うことです。

第26巻 第4号(2004) 一7一



「見逃 さない」「放置 しない」「慌 てない」

秋 山 先生 が学士会 の講演*等 で説 明 され

た 中で3つ の キ ー ワー ド 「見逃 さない,

放 置 しない,慌 てない」 とい うの があ り

ます。 これ は大変重 要 な視 点,考 え方 の

軸 だ と思 いま した。

まず,過 去か ら学ぶ ことが大事 だ とい う

こ とで,こ れまでの経験 として 「水俣 病」,

「イース ター島の環境破壊」,「サ リ ドマ イ

ド禍」 などを挙 げてお られます。で きまし

たらこれ らの事例 に関 しまして先生のこ所

見,あ るいは問題点の分析 につ きましてお

伺いで きる とあ りが たいのですが。

合 志 環 境 問題 を初 め まで遡 ります と,

「見逃 さない」 とい うこ とが非常 に重要 だ

と思い ます。水 俣病 の大変 な悲劇 につ いて

は皆 さんよ くご存知の とお りです。しか も,

原因 を科学的 な立場 で完全 に立証す る とい

うごとが長い 間なかなか難 しか った。 それ

で原 因が解明 され対策が とられる までの問

に色 々なことが起 こ りました。

猫 の異常行 動 が新 聞で報 じられ た時点

が問題 の始 ま りの よ うに言 われ てい ます

が,そ の前 に非常 に妙 なこ とが い っぱい

チ ッソ水俣 工場 の周辺 で起 こってい る ん

です。 魚が 浮 いた り,色 々な こ とが起 こ

っ てい ます 。 なぜ そ ん なこ とが起 こるの

か,素 直 に突 きつ め てい くと もっ と早 く

原 因 を解 明 で きただ ろ う と思 わ れ るので

す 。 それ は見 逃 して はい けない とい うこ

との1例 です 。

別 の例 で は,最 近 の地球 温暖化 に関連

してですが,1800年 代 末 に ア レニ ウス と

い う人が 地球 の気 温 に対 して炭酸 ガスが

非常 に大 きな影響 力 を持つ とい うこ とを

書 いてあ ります。 そ の こ とが何 を招 くか

とい うところ まで,20世 紀 後半 に なる ま

で突 っ込 んで考 え てい ない わけ です ね 。

これ は大変 まず い こ とだ と思い ます。 基

礎 科学 の 中 に,こ うい う原 因究 明の元 に

な る ものが 沢 山あ るので は ない か と思 い

ます。 です か ら,基 礎 科学 にお け る指摘

を 「見 逃 さない」 とい うこ と も大事 に な

るわけです。

「放置 しない」 ということ。水俣病の場

合 に一番それが厳 しくあ らわれた と思 うん

ですが,立 証実験が できない限 りは責任が

あ る と見 な さない とい う形 で事 が推移 し

て,非 常 にまず い事態 を招 きま した。

イース ター島 では一 時栄 えた非 常 に高

度 な文化 が森 林 の乱伐 によって滅 び て し

まった。 それ も巨 大 な島で もな く,住 ん

でい る人 だった ら隅 々 まで状 況 を把 握 で

きるはず,自 分 た ちが切 り倒 してい く木

に対 して,成 育 して くる ものが そん な に

ない とい う ことは分 か って いた と思 うん

です 。 ところが,過 剰 な伐採 をず 一 っ と

続 け たため に文明 が滅 び る ことに なって

しまった とい うわけです ね。

多 分,人 間は2～3年 で変化 す るこ と

につい ては非常 に敏感 で も,10年,20年

の ター ムで じ りじ り変化 してい くもの に

ついて は大変鈍感 なのか も知 れませ んね。

少 な くと も今 の モ ン ゴル の過 放 牧 の問

*「 水面下 の環境問題 をどう考 えるか」学士会 会報No.841(2003-A1)
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題 については同じことが言えます。家畜

が どんどん草 を食べる,草 の成長速度 よ

りもそのスピー ドの方が速いか ら危機的

な状況に陥ってきているわけですね。

「慌 てない」 とい うこと。問題点を見

逃 さないのは最 も重要なことですが,そ

れ と同時に,も しも問題が解決 される可

能性があれば,今 度 はその可能性 を躊躇

な く,他 の有効 な用途に使 うことが重要

です。

秋 山 今,実 例 を通 して ご説 明下 さった

「見逃 さない」 「放 置 しない」 「慌 て ない」

とい う3点 は私が 理解 します とこ ろ,ま

ず 「見 逃 さない」 とは,事 象 とか原 因 を

的確 に と らえ,そ れ を深 く考 察 して い く

一種 の頭脳
,観 察力の こ と,「放 置 しない」

とはその事 象 に対 す る対策 を迅速 か つ適

切 に適用 してい く活動の こと。「慌て ない」

とは,冷 静 か つ着実 に,で きれば科 学的

かつ 客観 的 に物事 を と らえて い く態度 だ

と思 うのです が,そ ん な理 解 で よろ しい

で しょうか。

学際的アプローチが有効な環境学の形成

秋山 最近流行 りの 「危機管理」 という

言葉があ りますね。その根底 となる我々

の思考や行動 には人間の心理 とか,社 会

心理 とかが非常に深 く広 く関わっている

と思 うのですが,「 見逃 さない,放 置 しな

い,慌 てない」を支える理論武装 として,

日本学術会議や 日本工学アカデ ミーのお

仕事の中で,社 会学や人文学 を含めた学

際的な捉 え方はあるので しょうか。

合志 学術会議の重要な機能として,学 際

的なアプローチが半強制的にセ ットされて

いるということが挙 げられます。例 えば,

すべての部から代表が出てきて議論 すると

いうようなことです。これは非常にポジテ

ィブな面を生んでいると思います。もちろ

ん色々な指摘が必ず しも迅速に実行されな

いという意味でのもどか しさから批判 も沢

山あ りますが,た だ,こ ういう機能 はもっ

と充実させた方がいいと思 うのです。

エネルギーと環境問題の関係

合志 そ うい うこ とだ と思 い ます。 「慌 て

ない 」 とい う時,特 に環 境 問題 の場合,

人 間は どう して も善 と悪 に分 け たが る。

一 旦悪 と決 めて しまう と
,永 久 に悪 で あ

る とい うふ うに しが ちな んです。 善か悪

か は状況 に よ って変 わ って きます か ら,

その辺 を冷静 に合 理 的 に考 えてい くべ き

だ とい うこ とが 「慌 て ない」 とい う こ と

の根底 にあ ります。

秋山 広がる環境問題 にいかに接す るか

についてですが,ま ず環境問題の原因 と

して大 きい ところでは世界人口の増加に

端 を発 して,そ の中での利益配分 とか,

責任分担 も含めて複雑な問題が出て きま

す。エネルギーの長期の見通 しと地球環

境問題 との切 りロで見 ます と,国 際的に

はCOP(国 連気候変動枠組条約締約国会

議)に よる議論 の場があ り,つ い先 日,
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イタ リアの ミラノでCOP9が 開 かれ京都

議 定書 の実施 細則 につ い て合 意が 成立 し

た ところです。 そ こで,エ ネル ギー と地

球 環境 との関連 につ きま して,ご 意見 を

伺 え ますで しょうか。

合 志 エ ネ ルギ ー と環境 とい うの は今,

CO2の 問題,汚 染 の 問題 な ど,対 立 す る

こ とが非常 に多 く,相 容れ ない ファク タ

ー と して しか見 られ てい ない と ころが あ

る と思 い ます。 ですが,私 は 「エ ネルギ

ー」 と 「環境 」 は本 質 的 にはあ ま りぶ つ

か る ような もの で はないの で はない か と

思 ってい ます。

同 じ人 間のや って い るこ とです か らそ

れは決 してぶつ か る もので は ない。今 の

た また まCO2問 題 で はそ れが ぶつ か る よ

うに見 えてい るだけで あ って,本 来 はエ

ネル ギー を使 う入間 の行 動 と環境 か らの

サ ー ビス を享 受 したい と思 う人 間の活動

とは、それ ぞれ独 立 に動 い てい って然 る

べ きものだろ うと思 っているんです。

汚染 の問題 に して も,今 の劣 悪 な,あ

るい は未 熟 な技術 で解 決 を図 ろ うとす る

と起 こ るか も知 れ ませ んが,基 本 的 には

知 恵で 克服 で きる部 分 が非常 に大 きいわ

けです 。です か ら,本 質的 なぶつ か り合

いではない と思 います。

将来予測に悲観 し過ぎることなく

できることからチャレンジし変えていく

秋山 実 は私が学術会議 に参加 していた

頃,学 界の見解 として長期 のエネルギー

予測 を議論 した こ とが あ ります。2100年

にCO2の 大気 中濃度 を550ppmぐ らい に落

ち着 かせ る とい う 目標 を設 定 し,そ れ ま

で の エ ネル ギ ー供 給 力 を分 析 しま した。

CO2問 題 を含 め て,「 自然 エ ネル ギ ー」,

「原子力」 お よび 「化石エ ネルギー」 の3

つ を適切 にバ ランス させ る とい う考 え方

の もとに,か な り定量的 に議論 しました。

そ の時 に,私 はエ ネル ギー と環 境 とが互

い に制約 要因 と して強 くリンク してい る

と感 じました。新 ・省 エ ネ技 術 と原子 力

が さらに普及 し,そ して革新 的な社 会構

造 や ラ イ フス タイルが 実現 してい け ば,

エ ネル ギー と環境 とはぶ つか らない よう

にな るか と思 い ます 。 ただ,現 在 の状 況

の延 長 で,20年,50年 先 を見 た時 には,

そ う明 るい展望 が得 られない ように思 う

のですが…。

㈹ 日本原子力産業会議が行 った2050年 ま

で の 中長期 エ ネル ギーバ ラ ンスの ス タデ

ィで は,原 子 力 エ ネル ギー が なけ れ ば,

環境調 和 的 なシナ リオ は描 きに くい とい

う見通 しが出てい ます。CO2を 海洋投棄す

る とい う方法 もあ りますが,コ ス トの問

題 に加 えて海洋 汚染 の問題 が 出て くる こ

とも懸念 され,検 討課題が残 ってい ます。

合志 ご心配は十分 わか ります。ただ,

現在の社会構造,経 済構造 と技術 を前提

に議論 してい くと将来は大変破滅的にな

るという話だ とい うことに過 ぎない と思

います。世界中を見 ます と,例 えば砂漠

の民の水の使い方 と我 々の水 の使い方 と

いうのは一桁 ぐらい量が違うのです。
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エ ネルギ ー に関 して も,使 用 す る資源

の生産性(資 源投 入量 当 りの財 ・サー ビ

ス生 産量)を4倍 にす る 「ファクター4」

とか,10倍 にす る 「フ ァクター10」 とか

い う運動 があ ります。 「ファクター10」 は

技術 的 に実現 す るの は難 しい と思 い ます

が,「 ファクター4」 はそん なに荒唐無稽

な話で は ないので す。現在 の技術 の フ レ

ー ムワー クの 中で じ りじ りと2割 改 善す

るの は大 変 な こ とですが,原 理 的 にゼ ロ

か らのス ター トして全 シス テム を考 えな

おす とな る と,5割,6割 の改善 は決 し

て不 可能で はない。 ただ,こ の前 提 には,

例 えば水 平 に移動 す る 自動 車 は ほ とん ど

エ ネルギー を使 わない とか 聞い てる だけ

で も楽 し くな る ような話 が い っぱい入 っ

てい ます 。 しか し,科 学 的 にあ り得 ない

話 にな らない範 囲でや れ る ことは,ま だ

まだ随分大 きい と私 は思 っています。

さ らに,天 然資源のエネルギーは希少 に

なれば値段が上が る とい う関係があ るわけ

ですか ら,高 価 になれば また新 しく可採資

源が開発 されて賦存量が延 びるとい うケー

ス もあ ります。 それがついに駄 目とい うと

ころまでには立 ち至 っていないのではない

か とかな り楽観的 に思 ってい ます。

秋 山 守氏

(懸 ル禰 職 所)

ばいいん じゃないか と言 うと,普 通 の化石

燃料 を使 っている方 は,と んで もないコス

トが かか る とい うこ とで笑 って しまい ま

す。そのコス トのギ ャップは大 きい と思 う

のですが,空 想 の話 ほ どのギ ャップで はな

い とい う感 じが します。バ イオマス関係 で,

常 に問題 になるのは,バ イオマスが水で び

しょび しょのエネルギーで乾燥 工程が必要

だ とい うことなのですね。

これが きちん と しない 限 り,バ イオマ

ス は本 当 のエ ネル ギー資源 には なってい

かない とい う感 じが します。

環境問題の位置づけ

秋 山 可 能性 と して考 え られ るメニ ュー

は全 て大 切 に して,そ れぞ れ に成功 を 目

指 して努 力 して い くこ とは非 常 に良 い こ

とです ね。

合志 エネルギー利用 を目的 として植物 を

育 ててバイオマスエ ネルギーでや っていけ

グローバルは誘導策,ロ ーカル は懲罰策 で

秋 山 環境問題の関連活動 を取 り上げる

中で,先 生 は2次 元座標で環境問題の原

因 と事象 を分類 されてい らっしゃいます
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図 潅 環境問題の分類

ね(図1)。 そ こで は原 因について は自然

起源 と人 為起 源 に,事 象 につ いて は容量

型 と汚染 型 とに分 けて お られ ます 。 ここ

で,容 量 型 とは別 の言葉 で い えば,グ ロ

ーバ ル なこ とで ,汚 染型 とはあ る程 度 ロ

ー カル に限定 された もの
,と い う理解 で

よろ しいんで しょうか。

合志 結果 としてそうだ と思います。容

量型 というのは全地球的な処理能力,あ

るいは受け入れ力が問題 になって くるよ

うな問題。汚染型は有毒物質 に見 られる

ような問題です。

秋山 例えば,レ バノン杉絶滅の問題な

どは容量型 ということですね。 この二次

元座標 は大変 よく整理 されて分か り易 く

で きてお りますが,「 原因」 と 「結果」

と しての事 象 に もう1つ の軸 と して 「対

策」 を加 える こ とが で きるので は ないか

と思 うんです。 ア クシ ョンにつ なが る軸

で あ り,一 番深 い ところは基礎研 究,そ

れ か ら人材 教育,さ らに空間 的な広が り

とい う ことで は,国 内 の政 策 か ら国際協

力 まで,と い った考 え方 は いかが で しょ

うか。

合志 なかなか面 白いお考えだ と思い ま

す。例 えば,人 間が活動する以上 どうし

て も起 こることで,し か も全世界的な拡

が りを持つ容量型の問題 とい うのは,誘

導政策的な もので解決 していかない と多

分 うまくいかないだろうと思います。

汚染型は処罰するという形での コン ト

ロールが十分効 く可能性があ ります。こ

のような懲罰的政策 というのは適用で き
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る範囲が時代 とか技術 的進歩によって変

わってくるとは思いますが。

秋 山 今,誘 導政 策的 とお っ しゃい ま し

たが,例 えば,COPな どは議定 書 に よる

縛 りを踏 まえ よ うとす る もので はあ りな

が ら,そ の精神 として は皆が等 し く自発

的 に参加 してい く必 要 があ り,国 際的 に

見 た誘導策が望 まれる と思 います。

国 際的 にペナ ルテ ィー を科 す とい うや

り方 も,結 局 は皆 が納得 して ライ フス タ

イルな どを変 えて,国 全 体 と して も良い

結 果が見 えて くる とい うことです か。

合 志 そ うだ と思 い ます。炭 素税 に して

もペ ナ ルテ ィーに見 え ます が,結 局,誘

導策 なんですね。

っていません。生理学者 は随分明らか に

しているわけですが,そ れが環境の問題

として影響 を持つか どうか とい う立場で

見ているものは割に少ないのです。

例 えば,植 物や動物 に対 して光が どん

な影響 を与 えるかについては,膨 大な研

究があ ります。それが現代社会において,

環境 として人間に対 して どうい う影響 を

与 えるか ということは意外 に解明されて

いないんです。

秋山 光 とか風景のような視覚,そ れから

聴覚や触覚などの問題は重要ですね。それ

と低周波ノイズなども近頃では話題になっ

ています。 このような様々な刺激の中で,

これから人間の感覚や健康に何 らかの基本

的な影響が出て くるのかも知れませんね。

これから研究すべき汚染型問題とは

秋 山 汚染型の問題には,有 害物質によ

る汚染,物 質以外 のさまざまな要素,例

えば音 だとか光だ とかに起因する問題 な

ど,色 々あ りますね。各要素の内容,特

徴 を少 し易 しく表現していただけますか。

合志 人間は外界 との相互作用 において

関係性を認識 し,ま た環境 に支配されて

いるということにな ります。外界 との相

互作用は基本的には五感,そ れか ら物質

エネルギーの入力と言えるもので しょう。

食べ物 という物質を体内に取 り入れるこ

との影響は十分わかっているわけですが,

その他の感覚的な入力の影響が良 く分か

合志 そ うだ と思 い ます 。特 に光 に関 し

て は,蛍 光灯,白 熱 灯 を廃 止 して発 光 ダ

イオー ドに代 え た ら,民 生用 のエ ネル ギ

ーの20%を 占め る照 明用 が数分 の1に 落

とせ る可能性が ある と言 われ ます。

ところが,そ の 中の青色 の部分が人間の

内分泌(エ ン ドクリン)に 影響 を与 える ら

しい とい うことが議論 されています。そ う

い うことになる と,一 方 で省エ ネのために

ぜ ひ推進 したい。一方では慎重 にや らない

といけない とい うことにな ります。

秋山 光の関係 ではこのオフィスも蛍光

灯ですが,米 国出張でホテルに行 きます

と,大 体 は白熱灯で,オ フィスでも照明

全体が暗いせい もあ りますが,非 常に安
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らぎますね。放電光ではなく発熱線 だか

らかなとも思いますが。

合志 お感 じにな ります か。

合志 少 な くとも我 々 と して,問 題が あ

るかな いか を早 く確 かめ てお くとい う作

業が とて も大事 だと思い ます。

秋山 はい。人類の照明は,焚 き火から

始ま りましたか らね。非常 に周波数の低

い光への思いが遺伝子 に組み込 まれてい

るのか も知れませんね。それを科学的に

も証明 しようとすることが最近 になって

行われているので しょうか。

合志 だんだ ん出て きてい ます。

秋 山 幼児 の教 育,あ るい は人格形 成 の

あ た りに,た だ今 のお話 しの光 とか,周

辺 の環境 が いろ んな意味 で ネガテ ィブ に

影響 してい るお それが あ るか も知 れ ませ

ん。最近,特 に幼 い子供 や若 い人 がす ぐ

暴 力 を振 るいたが るの も,甘 い ものや カ

ル シウム を十 分食べ ない とか,色 々あ る

で しょうけれ ど,光 の こと も意外 と影響

しているか も知 れませ んね。

合 志 可能性 が あ ります 。 か な り前 にア

メ リカの学校 の教 室 の問題 と して,蛍 光

灯 的 な光 と白熱灯 の光 で トラ ブルが起 こ

る率が 明 らか に違 う とい う ような こ とが

レポー トされ てい ま した。 です か ら,こ

うい う問題 は本 当に大 きい問題 です。

秋 山 免疫 とか,メ ラ トニ ンな どにつ い

て相 当 に定量 的 な影響 が分 かれ ば,そ の

説は一段 と信 愚性 が出て きそ うですね。

地球温暖化問題への理解 と取 り組み

国立環境研 は各国モデル作 りで貢献

秋山 国際的に大変ご活躍 されていた森田

恒幸博士が残念なことに亡 くなられました

が,国 立環境研究所では森田博士のお仕事

を引 き継ぎ,さ らに展開してお られると存

じます。そのあたり,国 際的な評価作業の

推進状況も含めてご紹介願います。

合 志 森 田 さんが 果 た して きた役割 は と

て も大 きい もの で,簡 単 に埋 め られ る よ

うな ことでは あ りませ ん。 ただ,幸 い に

して,一 緒 に仕事 を して きたチ ーム メ ン

バ ーが跡 を継 ぎなが ら仕 事 を してい こ う

と してい ます。

それか ら,良 き共 同研 究者 で あ った京

都大学 の松 岡教授 が色 々 とサ ポー トして

くだ さってい ます ので,何 とか それ を埋

めてい こう と努 力 してい ます。

国際的 な活動 で森 田 さんが非常 に重 要

な貢献 を され た の は,経 済活 動 とCO2,

温 暖化 との関連 を明 らか に してい く各 国

に適 したモ デル(AIMモ デル)を 共 同で

作 りなが ら,キ ャパ シテ ィビルデ ィング

を してお られた こ とです 。今,イ ン ドや

中国,タ イ,イ ン ドネシア な どで共 同研
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究 をや る人が あ る程 度育 って い ます 。森

田 さんが デザ イ ン して やっ て くれ た活動

は決 して消 え る こ とは ない と思 い ます 。

本 当に重要 な貢献で した。

産業界 の ご協 力 もあ りま して,そ のモ

デル には随分新 しいデ ー タ も入 ってい ま

す 。普通 は あの種 のモ デル に入 って くる

産 業 の基 礎 デ ー タ は古 い ものが 多 くて,

「役 に立 たん」と笑 われた りす るのですが,

非 常 に新 しいデ ー タで やれ る ように なっ

て きています。

秋山 私 どもの研究所でも環境問題 との関

連での調査研究が数多 く進められてい ま

す。環境 グループもあ ります。これからも

色々と先生の研究所のご指導をいただけれ

ばと思います。

環境問題に取り組む際の戦略

秋 山 温暖化 問題 につ いて ですが,優 れ

たモ デルの も とに適確 な評価 を して い く

ことが大 変重 要 であ る と同時 に,も う1

つ,我 々の 限 られた資 源の もとに,ど こ

まで環境 対策 に力 を入 れて い った らい い

か とい うことが あ ります よね。

エ ネルギ ー関係 です と,エ ネルギ ー利

用 に基 づ くリス クの問題 が あ ります。原

子 力 です と,事 故 や放 射線影 響 を リス ク

と して カウ ン トして,そ れ をど こまで下

げ るこ とを 目指す のか 。他 の リス ク との

比 較 や社会経 済活 動 の観点 も含 めた上 で

の安全 目標 の検討 が行 われ てい ます。 温

暖化 問題 です と,温 暖 化 に よって どれだ

け経 済 的 な リス クが生 じるか,そ して人

命 や健康 は どれ だけ失 われ るか,と い っ

たス タデ ィを基盤 と して,適 切 な投 資 戦

略 を進 め てい く必 要が あ ります。 ま,そ

れ は さてお き,こ れ か らの取 組 みの力 点

についてはいかがですか。

合 志 環境 問題 の どうい うところ に どう

注 力すべ きか とい うこ とは非 常 に大 きな

問題 です。基 本 的 に経 済 的な フ ァク ター

が圧倒 的 に支配 的な要因 なわけです か ら,

従 来 の アクセ ス とこれか らの経 済環境 の

立 場 か らの ものはそ ん なにずれ る わけ は

あ りませ ん。 ただ,新 しく起 こ って くる

問題 をウ ォッチ して いか なけ れば いけ な

い と思 い ます。恐 ら く,五 感 を通 じての

問題 は,1人 ひ と りの人 間 を取 り囲む環

境 問題 で すか ら,こ の フ ァク ターへ の ウ

ェー トは もう少 し増 す必要 が ある ので は

ないか と思 ってい ます。

エネルギーの問題 について,私 は基本的

にはあ ま り心 配 してい ないんです。多分,

世界 の人 口増加の問題 は2040年 あた りでピ

ー クになって
,あ とは下が り出すだろ うと

い う見方 もあ ります。 これ は国連推計 の下

位,低 い方です。今 までの修正の され方 か

らいって,多 分,下 位が下位 で な くなって

くるという感 じがす るんです。

こ こで想 定 され てい る将 来 の合計特 殊

出生 率 は1.86人 で,今 の 日本 入 の 出生率

は1.36で す か ら,非 常 に違 い ます。 です

か ら,下 位 推計 が 中位 にな る可 能性 は十

分あ ると思い ます。

それ に先の状 態 と してエ ネルギ ーの入
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手 が困難 とい う予測 が 出 る と,や は り人

間の行動 に影響 を及 ぼ します。

ただ,分 配 をめ ぐる問題 は,情 報の交換

が進めば進 むほどシビアになって きますの

で,日 本はある意味 で苦 しい 目に遭わなけ

ればいけない面が出て くる と思い ます。そ

うい う時,色 々な提 案は少 し慎重 にした方

がいいん じゃないか と思い ます。

秋 山 学術 会議 の作 業 に加 わっ た専 門家

の中 には,1000年 単位 の超長期 的 な予測

を してお られる方 もい ま した。エ ネル ギ

ー
,環 境,食 糧 な どフ ァンダ メン タル な

要 因 と連 動 して人 口が どう推 移 してい く

か。世界 人 口が ピー クを迎 える時期 の予

測 を含 めた極 めて興味深 いス タデ ィです。

ただ し,そ の前 提 は国際 的 に平 和 なス キ

ームが存 続す る こ となのです が ,各 地 で

の内紛 や宗教 戦争 を考 え ます と,前 途 は

どうな ります か。 しか し,そ れで もなお

もっ とグローバ ルに,我 々 の 目指す べ き

ところ,目 指 したい とこ ろを絶 えず 前 向

きに描いてい くこ とが重要です。

環境保全 と工学 ・技術の役割

動の概要をご紹介いただけますか。

合 志 一般的 に技術 が非常 に走 り過 ぎて,

人間に対 して害 を及 ぼ して きている とい う

ような印象で語 られることが非常 に多い と

思 い ます。 しか し,結 局,技 術 というのは

人間 が コ ン トロー ル してい くものです か

ら,そ うい う状況 に陥 らない技術 を作 って

いけば良いだけの話です。技術 が我々の存

続 に決定的な影響 を持 っているこ とは間違

いない と思い ます し,ぜ ひ進めていか な く

てはな らない と思い ます。

ただ,技 術 の場合 に今問題 になっている

のは,先 に技術が あって,そ れをいか に人

間社会 に適用す るか とい う側のアプローチ

が強過 ぎる きらいがあ ると言 うこ とです。

です か ら,人 間側 として何 が必要か とい う

ことか ら技術へ の要求が だんだん明確 にな

って きて,そ れに応 えるため に技術がで き

て くる とい うプロセスの方 をもう少 し強め

た方がいいん じゃないか と思い ます。

人間の要求に応える技術開発 を

秋 山 技術 それ 自体が技術 の論理 な り,

勢いで我々の感覚か ら外 れた方向に走る

のではな く,常 に技術が我々の期待や構

想 にミー トする形で実現 させてい く。何

か問題があれば絶えず フィー ドバック し

て,常 に人間 と技術のリンクが失われな

い形で進めるというご趣旨のお話ですか。

秋山 工学技術 と社会,工 学技術 とエネ

ルギー,環 境 経済といった中で,技 術

が どう位置づけ られ,ま た どの ような役

割 をするか,先 生のお考 えや現在のこ活

合志 そ うです 。 人間側 か らの要求が最

初 の ドライ ビ ングフ ォー ス にな って いる

よ うな技術 の方 がバ ラ ンスが とれ るので

は ないか とい うことです。
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その点 で 日本 は割 にい いポ ジ シ ョンに

あ る と思 い ます 。例 え ばゲ ー ム ソ フ ト,

あ るい はエ ンタテ イ ンメ ン トの世界 で は

日本 の競争 力が 非常 に強 くな りつつ あ り

ます ね。 それ は,基 本 的 に は全体 の ス ト

ラ クチ ャー を作 ってか ら最 後 に人 間社 会

にアプローチす るとい うや り方 では な く,

ま さに携帯 電話 を持 ってい る人た ちの要

求 に応 え続 けて きた結 果 と してで き上が

ったような技術 なんですね。

秋 山 西 欧は社 会環境や技術 をも含 めて,

あ らゆ る もの を安全 に,よ り便 利 に,し

か も我 々の平均 的要 求 を満 たす た め に と

い うこ とで品 質 を高 め て きま した。 そ れ

は良い のです が,品 質 向上で は標準 化 の

アプ ローチ を採 った。社 会,人 間,あ る

いは男性,女 性 とい った,か な り大 きな

く くりの対 象 に対 してベ ス トミー トす る

ようなシステムを作 り上 げま した。

ところが,物 のサ イズ に して も,様 式

に して も人 には色 々 とバ ラエ テ ィが あ り

ます。 身長 や体 重 の違 い,体 力 の強弱,

多様 な好 み な どが あ る に もか か わ らず,

規格 に個 々 の人 間が合 わせ ていか なけ れ

ばな らず 物 に よって は大 変苦 しくな って

い ます。 そ こで,社 会適 応 か ら限 りな く

人 間適応 へ,し か も個人 の要 求 に対 す る

適応 へ と進 んで い くこ とが求 め られて い

る と思 います。

合志 そ うい う面が あ ります。そ の時代,

時代 の技術 の可能性 か らい って,で きな

か った こ ととで きるこ とが 出て くるわけ

です。今 まで は技術 が 及 ばない ので,機

械 に人 間 を合 わせ る とか,全 体 の システ

ム を設計 してそ の中で 生 きる よ うに して

きた わけで すね。 けれ ど も,今 は技 術 に

か な りゆ と りが で きて きたので,個 々人

の要求 に応 えるこ とが可能 になって きた。

情 報 のや りと りが ものす ご く自由 にな っ

てい ますか ら,今 後 の大 きな方 向 と して,

人間側,あ るい は個人側 か らの色 々な物

のデザ イ ンに対す る要 求が 活 きる よ うに

な って くる と思 い ます ね。 その辺 り,日

本 は割 に強 いんです ね。

秋山 環境保全 に対 しては直接,間 接 に

技術の持つ役割が色々提案 されている と

ころです。例 えば,NEDO(新 エネルギ

ー ・産業技術総合開発機構)の 提案公募

事業では,広 義の省エ ネ,新 エ ネ,そ れ

か ら原子力,様 々な提案が出てきていま

して,新 しい改善が期待できる状況です。

また,日 本工学 アカデ ミーを中心に当

所 もお手伝い して工学技術の役割に重点

を置いた 「エネルギーと気候変動 に関す

る報告書」 を出 しました。現在では,さ

らに 「エネルギー基本戦略作業部会」が

活動 してお り,わ が国 としての長期的な

視野でのエネルギー基本戦略の設計 を目

指す ことと併せて,早 期にエネルギー情

報の基盤 を整備 してい きたい と願ってい

ます。
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受け身でない環境保全の活動を があるのではないか と思 っています。

秋 山 エ ネルギー技術,工 学技術 に限 らず

全 てに共通 して重要 なことは,物 事 を戦略

的に進め るとい うこ とだと思 います。エネ

ルギー政策で見 ます と,最 近,ブ ッシュ政

権 の新 しいエネルギー計 画の柱 にス トラテ

ジ ック(戦 略的 な)と いう言葉が あ ります。

環境問題 で も先生の取 り組みの 中で,戦 略

ない しは ミッシ ョン ・ア ン ド ・ゴールな ど

の言葉 に照 らして参考 になる動 きがあ りま

した らご紹介いただけますで しょうか。

合志 恐 らく,環 境 問題で一番世 の中に受

け入れ られているのは 「サステナ ビリティ

ー(持 続可能性)」 だ と思い ます。持続 可

能な社会,サ ステナ ビリティー を持つ社会

を構築す るとい うところに帰着す る と思い

ます。 これは誰 も否定 しようがない表現で

す よね。 ところが,ど うや って構築す るか

という話 になる と,個 々の国の事情が出て

きます。そ こを考 えないで 「サ ステナ ビリ

テ ィー」 とだけ言 っていて もほ とんど何 も

言 わないの と同然 とい うことになって しま

います。私 はや は り日本が どうい う面で寄

与 しなが ら世界の中で生 きてい くのか,そ

の辺の ことをはっき りさせ ておいた方が い

い と思 うんです。

環境 に関 して は,危 機的状況か らいかに

逃れるか,破 滅 をいかに回避するか という

レベルの話 は当然や らなければいけない こ

とです。 ただ,日 本 は基本的 に天然資源の

乏 しい国ですか ら,人 間の活動 を盛 んにす

る環境 と言 うか,人 聞活動の制約要 因では

な く,推 進力 となる環境 を考 えてい く必要

秋 山 そ の推進 力 の中身 は ど うい う もの

で しょうか。

合志 日本 の場 合,技 術 面 で十分 寄与 で

きると思 います 。 しか し,そ のためには,

結局,個 々の人 間の メ ン タル な部 分 での

ア クテ ィ ビテ ィーが上 が らない とい け ま

せ ん。 そ うい う意 味 で今 環境 を十分 に考

えて い るか とい うと,私 はや っぱ りとて

も不足 してい る と思 い ます ね。言 い換 え

ます と,受 け身 の環境保 護活動 はみ んな

推 進 してい るけ れ ど も,も っ とア クテ ィ

ブな活動が必要です。

秋 山 お っ しゃるこ とは,エ ネルギー開発

の面で も共通 した ことだ と思い ます。何の

ため にエネルギー開発 に取 り組むか とい う

と,生 命 や社会活動 の 「サ ステナ ビリティ

ー」 のためであ り
,加 えて活動 の泉 を強め

てい くためで もあ ります。 よ り前 向 きに,

よ り発展的 に取 り組 んで,ア ウ トプ ッ トを

新 しい学術,新 しい産業,新 しい文化 にま

でつなげたい とい う思いが あ ります。

エ ネル ギー ,特 に原子 力 開発 では,ミ

クロ レベル のメカニズム を追求 してお り,

そ こか らエ ネ ルギー だけで な く,物 理学

の開拓へ の 貢献 もあ ります。 安全 に関 し

て は入 間 と機 械 の複雑 な相互 作用 を扱 い

ます。大 きな人 間科 学 の次 元 で も先 生の

環境 分野 と共 通点 が多 いので は ないか と

思 います。

合志 お話 を伺 って,ま さにそ うだ とい
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う感 じが します。

秋 山 環境 で は環境 産 業 とい った もの が

繁 栄 してい くので しょうか。

合 志 十分 あ り得 る と思 い ます。廃 棄物

処 理 や リサ イ クル とい う意味 の産業 は既

にあ る し,必 ず発展 的 に推移 す る と思 い

ます ね。

そ れ か ら,極 端 な こ とを言 い ます と,

一 軒一軒 の家 庭が
,環 境 的 に どうい う状

況 で ど うい うふ うに判 断 した らい いのか

とい う,!つ の情報,1つ の安 心 を提 供

す る ビ ジネスが これか ら出 て くるん じゃ

ないで し ょうか。 それ は健 康 ビジネス と

非常 に似 て いる と思 い ます。今 は 「何 か

有害 物質 が ある らしい。 うちの空気 を計

って くれ」 とい うお話 が あ って,そ れ に

い ちい ち応 えてい た ら大変 だ とい うこ と

にな ります。 しか し,そ うい う個 々の家

庭,あ るいは割 に小 さな単位 の地域 で も,

この状 況 は今 こ うい うこ とになっ てい る

の で安 心 して いい とい う ような,判 断や

情 報 を提供 してい くものが これ か ら ビジ

ネス と してあ り得 ると思 い ます。

それに適す る色 々な測定器の製造 とか も

1つ の産業 として成 り立つ と思い ますね。

若い世代,次 世代 へ思 うこと

社会教育による意識改革が

大 きく影響する循環型社会形成

秋 山 何 とい って も今後 の活力 の 中心 は

若い世代 で す。エ ネル ギー関係 で は、最

近 、若 い世代 の フ ォー ラムや 国際 的な ネ

ッ トワー ク作 りな どが盛 んです 。環境 と

エ ネルギ ーの両方 を視野 に入 れた若 い人

の活動 もある ので はな いか と思 い ます 。

そ う した こ とも含 めて,環 境分 野,エ ネ

ルギ ー分 野 での取 り組 み に今後 どの よう

に人 を惹 きつ け,そ して参 加 を得 てい く

か とい うこ とで ヒ ン トを頂 け ますで し ょ

うか。

実 は原子 力 で は,そ の必 要性 や特 に安

全 の問題 につ いて様 々 な広 報活動 を展 開

してい ますが,そ の ツール と して もっ と

進 ん だパ ンフ レッ トや映画 を作 る こ とも

考 え られ ます。 もっ と分 か り易 くて魅 力

の あ る コンテ ンツ,説 明 の仕 方,交 流 の

仕方 な どを人 間の心理 と リンク させ なが

ら研 究 して い ます が,環 境 の分 野 で も

色 々お考 えをお持 ちだ と思 います。

合志 環境 分野 もそ うい う社 会 の教 育 を

利用 す る必 要が あ ります。例 えば,リ サ

イクル社会 を成立 させ る ための最大 の 阻

害要 因 は経 済性 です。 なぜ経 済性 が成 り

立 た ない か とい う と,リ サ イ ク ルす る

色 々な物 を きちん と分類 して集 め て回す

とい うの に非 常 に手 問が か かるか らなん

です。 た だ,1人 ひ と りのユ ーザ ー,市

民 が その つ も りで最 初 か ら行動 す れ ば,

きれい に分 別 されて動 くわけ です か ら,

そ こには教育 の フ ァク ターが とて も大 き

く働 くと思 い ます ね。 それ はあ る意 味で

将 来 の我 々社 会の あ り方 を規定 す るほ ど

大 きな影響力 を持 っている と思い ます。
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環 境 の場 合,例 えば 「省 エ ネ を しろ」

「無駄 を省 け」 とい うことで分別 を しよう

とい うことがある。ある意味で思想,信 条

に近 い部分が あるのです が,た だ,「 この

市 の中で これ とこれとは分別 して も意味が

ない」 とい うこともあるわけです。分別す

る とか えって コス トが上 が って しまう時

に,機 械的 に分別 してい くこ とが合理的な

行動 としては必ず しも意味 がある とは言 え

ない。そ ういう面があるんです。ですか ら,

信条の問題 と合理性の2つ が緊張感 をもっ

てぶつか り合 い,あ る種 の敬意 を払いなが

ら接 してい くというのが これか らの成熟 し

た社会だ と思 います。

環境問題 はある種 の巨大な イッシューで

す。 それ に対 して色 々 な武 器 を持 った人

が わた り合 う とい う感 じで は ないか と思

い ます 。勿論 はっ き り 「環境 学 とい うの

はあ り得 る」 と主張 され る方 はい ます が,

その辺は難 しいですね。

シンクタンクへの期待

学問として貫徹 した 「環境学」の難 しさ

秋 山 大学 に 「エ ネルギー学 部」 「エ ネル

ギー学科 」 とい う名 前 の ものは数 少 ない

と思 い ます が,先 生 の 言 っ てお られ る

「環境」 に対 応す る学部,学 科,研 究所 は

相 当に整備 されているので しょうか。

合志 勿論,「 環境」 を標榜 している学部,

学 科 も結 構1多 くあ ります。 ただ,構 成 を

見 ます と,環 境 学部 の先 生 だけ ども当 人

は経 済学 者 であ る とか,生 物学 者 であ る

とか い うこ とになって い るのが大部 分 だ

と思 います。

急 には環境 学者 が育 た ないか らだ と も

言 え る と思 い ます が,本 質 的 に環境 学 と

い う ものが学 問 として どこまで貫徹 で き

るか とい う と,な か なか難 しい ところが

あるんです。

責任 をもった取 り組みを

秋 山 当研 究所 は,勧 日本 エ ネルギ ー経

済研 究 所 な ど,エ ネルギ ー関係 の研 究機

関 のネ ッ トワー クの 中で,こ れ か らます

ますお役 に立ちたい と願 ってい ます。

エ ネル ギー と環 境 の関 わ りの視 点 も含

め ま して,最 後 に,当 研 究所 の ようなシ

ンク タ ンクへ ご示 唆,ご 助 言 をいた だけ

ますで しょうか。

合志 や は り,エ ネルギ ー問題 は人 間の

生活 にお いて根源 的 な部分 です か ら,そ

れ を,き ちん と責任 をもってや らない と,

我 々 の 生 活 が 危 う くな る と思 い ます 。

我 々は環境 とい うサ イ ドか らそ の根 源 的

な部分 に接 す るわ けですが,ぜ ひ頑 張 っ

ていただ きたい と思い ます。

多分,こ れか ら日本 の 中でエ ネルギ ー

の場 に起 こ って くるこ との1つ は,多 様

なエ ネル ギー の供 給 の仕 方 とい う問題 だ

と思 い ます 。今,電 線 や 自動 車 でエ ネル

ギ ーが 供給 されてい ます。 電線 な ら電気
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で,自 動車 な ら燃料 で生活 して い るわけ

です が,そ の供給 の され方 も多様 になる

ばか りではないで しょうか。

秋山 今 ご指摘の点は,私 どもも非常に重

要だと認識 していまして,例 えばデマン

ドサイ ドで分散的に最適にエネルギーを

利用で きるように調査研究 を進めている

ところです。

合志 特に私 は,色 々な社会構造的なこ

とで理想社会を設計 される方 とよくお会

いするのですが,い つ も非常 に不安に思

うのは,彼 らの描 く理想社会が ものす ご

く密結合だとい うことです。エネルギー

使 用 を極小 化す る地域 が で きる。 それ を

!回 作 って しま うと,そ の うちのIO分 の

!の 人 たちが少 し別 の こ とを した い とい

う時 に動 きが とれ ないんです。

そ ういう社会 とい うのはい くら設計 して

もやっぱ り実現 しない と思 うのです。 です

か ら,個 々の小 さな主体が 自由度 を失 わな

い ように しなが ら,し か し結 合 していると

い う社会が どのサイズ,ど こまで可能かが

これか らの重要な問題だ と思 いますね。

秋 山 長 時間 にわ た り,貴 重 な沢 山のお

話 をい ただ きま してあ りが と うござい ま

した。
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〔内外情勢紹介〕

停電に見る米国事情

飯 沼 芳 樹 (轡鷲 霧翻

為

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

1.は じ め に

2003年8月 初め にワシ ン トン事務所長 と

して着任 して間 もない8月14日,北 東部,

中西部一帯 で未 曾有の大停電 が発 生 した。

原因 については,米 加両政府 による中間報

告書が既 に2003年11月 に発表 され,最 終報

告書 も2004年2月 頃 に予定 されてい るが,

停電が発生 した地域 の系統 システムにおけ

る緊急時対策の不備等多 くの要因が絡 み合

った結果 であ ることだけは確実である。

「北米 大停電 」 に際 し,筆 者 の住 む メ

リーラ ン ド州 な どワ シン トンDC地 域 の住

民 は当事者 には な らな くて済 んだ。 しか

し,そ の後,雷 を伴 う嵐(サ ンダース ト

ーム)に よる停電
,ワ シン トンDC地 域 を

直撃 したハ リケー ンに よる停電等,立 て

続 け に停 電 を経 験す る こ とにな った。以

前米 国で生 活 して いた時 の経験 や,仕 事

柄米 国で は停電 が珍 し くない こ とは前 知

識 と して持 ってい たので,停 電 を経験 す

るこ とはあ る程 度 はや む を得 ない と考 え

て いた。 しか し,実 際 に赴 任 して これ程

まで に多 い とは予想 してい なか った。本

稿はこの 「停電」 を題材 にした米国事情

である。

2.20年 ぶ りの米 国

筆者 の米 国 との掛 かわ り合 い につい て

簡単 に触 れ てお くと,米 国生 活 は今 回 で

2度 目 となる。 もう20年 も経 って しまっ

たが,1982年 か ら4年 間連邦議 会 の奨学

生 と して留学 す る機 会 を得 て,州 立 ハ ワ

イ大学 ・東西 セ ンターで研 究 す るため に

ホノルルで生活 した ことが ある。

当時の生 活 と比較す ると,こ の20年 間で

日米 とも当然色 々変化 があったことは言 う

まで もない。ハ ワイで生活 していた頃の通

貨交換 レー トが1ド ル250円 くらい,今 は

1ド ル110円 程度。 日米 の経 済力 を反映 し

た為替相場 であるか どうかは別 に して,こ

の20年 間で相対的 に日本が随分豊かになっ

たように思 える。 フロー,ス トックの どれ

を見 るか によって も豊か さの数字 は異 なる

が,生 活面 で言 えば,20年 前のスーパーで

圧倒 された物量 も,現 在 にいたっては大 き

な差 は無 く,む しろ生鮮食料 品の鮮度,種
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類の多 さ等 は日本の方が上である。 いずれ

に しろ,前 回の米国生活 と比べ ると,米 国

の圧倒 的な豊 さは感 じられな くな った とい

うのが実感である。

また,冷 戦 の終焉 とい う戦後 世界 の大

転換 が あっ たが,20年 前 と大 き く異 な る

点 は,米 国 に お け る 中 国 の プ レゼ ンス

(存 在 感)の 高 ま りで あ る。 ワ シ ン トン

DC地 域 で有機栽培 に よる原料 を用 いた商

品 を中心 に品揃 え して いる高級 ス ーパ ー

では,商 品名 が 日本 語 で書 か れた煎 餅類

までが 中国製 であ り,中 国が あ りとあ ら

ゆる商品の供給国 となってい る。

しか し,停 電 につい ては,場 所 と時 間

が異 なる とは言 え,何 か共通 の ものが あ

る ように思 える。1982年 の11月 にハ ワイ

諸 島をハ リケー ン 「イワ」 が直撃 したが,

体感 的 には それ ほ ど大型 のハ リケー ン と

感 じ られなか った の に も拘 わ らず,筆 者

が住 ん でい た オ ア フ島 も全 島 で停 電 し,

復 旧 に も随分 時間 がか か った。当時 東西

セ ンター資 源 シス テム研究 所 の 「東 ア ジ

アの電力 の将来 」 とい う研 究 プ ロジ ェク

トに参加 していたが,プ ロジェ ク ト参加

者 の友 人が 「東 アジ アで は な くハ ワイの

電力 の将 来 を考 えるべ き」 と半 ば真 剣 に

言 ってい たこ とを思い出す。

3.ハ リケ ー ン ・イザ ベ ル に よ る 「大

停 電 」 喝

2003年8月14日 の 「北米大停 電」発 生

は,規 制緩 和 問題 との絡 みで わが 国で も

大 き く取 り上 げ られたが,幸 運 に も筆者

が住 む メリー ラ ン ド州 は影響 を受 けず 直

接 の被 害 はなか った。 しか し,そ の後 の

8月26日 ～27日 夜 半 サ ンダース トー ムに

襲 われ,「 本格 的」停電 を初め て経験 する

ことにな った。そ して,9月17日 ～19日

にか けてバ ー ジニ ア州,ワ シ ン トンDC,

メ リー ラン ド州 を含 む中部大 西洋 岸 を直

撃 した大 型ハ リケー ン 「イザベ ル」 に よ

る大停電 を経験す る ことになった。

イザ ベ ル 自体 は,ノ ース カ ロラ イナ州

に上陸 した時点 の最大 風速 が約40副 秒 と

大 型 のハ リケー ンで あ ったが上 陸後急 速

に衰 え,ワ シ ン トンDC付 近 で の風 速 は

20m/秒 程度 であ り,大 停電 を もた らす よ

うな暴風 雨 にな る とは思 われ なか っ た。

メデ ィア も超 大型 ハ リケ ー ンで あ る とい

うニ ュー ス を事前 に流 してお り,市 民 も

停 電 対 策 と して,水,懐 中電 灯,電 池,

蝋 燭 な どを準 備,電 力 会社 も停電 後 の復

旧の ため に,近 隣の電 力会社 に応 援 を依

頼 してあ り準 備万 端 でハ リケ ー ンを迎 え

るはず で あった。 実際,市 民 の対 応 ぶ り

は徹 底 してお り,わ が 国 の第1次 石油 危

機 時 の トイ レ ッ トペ ーパ ー騒動 ほ どでは

ない に しろ,筆 者 も買 い に走 ったス ーパ

ーの棚 には
,既 に必要 な もの はほ とん ど

残 されていなかった。

そ して予報 どお りハ リケー ンを迎 えたわ

けであるが,17日 夜 中に風 雨で 目を覚 ま し

た際 に断続的 に停電 してい ることが わか っ

た程度で,一 夜 明けた18日 には復 旧 してお

り,そ うたい したハ リケー ンではなかった

ように思 えた。 しか し,ケ ーブルテ レビが

ダウンして見 られず,全 体 的な状況が わか
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(ワシン トン事務所員撮影)

図1ハ リケ ー ン に よ る 倒 木

らないまま所員 に電話連絡 した ところ,ワ

シ ン トンDC地 域 は ほ とん ど停 電 している

ことが わか った。バ ージニア州『に住 んでい

る所員の場 合は,夜 中に庭 の木が折れて車

の上 に倒 れ る ような物 理的 な被害 に加 え,

電力会社の対応 もお粗末で この所員の場合

は復 旧に丸3日 間 もかか って しまうあ りさ

まであ った。 「なぜ この くらい のハ リケー

ンでか くも停電 して しまうのか,わ が国で

はあ りえない」 というのが,日 本人関係 者

の一般的 な感想 であ ろう。

表1が 示す よ うに,ワ シ ン トンDC地 域

(バ ー ジニ ア,DC,メ リー ラ ン ド)を 供

給 区域 として いる3電 力会社 の需 要家 の7

割以 上が今 回のハ リケ ー ンの影響 で停 電

を経験 したこ とになる。

4.イ ザベル による停電の影響

あの程度 のハ リケー ンで広域 的 な停 電

にな った こ と自体 の問題 は さてお き,小

生 を含 め一般住 民 の フラス トレーシ ョン

表 潅 ハ リケー ン ・イザベル(2003年9月17～19日 米東部到来)に よる停 電の影響

電力会社名 需要家数(A) 停電軒数(B) (B>/(A> 停電完全復旧期日
函

ポ トマック電力 71万 軒 57万 軒 79% 9月27日

ボルチモアガス&電 力 110万 軒 77万 軒 70% 9月26日

ドミ ニ オ ン

バ ー ジ ニ ア

北 バ ー ジ ニ ア

220万 軒

72万 軒

180万 軒

52万 軒

82%

71%

10月3日

N/A

出所:各 社ニ ュース リリースお よびワシン トンポス ト紙か ら作 成
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が た まったのが,遅 々 として進 まない復

旧工 事へ の不満 で あ った。ポ トマ ック電

力 とボ ルチモ ア ガス&電 力 の場合 で1週

間,バ ー ジニ アの ドミニオ ン社 に至 って

は完 全復 旧す る まで に2週 間以 上 もかか

ってい る。結果 として,電 力会社 が停 電

家庭 向 け に配布 した冷蔵庫 用 の ドラ イア

イス程度 の対 応で済 む話 ではな く,「 我慢

強 い」 と我 々 日本人 関係者 が考 える当地

の一 般住 民 もさすが に今 回の停 電 に対 し

ては堪忍袋が切れた ようであ った。

5.米 国的停 電事情

この ような 「大停 電」 につ いて は,ワ

シ ン トンポ ス ト紙 を中心 に して,メ デ ィ

ァ も珍 し くか な り紙 面 を割い てい た。 し

か し,そ の後 の取 り上 げ方や 一般 の人 た

ちの態度 を見 る限 り,停 電問題 につ い て

も 「短期 思考」 で あ る。8月 の北米 大停

電 もそ の後 の サ ンダー ス トーム に よる停

賑 騨 熟戦 毒
請 ヂ 靴;

き鷺 蔑鶴 審

購 翼 欝

_、 一曝 一 煽

攣轡 ㌻
さ ㍗

・〆づ
、 曜 砲,ぞ

電 で関心 が薄 れ る一方,そ れす ら9月 の

ハ リケー ンに よる停 電 で過去 の もの とな

って しまう とい うよ うに,米 国文化 の一

面 を表象 している ように思 える。

元米国エネルギー省(DOE)長 官が米国

のグ リッドは 「第三世界並 み」 と言 ってい

たが,配 電線 も然 りである。イザベ ル停 電

の1件 では,電 力会社の対応 の悪 さだけが

目立 ったが,こ うした問題 の本質 はどれだ

け供給側が信頼度確保 に投 資す るのか とい

うこ とであろ う。だが,そ れ を決めるのは,

米 国で は消費者 である。通勤途上,裸 線の

ままで欝蒼 とした林の 中を くぐる ように張

られてい る配電線 を見 るにつけ,ち ょっと

風が吹 けば停電す るの は当た り前で,学 校

で も大風が吹けば停電 になる と教 えてい る

とのことである。

結局,こ う した品質 の電気 に してい る

の も,消 費 者 に与 え られ た選択 の 自由の

結果 なのでは ないか と思 う。

鰺

撫 濃懸灘 難講懸.

。磐 魑 ∫
薦 窯 ド ざ1き;賞だ めい ヨ ロ しサ

ノ,轡 ・

__で㌧
.や 〉 ㌦ 、調 濾

.。.

/掛 髪 響 ㍍ ド

騨tW.一 、'i、 ∵磯 ㍉ ∫

阻 一暴^:鋤

畷 一晦_晶_ _・ ・彪∫嚇

_。 。藤犠 夢

(ワ シ ン トン事 務 所 員撮 影)

図2近 所の電線の断線の様子
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内外 における電力 自由化 の動 向と課題 難聴酵響
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1.は じ め に

欧米 で は,イ ングラ ン ド ・ウェー ルズ

が1990年 に ドラス テ ィ ックな電力 再編 ・

自由化 に踏 み切 って以来 多 くの国や米

国の州 が次 々 と電 力市場 の 自由化 を行 っ

た。 わが国 では,2003年 に,電 気事 業法

が改正 され,2005年 まで に低 圧 を除 くす

べ て の需要家 を対 象 に電 力市 場が 自由化

され る こ ととなった。本 稿 では,欧 米 に

＼

カリフ

ヅ縛.

おける電力 自由化 を概観するとともに,

わが国における電力 自由化の動向 と今後

の課題 について述べ る。

2.欧 米 にお ける自由化動向

(1)米 国における自由化の進捗度

米国では24州 とコロンビア特別区で電

力市場の 自由化 を求めた電力再編法が成

立 している(図1)。

魅
ハワイ{〉

ニューハンプシャー

マサチューセッツ

翻 小売 り全薗自由化を案施 中(18彌 〉

%大qの み自由化(2州)

ζ弦 小売り自由イヒを中断中(蓬 鋼)

璽 小売り會由イヒの案施延期(4州)

磁 電力再編 を検討中(10州 〉

口 電力再編の動 きなし く槍 捌)

図1米 国における小売自由化の進展
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これ らの うち17州 とコロ ンビア特別 区

で 自由化 がス ター トして い る。 しか し,

2000年 夏 か ら2001年 初 め にか けての カ リ

フ ォルニ ア電力危 機 を経験 して,4州 が

再編 法 の実 施 を延期 して い る。 ネ ヴ ァダ

州 は 自由化 対象 需要 家 を大 口需 要家 のみ

に限定 した。 この ほか10州 は調査 中で,

16州 で は特 に動 きは ない 。再編法 を成 立

させ て いない これ らの州 では,カ リフォ

ル ニア電力 危機 以前 は法律 の制定 間近 と

見 られ てい た。 しか し,現 段 階 で は これ

らの州で再 編法 が成立 す る見通 しは立 っ

てい ない。

(2)慎 重論の台頭

米 国 にお ける電力 自由化 に関す る これ

までの経験 か ら,多 くの識 者 は次 の よう

に指摘 す るようになってい る。

① 急速かつ過激な改革は非常にリスキー

であ り,破 壊的結果 をもた らす場合 も

ある。

② 電力は特殊 な財であ り,自 由化 を成功

させるのは容易でない。

③ 卸売市場における価格の乱高下は予想

以上に大 きく,価 格の乱高下 に対 して

のリスク管理は不可避なものとなって

いる。

この よ うな慎 重論 が出 て きてい る背景

には,電 力 は特 殊 な財 で あ る との認識 が

広 まって きてい るこ とが ある。すなわ ち,

電力 は貯蔵 が で きず,瞬 時 ・瞬 時 に発 電

と消 費 のバ ラ ンス を確 保 して いか な くて

な らない上,需 要 と供給 の価格 弾力 性 は

小 さ く,市 場 支配力 の行使 には極 め て脆

弱 であ る との認 識 であ る。電力 市場 の 自

由化 は1990年 の英 国 に始 ま り,1990年 代

に世界 的 な潮 流 とな ったが,そ の過 程 に

お い て電 力 とい う財 は一 般商 品 と同 じで

あ る との認識 の方が 一般 的で あ った と言

える。 カリフ ォルニ ア州 の電力 危機 を経

験 して多 くの研 究者 は,電 力 は特殊 な財

との認識 を持つ ようになって きている。

(3)自 由化モデルへの影…響

このような認識は自由化モデルのあ り方

にも大きな影響を与えている。電力自由化

に伴う電力再編のあり方について,米 国で

は当初,垂 直的な市場支配力の行使,す な

わち発送電が一体化 していることにより,

既存電力会社が第三者による系統アクセス

に対する差別的行動が深刻な問題 として考

えられてきた。カリフォルニア州で規制当

局が発電を可能な限 り完全に分離 しようと

したのは,こ の垂直的市場支配力を懸念 し

たためである。 ところが,カ リフォルニア

電力危機 を経験 した後は,多 くの関係者が

水平的市場支配力のほうがより深刻な問題

であると認識するに至っている。垂直的市

場支配力を弱めるには,発 電 と送電の分離

が求められるが,水 平的市場支配力から需

要家を保護するためには,発 電の分離はむ

しろマイナスになる可能性が大 きい と考え

られる。このため米国では,カ リフォルニ

ア電力危機以降,垂 直統合の完全分離には

慎重な意見が目立つ ようになって きてい

る。
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(4)欧 州 における自由化状況

欧 州で は,1997年 に発効 したEU指 令が

EU加 盟15力 国 に対 して2003年 まで に小売

の33%を 開放す ることを義務づ けた。 しか

し,多 くの国ではすでに全面 自由化 を実施

または計 画 してい る*。2001年3月 に,EU

委員会は さらなる自由化 に関す る提 案 を行

い,小 売の全面 自由化,系 統部門の法 的独

立化(独 立会社化)な ど一層 の自由化 を求

めた。2003年7月 に新た なEU指 令が発効 し,

2007年 までの全面的 自由化 と系統部 門の法

的独立化が加盟各国に義務づけ られた。

この ように欧州 で は,電 力 自由化 の一

層 の促 進 を目指 してい るが,そ の背 景 と

して は,米 国 カ リフォルニ ア州の ような

電力 危機 を経験 してい ない こ と,電 源や

送電 能力 に十分 余裕 が ある こ とな どが指

摘で きる。

3.わ が国の動向

(1)概 要

2003年2月18日,総 合資源エネルギー調

査会電気事業分科会報告書 『今後の望まし

い電気事業制度の骨格について』において,

「電力の安定供給 を効率的に達成 しうる公

正かつ実効性のあるシステムの構築 に向け

ての今後の電気事業制度のあ り方」が示さ

れた。そこでは,2005年4月 までにすべて

の高圧需要家まで自由化を拡大すること,

2007年 から全面 自由化についての検討を開

始することなどが提言された。また,2003

年11月14日 には,同 分科会 よ り中間報告 と

して 『今後の望 ましい電気事業制度の詳細

設計 について』が提 出された。以下 は,こ

れ ら報告書のポイ ン トである。

① 送配電部門の公平性 ・透明性の確保

発送配電の分離は行わず,電 力会社の送

配電部門から独立 した中立的機関(例 えば,

中間法人)を 設立 し,系 統アクセスに関す

るルール策定,監 視,斡 旋 ・調停などを通

じて,電 力会社の送配電部門の公平性 ・透

明性の確実な担保を図ることとなった。

この中立的機関は,送 配電等業務支援

機関 と呼ばれる。 中立的機関は,電 力会

社,特 定規模電気事業者,卸 電気事業

者 ・自家発設置者等 の3つ の利害関係者

グループと中立的な学識経験者等の4グ

ループで構成され,意 思決定 は,各 グル

ープから選出された理事で構成 される理

事会で投票により決 まる。

理事総数は15名 以内とする。利害関係

者3グ ループの理事の議決権 は同数 とし,

中立的 グループの理事は他の各グループ

の理事数 よりも多数 とする。

また,利 害関係者か ら独立 した視点か

ら機関の業務全体 をチェ ックし,高 く広

い見地か ら必要な提言を行 う場 として評

議会を設置する。

さらに,理 事会の指示 に基づ き,特 定

の事項について調査 ・検討 を行い,結 果

を理事会 に対 して報告 または必要な勧告

を行 う専門委員会(ル ール策定のための

*全 面 自 由化 を行 っ て い な い,ま た は行 う計 画 の な か っ た 国 は,ポ ル トガ ル,イ タ リア,ル クセ ンブ ル ク,フ ラ

ン ス,ギ リシ ャ で あ る。
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専門委員会お よびルール監視のための専

門委員会)を 設置する。

さらに,送 配電部門の公平性 ・透明性

を担保す るために,行 為規制により,情

報遮断,内 部相互補助の禁止,差 別的取

り扱いの禁止,行 政 による事後監視 ・紛

争処理体制の整備を行う。

② 全国規模の電力流通の活性化

供給区域をまたぐごとに課金される現行

の方式を見直 し,政 策的要請に鑑み,供 給

区域内外の取引を問わず,各 供給区域にお

ける系統利用料金に一本化する。ただし,

電源の遠隔立地を抑制する措置 として,設

備増強時の相当部分を原因者負担とし,現

行の需要地近接性評価を継続する。

また,系 統利用料金規制方式 は,現 行

の事後規制(届 け出制)が 維持 されるが,

行政による変更命令基準の明確化を図る。

③ 全国規模の卸電力取引市場の整備

個 々の事業者 におけ る需給 ミスマ ッ

チ ・リスクの解消 を図る仕組みを整備す

るため,全 国規模の卸電力取引市場の整

備 を図る。取引所は,私 設で,参 加は任

意 とする。

扱 う商品 としては,先 渡 し市場 と1日

前スポッ ト市場 とし,後 者については ユ

価格1オ ークション制度 とする。

また,十 分な取引量を確保するため,電

力会社は取引所への投入の考え方 を表明

し,取 引の実施状況の適切な公表を行う。

また,優i先 給電指令の発動要件の明確

化等のルール整備,長 期的に送電容量確

保 を可能 とする送電網利用ルールの整備

により,電 源開発環境の整備 を図る。

④ 供給力確保や需給調整に関する役割分

担ルールの見直 し

接続供給契約上の容量確保要件 を緩和

し,同 時 同量 については,現 行 の30分

3%以 内インバランス料金(単 純従量制)

に加え,3%超 過変動範囲内インバラン

ス料金(2部 料金制)と 変動範囲外イン

バ ランス料金(単 純従量料金)が 設定 さ

れ,段 階別のインバランス料金 を選択す

るメニューが整備 される。

⑤ 行政の市場監視 ・紛争処理機能の整備

市場監視 ・紛争処理など制度運用を行う

行政側について,外 部識者の積極的活用等

による専門性の強化等の体制整備を図る。

⑥ 小 売 自由化 スケジュール

2004年4月 を目途 に500kW以 上 の需要

家 を,2005年4月 を 目途 に50kW以 上のす

べ ての高圧需要家 を対象 に自由化範 囲を拡

大 する。 また,家 庭用 については,2007年

4月 を目途に具体的な検討 を開始する。

⑦ エネルギー ・セキュ リテ ィや環境保全

等 の課題 との両立

エネルギー ・セキュ リティや環境保全等

の両立確保の観点 か ら,エ ネルギー関係の

歳入 ・歳出の見直 しによ り,原 子力等の推

進 の環境整備 を図る とともに,バ ックエ ン

ド事業全般の コス ト構造,原 子力全体の収

益等 を分析 ・評価 する場 を立 ち上 げ,そ の
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結果を踏まえて,官民の役割分担のあ り方,

既存制度との整合性等を整理の上,2004年

度を目途に,経 済的措置などの具体的な制

度 ・措置のあり方について検討する。

(2)課 題

わが国の電力 自由化は,発 送電の構造分

離のアプローチをとらず,行 為規制により,

第3者 による系統への公平なアクセスを確

保することとなった。米国においても,卸

売市場における市場支配力の行使による価

格の高止まりや変動の大きさから,最 終需

要家へ電力を安定的に供給するものは,発

電を所有すべ きとの考えが有力になりつつ

ある。この点で,発 送電の完全分離を行わ

ない今回の決定は評価できる。

しか し,今 回の一連の報告書は,解 決す

べ き数多 くの課題も内包 している。つ ぎに,

分科会報告書で示されたわが国の電力自由

化の方向性についての評価 を行 うととも

に,今 後検討すべ き課題について述べる。

① 送配電部門の公平性 ・透明性の確保

中立的機関のガバナンスとして,利 害関

係者からなる理事会で意思決定がなされる

ことになるが,利 害関係者からなる意思決

定機潤 による決定は,し ばしば政治的な妥

協の産物で しかなく,必 ず しも社会的厚生

を最大化するものではない。送電運用に関

して非営利の中立的組織(ISO)を 設立 し

た米国の経験からは,意 思決定の難 しさや

官僚化の問題が指摘される。中立的機関に

対 しては,送 配電への公平なアクセスの確

保にのみ権限 と責任 を付与すべ きであ り,

設備形成 な ど他 の領域 に関 して権 限が拡大

してい くこ とは避 けるべ きである。非営利

といって も中立的機 関は独 占であ り,そ の

運営 については市場 に よる制裁 を受 けるこ

とがない。 中立的機 関の業務は,必 要最小

限度 の役割 に限定すべ きである。

また,わ が国では構造 規制ではな く,行

為規制 を採用す ることになったが,会 計上

の分離 だけで は十分 でな く,禁 止 されるべ

き行 為 をリス トアップ し,そ の違 反をチ ェ

ック し,継 続的 な監督 と違反への制裁が有

効 に機能す るものに しな くてはならない。

② 全国規模の電力流通の活性化

系統利用料金については,原 因者負担原

則を徹底すべ きである。これこそが,発 電

や送電の投資のインセンティブを付与する

ものであるか らである。系統アクセス料金

と混雑料金 とを明確に区別 し,前 者につい

ては送電線の固定費回収のための料金 と

し,英 国で採用されているゾーン毎に注入

料金と引き出し料金を設定 し,送 電線建設

のインセンティブを付与するためにゾーン

毎に差 をつける方式が参考となる。

また,混 雑料金に関しては,報 告書で示

される前 日市場での地点別価格差方式は適

切でない。相対取引中心のモデルでは,英

国や ドイツの例を見ても,前 日市場が効率

的な地点別価格を提示できるほど十分な流

動性 を確保で きるとは限らないか らであ

る。英国や米テキサス州で採用されている

調整入札(混 雑解消のための発電の増 ・減

および負荷の増 ・減についての入札)の 方

式によるべ きである。
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③ 全国規模の卸電力取引市場の整備

卸電力 取引市 場 の設立 に関 しては,国

が イニ シ アテ ィブ をとって設立 す る理 由

は見 当 た らない。相対 取 引 は取 引所 のみ

な らず,多 くの ブロー カー に よ り仲 介 さ

れる こ とになるで あ ろ う。 また,短 期 の

市場 に対 す るニー ズは あ り,ス ポ ッ ト市

場 を中心 に運営 す る取引所 は 自然発 生 的

に出現 して くる。 入札 のルー ル な どの ビ

ジネス ・モ デル につ い ては競争 させ るべ

きであ り,最 も優 れた ビジ ネス ・モデ ル

を開発 した ものが,大 部分 の市場 参加 者

の支持 を得 ることになろう。

電 源 開発 の環 境整備 として は,と くに

十分 な送電 能力 の確保 が重 要 であ る。 こ

の ため には,適 切 な系 統 ア クセス料金 や

混雑 料金 の設計,さ らには送電権 の創 設

な ども必 要で あ るが,送 電 能力 の増 強 は

市場 メ カニズ ムだ けで は十 分で な く,な

ん らか の計 画 的 な要 素 も取 り入 れ られ な

くて はならない。

④ 供 給力確保 や需給調整 に関する役割分

担ルールの見直 し

同時同量 の確保 につ い ては,新 規参 入

者 か らは参 入障壁 にな る と して,ル ール

の改善 が要 求 されて きた。今 回,原 則 堅

持 で,変 動範 囲 の新設 が な され たが,一

層 の改 善策 と して は,ド イツ におけ るバ

ランス ・グループの考 え方が参考 になる。

多 くの需要 家の供給 や 需要 をグルー プ化

し,個 々 の需要家 の イ ンバ ランス を相殺

し,グ ル ープ全体 の イ ンバ ラ ンスの解消

を系統運用者に委ねる方式である。

⑤ 行政の市場監視 ・紛争処理機能の整備

世界的に見て発電市場は有効な競争が

機能しているとは言いがたい。このため,

発電の市場支配力の行使 について監視 し,

必要な場合には再規制する必要性が認識

され るようになってきている。問題 は,

この ような監視や規制 を有効 に行 うため

に,ど れだけコス トをかけな くてはなら

ないか未知数であることである。市場支

配力が発揮 しやす い取引形態であれば,

このような監視や規制は増大する。英国

で採用 されていた強制プールや破綻 した

米 カリフォルニア州の自由化モデルの経

験か らは,取 引所取引に大 きく依存 した

制度では,市 場支配力が容易 に行使 しや

すい。相対取引中心の制度 とし,監 視や

規制コス トの増大を防 ぐべ きである。

⑥ 小売自由化スケジュール

2007年 に小売の全面 自由化 を検討する

ことになっているが,家 庭用 まで を自由

化すべ きか どうかは,競 争的な卸売市場

の存在,マ ーケ ッティングや料金徴収の

小売供給 コス ト,供 給事業者変更のコス

ト,さ らには供給事業者間の競争の程度

に依存 している。 とりわけ,家 庭用需要

家に対 して供給事業者の変更 を可能にす

るためのメータや通信 コス トの大幅低減

が必要である。ロー ド・プロファイリン

グにしても負荷分析 な どが必要 であ り,

また,こ のような近似的な手法 に基づ く

料金調停方式の受容性の問題がある。
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⑦ エネルギー ・セキュ リテ ィや環境保 全

等の課題 との両立

わが国では,エ ネルギー ・セキュリテ ィ

確保の観 点か ら,ま た地球規模の環境 問題

の解決の観点 か ら原子 力発電 を積極的に開

発 して きた。総合資源エネルギ ー調査 会に

よる2010年 度の電源開発お よび電力供給 目

標では,1999年 度か ら2010年 度 にかけて10

～13基 程度 の原子力発 電所 の建設が必 要で

ある。 自由化市場 においては将来の不確実

性が増大 し,資 金 リス クの大 きな原子 力発

電所 の建設は困難化 して くる。 と りわけ,
　　

バ ックエンド に対 しての政府の支援は不

可避であ り,発 生者負担の原則を維持 しつ

つ,投 資家に対 して経済的リスクを軽減さ

せるためには,最 善のコス ト見積 もりを行

い,こ れを上回る場合には,政 府が負担す

るなどの措置が求められる。

さらに,原 子力発電を行 うことによる

環境への負荷 を軽減 させ る外部効果 を内

部化するために,炭 素税,排 出権取引,

原子力発電を対象 としたクォー タ制や補

助金などが導入 されるべ きであろう。

4.結 び

これまでの電力自由化議論では,電 力市

場に十分競争が導入されるとの前提で自由

化制度が検討 されてきた。 しか し,世 界的

に見て,発 電や小売において十分な競争が

機能 しているとは言いがたい。伝統的な産

業組織論によれば,市 場の構造が競争的に

なっていない場合には,価 格低下などの良

好な市場の成果をもたらす市場参加者の行

動は期待で きない。米国において,発 電の

監視 と規制が必要と認識されるようになっ

た背景には,発 電分野における水平的な市

場支配力の問題がある。市場構造 が十分に

競争的になっていない場合,取 引所取引中

心ではなく相対取引を中心とする取引制度

を導入すべきである。

総合資源エネルギー調査会電気事業分

科会報告書では,必 ず しも基本的な設計

思想が明確 になっていない。相対 中心の

取引制度であれば,取 引所の役割 は補完

的なもので,市 場参加者のニーズに応 じ

て取引所は設立 されるべ きである。入札

方式なども競争 させるべ きである。 また,

「球出 し」な ども求められることはない。

さらに,取 引所の流動性が低 く,市 場支

配力の問題がある場合 には,地 点別価格

差を用いた混雑管理は適切ではない。わ

が国においては,プ ール ・モデルに見 ら

れるような統制的な自由化制度ではな く,

取引の自由度の高い相対取引を中心 とし

た制度が導入されるべ きである。電力 自

由化は文字通 り 「自由な取引制度」を目

指すべ きであ り,政 府の介入は必要最小

限度に抑 えるべきである。

**軽 水炉 の核燃料 サイ クルの例 で言えば、使 用済燃料 の冷却 ・再処理、回収 ウランお よびプル トニ ウムの再加

工の各工程 とそれ らの工程の 間に必要 となる輸送工程 、さらにはそれ らの各工程か ら発生す る廃棄物の処理処分

を意味す る。 なお、使用済燃料 をその ままの形で処分 あるいは保管す る場合 も考 えられ る。
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一 一
〔寄稿 〕

再生可能エネルギーの課題

内 山 洋 司 (筑波大学 機能工学系教授)
織欝

灘

盤

e ● o oe oO

1.は じ め に

エネルギーは社会の産業活動 と人々の

暮 らしを支える上で不可欠なものになっ

ている。社会は水や空気のように大量か

つ安定に,そ して安心 して使えるエ ネル

ギーを要求 している。 しか し,エ ネルギ

ーは水や空気のように自然 に供給できる

ものではない。社会が要求する要件 を満

たすためには優れた技術 を常に開発 して

いかなければな らない。エネルギー供給

の基本要件 は 「入手の しやす さ」,「使 い

やすさ」,「受け入れやすさ」で表わすこ

とがで きる(図1)。

「入手 しやすさ」 とは,社 会が求めて

いる大量のエ ネルギーを長期間にわたっ

て安定 に供給 してい くことがで きる資源

を確保す ることになる。それには豊富な

資源量 を有 してお り,そ の供給 に途絶の

不安が なく,ま た価格の変動が小 さいと

いった特性 を持つ資源が望 まれる。「使い

やす さ」 とは消費者に使 いやすいエネル

ギーを送 り届けることを意味 している。

それは入手 されたエネルギー資源 を消費

使 いやす さ
供給力

儒頼性

入手 しやす さ

賦存量

安定性

受 け入れやす さ

環境性
安全性

図1エ ネルギー供給の3つ の基本要件

者に使いやすい形態のエネルギーに変換

して,供 給 において も停止や不測 の事態

が発生 しないように していくことである。

「受け入れやすさ」とはエネルギーの採掘,

生産,流 通の供給工程 において環境や安

全の面で人々に不安 を与えないようにし

てい くことである。

しか し,す べての要件 を完全 に満 たす

ことはで きない。すべ ての要件 を完全 に

満たそ うとすると経済的 な負担か ら供給

コス トが高 くなって しまう。エネルギー

は消費者に安価 に供給 されなければなら

ず,経 済性 を考慮 してそれぞれの基本要

件を満たしてい くことが必要になる。
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社 会 で使 われ てい るエ ネルギー源 には

化 石燃料,原 子 力,再 生 可能 エ ネルギ ー

が あ る。 どのエ ネルギ ー源 もエ ネルギ ー

供給 の基 本要件 のす べ て を満 たす ことは

で きず,そ れ ぞ れ に利 点 と欠点 が あ る。

そ こで経 済性 とい う制約 の下 でそ れぞ れ

の利 点 を最大 限 に発 揮 で きる利 用方 法 を

考 えてい くこ とが大切 にな る。 ここで は,

再生 可能 エ ネルギ ー につ い て 「入手 しや

す さ」,「使 いやす さ」,「受 け入れやす さ」

の3つ の視点 か ら特 徴 を整理 し,経 済性

の課題 と普及方策 につ いて述べ る。

2.基 本要件 か ら見 た再生可能 エネル

ギー

(1)入 手 しやす さ

入手 しやす さ とは,エ ネルギー資源 の特

性 を 「賦存量」 と 「安定性」 によって表 わ

した ものである。エ ネルギーは産業活動 や

人 々の暮 らしを支 えてい くのに不 可欠な も

のとなってお り,社 会は豊富 な賦存量 を持

つエ ネルギー資源 に頼 らざるを得 ない。

再 生可 能エ ネルギー の特 徴 は豊富 な資

源量 と供給 途絶の不安が ない ことで ある。

再 生可能 エ ネル ギー は,化 石燃 料 や ウラ

ンの よう に資 源 が枯 渇 す る心 配 が な く,

繰 り返 し使 えるエ ネルギ ーで ある。再 生

可能エ ネルギーには,太 陽熱 ・光,水 力,

風 力,海 洋,バ イオ マス とい った太 陽 エ

ネルギー のほか に,地 下の マ グマ熱で あ

る地熱 エ ネル ギー,そ れ に月や太 陽 と地

球 との間 に働 く引力 に よって発生 す る潮

汐エネルギーがある。

地表 面 に到達 す る太 陽エ ネ ルギー の出

力 は947W/m2で,1年 間の入射 エ ネルギ

ー は3 .82×102ikJに な る。 そのエ ネルギ

ー量 は
,世 界で消 費 され てい る年 間エ ネ

ルギ ー量 の約i万 倍 に相 当 す る。 地球 に

降 り注 ぐ太 陽エ ネル ギー の量 は膨 大で あ

るが,実 際 に利用 で きるエ ネ ルギー とな

る と地 域 的 な偏在 性 と時 間的 な変動 に よ

って量 が 限 られ て しま う。表1は,世 界

の各地 域 で潜在 的 に利 用で きる と思 われ

る再生 可能 エ ネルギ ーの量 を潮汐 と地 熱

を含 めて表 した もの であ る。そ の数値 は

1.145×1022～6.421×1022Jの 幅 にあ り,世

界 で消 費 され て い るエ ネル ギ ー量3.6×

1020Jの32～178倍 に相当 している。資源 と

して潜 在 的 に多 いの は太陽 熱 ・光,海 洋

温度差,地 熱,風 力 である。

資 源 の入 手 しやす さ につい て み る と,

再生可 能エ ネルギー に は気 象 な ど自然 の

影 響 を受 けやす いた め に国 や地域 によっ

表1潜 在的 に利用可能 な再生可能 エネル ギー(単 位:1021J)

太陽熱 ・光 永力 風力 海洋エネルギー 地熱

波浪 海流 ・潮汐 濃度差 温度差

1.575～

49,837

0,146 1.8 0,065 0,◎79 α083 7.2 0.5～5.◎

出 爺)UNDeveiopmentProgramm⑧,UNDepartmentofEconomicandS◎cialAffalrsand

WondEnergyCounci},W◎ridEnergyAt2◎OGな ど の デー タか ら作戒
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て利 用可 能量 が大 き く異 な る とい った課

題 があ る。 また,エ ネルギ ー密 度が 化石

燃料 や ウ ラ ンに比べ て希 薄で あ るため に

生 産エ ネルギ ー量 あた りの コス トが高 い

とい った問題 を抱 えて いる。 さらにエ ネ

ルギ ー を貯蔵 した り輸送 した りす る こ と

も技術 的かつ経 済的 にみ て容易 では ない。

経済性 を考 え ると再生可能 エネルギー は,

入手 で きる場所 で直接 利用 してい くロー

カルエ ネルギー と しての普及 が望 ま しい。

そ れ にはそれ ぞれ の地域 で資源 の ポテ ン

シ ャル を技 術 的お よび経 済的 な面 か ら見

極めて い くことが大切 となる。

(2)使 いやす さ

使 いやす さとは 「供給力」 と 「信頼性 」

をいい,エ ネルギー技術 の利用特性 を指す。

どの ようなエ ネルギー源 も,そ の ままの状

態で使 ってい くことは難 しく,使 いやすい

エ ネルギー形態 に変換 してい る。図2の 家

庭のエネルギー もより使いやすい形態 に移

って きている。エネルギー は需要に見合 っ

た供給力 を常 に確保 しなければな らない。

また,エ ネルギーは,季 節,月,日,時 刻

な どでたえず変動するエネルギー需要 に合

わせて信頼性 を損 な うことな く供給 してい

かなければならない。

エ ネル ギー の供 給力 につ い てみ る と,

化 石燃料 や ウ ラ ンの よ うに燃料 として供

給 す るエ ネルギ ー源 と太 陽光 や風力 の よ

うに自然任せ のエ ネ ルギー源 との間 には

大 きな違 いが あ る。 前者 は供給 力 と信頼

性 の面 で優 れてい るが,そ の代 わ りに燃

料 を精 製,貯 蔵,輸 送,変 換す る施 設 の

建設 が必 要 にな る。後者 には燃 料 を供給

す る施設 はないが,反 面,供 給 力 と信 頼

性 が劣 っ て しまい使 い に くい エ ネルギ ー

となっている。

再 生可 能エ ネル ギー はエ ネルギ ーの種

類 が多 い ために,使 い やす さは種類 に よ

って異 な ってい る。 木材 や有機 廃棄 物 な

どのバ イ オマ ス は,化 石 燃料 と同 じよ う

に燃料 と して利 用 され る。 木材 は伐採,

採集,運 搬,乾 燥 な どの施 設 が,廃 棄物

は収 集 や分 別,ま た物 に よって は燃 料化

の施 設が必 要 に なる。エ ネルギー密 度が

ク
リ
ー
ン
度
、
効
率
、
建
設
費
用

発展過程

図2家 庭のエネルギーの変遷
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化石燃料 に比べ て小 さいバイオマスの場

合は,そ ういった燃料供給施設にかかる

建設 と運用の費用は化石燃料に比べてか

なり高い ものとなる。

バイオマス以外の再生可能エネルギーで

ある水力,風 力,太 陽光,地 熱は,エ ネル

ギー源が燃料でないためにバイオマスのよ

うな燃料供給施設が不要 となる。 しか し,

太陽熱温水器や太陽光発電のようにその場

で直接利用できるもの以外は,生 産された

エネルギーは需要地まで運ばれなければな

らない。エネルギーの輸送は,地 熱の直接

熱利用のように周辺地域に配管を使 って熱

として運べるものもあるが,そ の多 くは電

気のように一旦,価 値の高い2次 エネルギ

ーに変換 してか ら運ばれている
。 しか し,

電気として運ぶには送電施設を敷設しなけ

ればならず,水 力発電や地熱発電のように

発電設備 を大型にしないと経済的に採算が

合わなくなる。

社会のエネルギーの使い方は季節,曜

日,時 間によって絶えず変動 している。

その変動 に合わせてエネルギーは供給 さ

れなければならない。エ ネルギーの供給

が停止す ると,社 会は混乱 し大 きな経済

的損失 を招 くことになる。事故や災害が

発生 してもエネルギーの供給不足になら

ないように,燃 料の貯蔵施設や供給設備

を整備す ることによって常 に安定 した供

給がで きるように努力 していなければな

らない。特にその ままの状態では貯蔵で

きない電気は,停 電すると社会的な影響

が大 きいために,電 力の最大負荷に合わ

せて電力設備 を確保 しておかなければな

らない。電力設備の建設 には時間がかか

るために,将 来の電力需要をで きるだけ

正確 に予測 して適切 な電源計画を事前に

立ててお く必要がある。社会の発展は よ

り信頼性の高い電力供給 を要求するよう

になっている。情報化やロボッ ト化 とい

った高度技術社会を支えてい くためには,

電気の電圧や周波数に変動が小 さい高品

質の電気を送っていく必要がある。

化石燃料 と原子力の ように燃料 を使 っ

て発電する技術 は,需 要の最大負荷 に合

わせて電気 を供給することがで きる。再

生可能エネルギーのうちバイオマス,水

力,地 熱 も貯 えられたエネルギーを利用

していることか ら,需 要の変動 に合わせ

てある程度 まで供給することがで きる。

しか し太陽光や風力 となると間欠的なエ

ネルギーであるため にそ うはいかない。

風の運動エネルギーを動力に変換する風

力発電は,気 ままな風 に合わせて発電す

るために電気の供給が 自然任せ となって

しまう。風力発電の電気出力 は気象状態

によって変動するため,最 大負荷が発生

す る最 も大切 なときに発電できるとい う

保証はない。また,電 気の電圧や周波数

も変動 しやすい といった課題 もある。間

欠的なエネルギーである太陽光発電や風

力発電 によって社会に電気を安定 して供

給 してい くには,電 力貯蔵技術やバ ック

ア ップ電源 といった補償設備 を別 に設置

しなければならず コス ト高 となる。

(3)受 け入れやすさ

受け入れやす さとは 「環境性」 と 「安
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全性」 をいい,生 産,製 造,利 用の過程

においてエネルギーが人々の健康や生態

系 に与える影響の度合いである。

化石燃料 を使 ったエネルギー技術 は,

利用時に窒素酸化物や硫黄酸化物 といっ

た大気汚染物質 と,地 球温暖化の原因と

いわれている二酸化炭素を放 出す る。化

石燃料 を利用 してい くためには事故への

対策 も必要 となる。石油 はタンカーの座

礁,石 炭は探鉱の爆発や落盤事故,天 然

ガスはガス漏れや火災 といった事故が発

生する可能性がある。

原子力の利用 も放射性廃棄物の扱いと

安全の問題 に課題がある。原子力発電の

特徴は,火 力発電に比べ て廃棄物の量が

非常に少ないことである。 もちろん量は

少ない とはいって も,放 射能がある廃棄

物 は危険である。放射性物質は一旦,外

部 に漏洩す る と長期 にわた り生 態系 や

人々の健康 に影響 を与 える恐れがある。

低 レベル廃棄物 と高 レベル廃棄物の処分

に対 しては長期間にわた り放射性物質が

外部に漏洩 しないような対策が必要にな

る。 また,原 子力施設の事故や核拡散 に

対 して も人々が安心できる徹底 した対策

を構築 しなければならない。

「受け入れやすさ」に優れているエネル

ギーは再生可能エネルギーである。多 くの

再生可能エネルギーは発電時に汚染物質を

出すことはない。また原子力や化石燃料を

使 う設備よりも安全性は高い。もちろん環

境への影響や安全性の問題が全 くないわけ

ではない。地熱発電の場合,地 下から汲み

上げた蒸気あるいは熱水中に環境汚染物質

が含 まれていることがある。ゴミ焼却炉か

らはダイオキシン*が,バ イオマスからは

僅かではあるが有害物質や光化学スモッグ

の原因となる揮発性有機化合物が燃焼時に

発生するおそれがある。水力発電はダムを

建設すると生態系への影響や景観問題,あ

るいはダムの決壊 といった事故が発生する

可能性がある。太陽光発電 は,単 独運転

(islandingoperation)**のため,電 力系統の

停電時や震災などの事故時あるいは発電設

備の廃棄時に保守員や作業員が知らずに感

電する事故の心配がある。また,半 導体シ

リコンの製造時に洗浄に使用 しているフロ

ンの環境対策が必要になる。風力発電の場

合は,台 風による風車の破損,渡 り鳥の被

害,高 調波による電波障害,騒 音,落 雷 と

いった問題を解決してい く課題がある。

3.再 生可能 エネル ギーの動 力変換 と

経済性

(1)動 力への変換

エ ネルギー資源 には化石燃料,原 子力,

再生 可能 エ ネルギ ーの3種 類 があ る。エ

ネルギ ー資 源 はそ の ままの状態 で は利用

で きず,使 い やす いエ ネル ギー形態 に変

換 してか ら利用 されて い る。 エ ネルギ ー

形 態か らエ ネル ギー を分 類す る と,力 学

*最 近の施 設においては十分,規 制値以 下 まで処理 されている。

**islandingoperation(単 独運転):自 家用発電設備 が接続 される一部 の電力系統 が系統電源 と切 り離 された状

態 において,自 家用発電 設備 か ら,線 路負荷 に電 力供給又 は電圧 を印加 している状 態。(JISの 太陽光発電用

語集 より)
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エ ネル ギー,電 気エ ネル ギー,熱 エ ネル

ギ ー,化 学 エ ネル ギ ー,光 エ ネル ギ ー,

核 エ ネ ルギー な どが あ り,そ れぞれ のエ

ネルギ ー形 態 は相互 に変換 し合 うこ とが

で きる。 エ ネルギ ー形 態 の変換 に は,常

にエ ネル ギー損失 が ともな うため に,で

きるだ け効率 の 良いエ ネルギ ー変 換技術

を開発 してい くことが望 まれ る。

社 会で使 わ れてい るエ ネル ギーの用 途

で最 も多 いの は熱 と動 力で あ る。 動力 へ

の変換 プロセ スには様 々な方法が あるが,

エ ネルギ ー資 源 を実用 的 な動 力 に変換 し

てい くプロセス でみ る とそ の種類 は限 ら

れてい る。社会 の動力機械 の ほ とん どは,

風,水,水 蒸 気 な どの流 体が持 って いる

運動 エ ネルギー を利 用 して ター ビンを駆

動 す る もの で あ る。 ター ビ ンの 出力 は,

作動 流体 の種 類 に よって異 なる。作 動流

体 は,風 車が 空気,水 車 が水,蒸 気 ター

ビンが水蒸気 である。

流体の運動エ ネルギーは作動流体の質量

と速度の2乗 に比例す る。運動 している流

体か ら取 り出される動力 は作動流体 の単位

時 間あた りの運動 エ ネルギーで表 され る。

作動流体 が もっている運動エネルギーのす

べてが動力 に変換 した とす ると,そ の動力

は作動流体 の密度,作 動面積,流 体速度の

3乗 の積で表 され る。作動 流 体が持 って

い る運 動 エ ネルギー のすべ てが動 力 に変

換 で きた とす ると理論動 力Lthは(1)式

によって表わす ことがで きる。

上式 か ら風 力 、水力 、水蒸 気 に よって

得 られ る単位 面積 あ た りの理 論 出力 を計

算 す るこ とがで きる。 これ らの ことか ら,

L£ド 吉 ㎡v2=ρAv3/2… …q)

m

ρ

A

v

作動流体の単位時間あた りのtr量(・ ρAv)

作動流体の密度

流体の作動面積

作動流体の速度

大 きな動力 を得 るためには,流 体 の速度 を

で きるだけ大 きくしてい くことが重要 にな

る。風力,水 力,火 力 について,理 論的 に

みて どの程度の動力が発生で きるのかを簡

単 に調べ てみ ることにしよう。

風 力発電 は風 の運動 エ ネル ギー を利 用

してター ビンを駆動 す る発電技術 であ る。

風 は大 気圧 の空気 の流 れ であ る ことか ら

密度 は ほぼ1.29kg/Nm3と な る。 これ か ら

た とえば風速20m/sで 風 車 を定格 出力 で駆

動 した場合,単 位 面積 あ た りに得 られる

理論 出力 は5.16kWと な る。水車 は水 の持

っ てい る位 置エ ネル ギーや運 動 エ ネルギ

ー を利 用 して水車 ター ビ ンを駆動 す る こ

とで動 力 を得 る技 術 であ る。例 えば,有

効 落差100mの 水 の位置 エ ネルギー を運動

エ ネルギー に変換す る と流速 は44m/sと な

る。 この運動 エ ネル ギーのす べ てが動力

に 変 換 さ れ た とす る と,水 の 密 度 が

玉,000kg/m3で あるこ とか ら単位面積 あた り

の理論 出力 は43,500kWと なる。 この数値

は風力発電 の8,400倍 に相 当す る。

火力発 電所 で蒸気 ター ビ ンの ノズ ル内

での水蒸 気 は ター ビン入 口で マ ッハ 数 の

0.80程 度 にもなってお り,流 速 は400m/sで

ある。水 蒸気 の温度 圧力 を超 々臨界 圧 ま

で高 め る と蒸気 の密 度 は74kg/m3に なる。

蒸気 の持 ってい る運動 エ ネルギーが すべ
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表2風 力,水 力,水 蒸気の理論出力

密度lkg/納 流体速度 回sl 動 力lkW!m21(倍 率)

風力(風速2◎m) t29 2◎ 5.2(1)

水力 侑 効落差紛◎紛 tO◎0 44.3 43,5◎0(8,4◎0)

水蒸気(超 々臨界圧) 74 4◎0 2.3アx1◎6

(46◎,0◎ ◎)

て動力に変換できると仮定すると,単 位

面積あたりの理論出力は2.37×106kWに も

なる。水蒸気によって得 られる理論出力

は大 きく,そ の値 は水車の54倍,風 車の

46万 倍 にもなってお り,水 蒸気 を利用す

ることが動力技術 としていかに優iれたも

のになるかがわかる(表2)。

同じことは水蒸気に限らずガスエンジン

やガスタービンについても言える。このよ

うに熱機関には,小 さな設備で大 きな動力

を取 り出すことができるといった特長があ

る。また,風 力や水力の場合は動力が得ら

れる場所に制約があるが,熱 機関の場合は

燃料 さえあれば好 きなところで動力を得る

ことがで きることも大 きな利点である。産

業革命は熱機関による動力革命であり,産

業革命以降の動力技術の発展は熱機関の発

展 と言える。熱機関を駆動する燃料として

最 も優れているのは,高 温高圧の高温ガス

や水蒸気を生産することができる化石燃料

と原子力で,今 日の動力技術の大半がそう

いったエネルギー源に依存 している理由と

なっている。

(2)エ ネルギー供給密度

エ ネルギ ーの消 費 は都 市 を中心 に増 え

続 けてい る。都 市 にお け るエ ネルギ ー消

費密 度 を敷地 面積 あ た りの電 力消 費量 で

調べ て み る と,都 内の8階 建 て のオ フ ィ

ス ビルで約400kWh/m2に な り,郊 外 にあ

る一戸建 ての住宅 で約35kWh/m2に なって

いる。電 力 の消 費密 度 は,冷 暖房機 器 や

情報 化機 器 の普 及,大 型住 宅 や事務 所 ビ

ルな どの高層化 に よって今後 も高 まって

い くと予想 され る。

高 まる電力 の消費密度 に対 して,電 力の

供給密度は どのようになっているのだろ う

か。異 なる発電技術 について発電所の敷地

面積あた りの電力供給密度 を調べ た結果 を

紹介 しよう。表3は,わ が国で設置 されて

い る太 陽光発電,風 力発電,水 力発 電,火

力発電,原 子力発電 について求め た敷地面

積あた りの電力供給密度であ る。

表か ら風力発電や太 陽光発電 は供給密度

が20kWh/m2程 度 で,そ れ は家庭 の電力消

費量 の3分 の2を 供給で きる密度 となって

いる。水力発電の供給密度 は発 電所 に よっ

て大 き く異 なる。表 の数値 はわが国におけ

る100箇 所 の水 力発電 の供給密 度 を平均 し

た値であ る。10,000kWh/m2の 高い密度 を

持つ ものか ら数kWh/m2の 密度 の もの まで

大 き くば らつ いて い るが,分 布 か らみ て

100kWh/m2前 後 の発電所 の数が最 も多 い。

石 炭火力 発電 所 は,貯 炭 場,発 電 ・環
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表3電 力の供給密度と消費密度

対象
電力密度

脚 為/m2年1
備考

供給密度

風力発電 21
アメ勃 、テ～・チャピ ウインド ファ弘 、 繊 力275kWx34◎ 基

(3mll♂)、 年 設 備 利 絹 率2◎%

太賜光発電 24 隣本 く緯度35度)、 年設備利 用率 絡%

水力発電 旬0 β本の 旬◎箇所の水 力発電平均(港 水面積 あたり)

火力発電 9,56◎
碧南石炭火力発電所、7◎ 万 裟W×3基 、年設備利

駕率 ア5%、 敷地面積133.6万r鴇2

原子力発電 壌2,4◎ ◎
粕綺刈羽 原子力発電所 、82壌.2万kW、 年設備利

朋率7δ%、 敷地藤積42◎ 万 酒薩2

消費密度
オフイスビル 4◎◎ 8踏 建 て オ フ ィス ビル 、延 床 薦 積3,◎ ◎◎r♂

家庭 35 ～戸建て2階
、敷地 薦積 絡5r♂、契約電力4◎A

境 設 備,管 理棟,灰 捨 て場,構 内 の道

路 ・緑地 とい った発 電所 にかか わる敷地

を入れ て計算 して もIO,OOOkWh/m2近 い電

力供 給密 度 となってい る。 同 じよ うに原

子 力発電 所 も敷地面 積 に管理 区域 以外 の

構i内緑地帯 を含め て も12,000kWh/m2以 上

の電力供 給密 度 となってい る。そ れ らの

数値 は風力発 電や太陽光発電 の500倍 に も

なっ てお り,原 子力 発電 と火力 発電 が わ

ず か な土 地で 大量 の電気 を供給 で きる技

術 であ る こ とが わか る。 わが 国 は国土 の

3分 の2が 森林 で覆 わ れ,残 った± 地 も

農 地,工 場,住 宅,道 路 な どに使 われ て

い る。原子 力発 電 と火力発 電 は,限 られ

た土 地 で電力 を大量 に供給 してい くの に

優れ た技術であ るこ とがわか る。

(3)建 設費 と発電 コス ト

再 生可 能エ ネル ギー にはバ イ オマス を

除 いて燃料 を使 わ ない こ とに よる経 済的

なメ リ ッ トが あ る。 しか し,一 方 では次

に示す ような課題があ る。

① エネルギー密度が低いために単位出力

あた りの建設費が高い。

② 年間の設備利用率が低いために単位電

力量あた りの建設費が高い。

③ 間欠的なエネルギーであるために最大

負荷時において設備能力が低 く,ま た

電圧 ・周波数に変動があるために電気

の質が低下する。

④ 発電量が地域の特性 に依存 してお り,

場所 によって設備工事費が高 くなる。

再生可能エネルギーの経済性には,立

地制約 に伴 う費用増の問題が大 きい。一

般 に,太 陽光発電や風力発電 と言 った小

規模分散型技術 は,家 電製品や 自動車 と

同 じように製品 を量産することによって

コス トが安 くなってい くと考 えられてい

る。普及によって量産化が進めば習熟効

果 によってコス トが低減 し,そ れによっ
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図3再 生可能エネルギーの導入規模に対する建設コス ト

てさらに普及が拡大 してい くと期待 され

ている。確かに太陽電池や風力発電の翼

や発電機 といった機器装置は,家 電製品

などと同 じように量産化 によってコス ト

が低減 していく。

しかし,発 電設備の建設費 にはそうい

った機器装置だけでな く,そ れ らを設置

す るのに必要 となる工事費用がある。再

生可能エネルギー技術はエネルギーが生

産で きる場所 に設備 を建設 しなければな

らず,設 置場所の特性によって建設費が

大 きく変わる。例えば,風 力発電は設備

の稼働率 を高めるためには強風地点であ

る岬や山岳地帯 に導入 してい くことが望

ましい。そ ういった地点は,一 般に風車

の翼や タワーな どの大型装置が搬入で き

る港湾施設や道路が整備 されてお らず,

また立地点の基礎工事 に手 間がかかると

ころが多い。導入初期であれば,そ うい

った制約の少ない地点を選 んで建設 して

い くことがで きるが,普 及が進むにつれ

て条件の悪い場所 しか残 らず,設 置工事

費が高 くなるところに風車 を建設せ ざる

を得 なくなる。設置工事は機械電気装置

の ように工場で量産化で きるものではな

いために,設 置条件が悪い場所 になると

その費用が高 くなる。風力発電の建設費

は,導 入の初期段階では低下 してい くが,

設備の累積導入量が多 くなるとある段階

か ら増加 してい く(図3)。 再生可能エネ

ルギーは,地 域的な特性に依存するため

に,経 済的に立地できる場所がどれだけ

あるかを見極めることが大切になる。

4。 お わ りに

再生 可能 エ ネルギ ー は,政 府 の 目標 に

よる と2010年 まで に1次 エ ネルギ ー総 供

給 の3%(水 力 の3%を 除 く)で あ り,

当面 は基幹 エ ネルギ ー源 と しては期待 で

きない。 わが国 の膨大 なエ ネ ルギ ー需 要

を再生 可能 エ ネルギ ー に よって供 給 して

いけ る見 通 しは当面考 え られ ない。 その

打 開策 の1つ に,海 外 で再 生可 能エ ネル

ギー をメ タ ノー ルや水 素 に転 換 して輸 入

す るこ と も考 え られ てい る。 しか し,そ
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の方法は経済的に巨額な資金負担が伴 う

ことの他 に,燃 料が海外依存 になるため

に化石燃料 と同様 に供給途絶や価格変動

といった不安が発生する。

再生可能エネルギーのポテンシャルは

海外 において大 きい。21世 紀 は再生可能

エネルギーの利用が地球規模で拡大 して

い く可能性がある。国際的な技術 として

の市場 を確保 してい くには技術基盤の確

保が重要で,わ が国においてもその基盤

維持のための普及が望 まれる。わが国に

おいて再生可能エ ネルギーの普及が望 ま

れる地域 は,化 石燃料や原子力発電 とい

った大型技術の導入が難 しい離島や僻地

で あ り,地 域 にお ける ロー カルエ ネルギ

ー と しての利 用 であ る。 そ ういっ た地 点

で は,通 常,燃 料輸 送や送 電線 敷設 の費

用負担 か ら発電 コス トが高 価 であ るため

に,経 済 的 に再 生可 能エ ネル ギー を導 入

してい くこ とが で きる。地 域 での ロー カ

ルエ ネルギ ー利 用 は,地 域 産業 の振興 も

考慮 して総 合 的 に検討 してい くこ とが 重

要 に なる。そ うい った ノ ウハ ウは,再 生

可能 エ ネル ギーの普 及が期 待 され てい る

南太平 洋 の 島々や 開発 途上 国 の農村 にお

けるエ ネルギ ー供給計 画 に も役 立つ こと

になる。
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一
〔寄稿〕

循環型社会 と産業の方向性

中 條 寛(㈱ 三菱総合研究所資源・循環研究部長)

一
1.は じ め に

循環型社会形成推進基本法に基づ く基

本計画が策定 されたことも手伝い,最 近,

循環型社会 というキーワー ドを目にす る

機会が多 くなっている。本稿 では,循 環

型社会 とはどんな社会 なのか,ビ ジネス

とどの ような関係があるのか,さ らに も

う少 し広 く,今 後の産業活動 の方向性 と

どういった関係があるのかという観点か

ら筆者なりの考え方を述べてみたい。

2、 わが国 にお ける物質 ・エネル ギー

利用の概要

循環型社会 を考える場合,ま ず物 質 ・エ

ネルギーの利用が現在 どの ようになってい

るの かを見 る ことが基本 となる。図1は,

1995年 のわが国の物質 ・エネルギーフロー

を示 した ものであ る。 ここで は,投 入資源

を4つ に分 けている。1つ 目が生物系 の資

源(1億8,100万 トン),2つ 目が鉱物系 の

資源(金 属,土 石,石 灰石 な ど12億8,500

万 トン),3つ 目が化 石 エ ネ ルギ ー資 源

(4億6,000万 トン),最 後が エネルギ ーの

1つ として の非化石 エ ネ ルギー資 源 であ

る。 これに申間 ・最終製品 として輸入 され

る もの を加 え,わ が国では22億 トン弱が投

入 されている。一方,そ ういった資源 を使

って経 済活動 を行 った結 果 と して約4億

5,000万 トンの廃棄 物 が排 出 され てい る。

その差 は社会 に蓄積 されるか,化 石燃料 の

燃焼の結果,二 酸化炭素(CO2)な どとし

て大気中に排 出されていることになる。

木質資 源,食 料資 源 とい った生 物系 の

資 源 につ い ては,再 生 可 能,CO2固 定 と

い う意味 で非 常 に重 要 な役割 が あ り,こ

れ らを どの ように利 用 す るかが持 続可 能

性 とい う意味 で重 要 とな る。 また,プ ラ

スチ ックの ように化 石 エ ネルギ ー資源 で

ある石油 をマ テ リアル と して使用 した後,

エ ネルギ ー利 用 を含 め,さ らに どの よう

に使 ってい くの か とい う,物 質 ・エ ネル

ギー利用 のバ ランス も大 きな問題 とな る。

この ような物質 ・エ ネ ルギ ー利 用構 造

の中 で,い ま問題 とな ってい る こ とを短

期,中 長 期 の順 に以下 の5つ を挙 げ る こ

とがで きる。
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図1わ が国の物 質 ・エネルギー フロー(1995年 度)

① 最終処分場が逼迫 している,す なわち,

いつまで も廃棄物 を捨て続け られるわ

けではない ということ。

② この ような資源 の利用,特 に廃 棄物 の

処 理や リサ イ クル に伴 っ て環 境負 荷 ・

リス ク物 質 が排 出 されて いる とい うこ

と。

一44一

③ 資源循環 とは言 え,ト ー タル環境負荷

の視 点か らはそれ に要す るエネルギー

とのバ ランス を考 えなければいけない

とい うこと。

④ 物質 の利用,エ ネルギ ーの利用 に伴 っ

てCO2が 排 出 され,地 球 温 暖化 が進行

しつつある とい うこと。
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⑤ 鉱物資源,化 石エ ネルギー資源 は非再

生 性 のため,こ れ らが いず れは枯 渇す

るとい うこと。

2.循 環型社会の姿

(1)3つ の視点から

前章の問題認識を踏まえると,目 指す

べ き循環型社会 とはどの ような社会であ

ろうか。

今般策定された循環型社会形成推進基

本計画の申で も,同 じような視点を示 し

ているが,表1の ように要約できる。

表1循 環型社会の3つ の視点

① 生産 ・流通 ・消費 ・廃棄 ・リサイクル といった

経済活動すべての段階で資源 ・エネルギー利用

の無駄がな くなり,環 境 への負荷が低 減 される。

②環境に配慮した経済活動が市場で評価される形

になる。

③結果として,経 済活力と良好な生活環境が両立

する。

(2)3つ の側面

こ うい った社 会像 は次 の3つ の側 面か

ら見 る ことがで きる。

② 産業構造

生産 ・流通 ・消 費 ・廃 棄 とい う一方通

行型,使 って捨 てる とい う形 か ら,リ サ

イ クルが 加 わっ て循 環型 に進 化 しつつ あ

るい うのが現在 の状 況 であ るが,さ らに

は,よ り循 環 の 目が細 か くな って,単 純

な1つ のル ープで は な く様 々 な段 階で 多

様 な ルー プが 結合 す る とい う形,言 わば

ネ ッ トワー ク型 に産業構 造が 組み 立 て ら

れた社会 とい う姿 である。

③ ライフス タイル

現在,我 々はモノを消費する,あ るいは

保有す るといった形で利用 しているが,こ

れをモ ノの果 たす機能 をサー ビス として利

用す る形 に変革す る,つ ま り,モ ノの所有

と利用 とが切 り離 された形へ と展 開 してい

くこ とが考え られる。 リースや リペ ア,メ

ンテナンス などの形で,長 くモノを使 うよ

うなスタイルに変 わって くる社会が循環型

社会 としてイメージされる。

① 物理的な物質循環

この点では物質の利用 とエネルギーの利

用がベス トミックス して最 も効率がよい社

会 ということがで きよう。わが国は非常に

多 くの資源を海外か ら輸入して利用 してい

るため,社 会に既に蓄積 された資源をいか

に上手 く活用するかということでもある。

(3)循 環型社会構築の課題

循環型社会の形成に向けては図2に 示

す ように多 くの課題が存在する。

① 物質循環面での課題

1つ 目の物質循環 とい う側面では,多

くが廃棄物 として回収され,リ サイクル,

あるいは処分 される申で,資 源の再生利

用 をいかに拡大するか,廃 棄物か らいか

に高効率にエネルギーを回収す るか,最

終的に処分 される場合の環境負荷をいか

に極小化するか,と いった課題がある。
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図2循 環型社会への課題

こ うい った リサ イクル のル ー トを考 え

てみ る と,い くつか のハ ー ドルが存在 す

る。廃 棄物 の処理 ・処分 とリユ ース,リ

サ イ クル を比較す る と,現 状 で は必ず し

も リサ イ クルが価 格 的 にメ リ ッ トの あ る

手段 とは限 らない。 また,再 生資 源 を利

用す る側 に とって も,!次 資源 ・部 品 と,

再生資 源 ・再生部 品 の どち らを使 うか と

い う選 択 の問題 があ る。一般 的 に は,リ

サ イ クル資 源 の方 が高 い場 合が 多 く,こ

の ようなハ ー ドル も乗 り越 えて初め て循

環が成立す ることになる。

② 産業構造面での課題

産業構造的に見た場合にも同 じような

問題が存在する。ネッ トワー ク的に産業

連携が進む として も,例 えば処分,あ る

い は リサ イクル とい う段 階で は,処 理 ・

リサ イクル技術 を よ り高度 化 し,い か に

資源 やエ ネルギーの 回収効率 を上 げ るか,

あ るい は コス トを下 げ るかい う課題 があ

る。 こ こで は,既 存 イ ンフラ をい か に上

手 く活用 す るかが ポイ ン トとな る。 また,

コス ト効 率 を考 える と,一 番大 きな ネ ッ

ク となる物質 の循環,す なわち物流 の部

分 をい か に効率 化 す るか も大 きな課題 で

あ る。 ここで も,処 理 ・処分 とリサ イク

ル との比 較,あ るい は利 用す る側 での1

次 資源 と再生 資源 との比 較 とい うハ ー ド

ル を乗 り越 えなければな らない。

③ ライフス タイル面での課題

3点 目の ラ イフス タ イル とい う側 面で

は,モ ノ 自体 を消 費す る ので はな くモ ノ
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図3環 境産業の分類

に よって提供 され るサ ー ビス を消 費す る

とい う考 え方か ら言 えば,製 品 の ライ フ

サ イクル を通 じたサ ー ビス提 供,す なわ

ちモ ノ を作 って売 って終 わ りとい うこ と

で はな く,使 ってい る間 もメ ンテナ ンス

を しなが ら総 合 的 にサ ー ビス を提供 す る

とい うビジネス や一旦不 要 に なったモ ノ

を中古 品市場 に送 って再使用 す る とい う

ビジネスの確 立が 課題 で ある。一 方,消

費 者 の側 か ら言 えば,環 境 に配慮 した製

品 の選択 の促 進 や,製 品 の適切 な使 用,

長期使用 の促進 が課題 である。

こうい ったライフス タイル側面 を考えた

場合 に もハー ドルがあ る。1つ は,製 品選

択 をす る場合 に,環 境 に配慮 された製品 と

そ うで ない製 品の どちらを買 うか とい う問

題 であ り,も う1つ は,不 要あるい は故障

した時 に,製 品 を廃 棄 した方 がいいのか,

リユ ース とい う形で 回 した方 がいいのか,

修理 して使 うのか,こ の選択 の問題である。

循 環が成立す るためには,こ ういったハ ー

ドル も乗 り越 えなければならない。

3.循 環型社会 と環境 ビジネス

(1)環 境 ビジネスの分類 と市場規模

少 し視点 を変 えて,「 ビジネス と しての

循 環 とはいかな る もの か」 を見 てみ よ う。

図3は 環境 産業 に どうい う ものが あ るか

を,そ の ビジネスが提 供 す る もの,貢 献

す る環境分野で ま とめ た もので ある。

環 境 ビジ ネス分野 は,表2に 示す よ う

に,現 状,48兆 円の市場規模,136万 人 の

雇用規模が,2010年 には67兆 円,170万 人
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表2環 境産業の市場規模 現状と展望

市 場 規 模 【億剛 雇 用 規 模 【人】

現状 2010年 現状 2α0年

環境分析装置 300 姻 1,290 1,080

公害防止装置 11,690 15,760 18,610 19,370

廃棄物処理 ・リサイクル装置 4,870 7」20 7,740 8,940

施設建設(埋立処分場造成) 1,660 脚 1,4go 310

環境修復 ・環境創造 17β50 54,850 62,020 192,840

環境関連サービス 2,230 7,360 9,880 28,610

下水 ・し尿処理 920 12,120 12,420 42,500

廃棄物処理 ・リサイクル 407,220 531,750 1,183,310 1β32,290

環境調和型製晶 34,970 43,760 62,620 77,760

合 計 481,210 673,460 1,359,380 1,703,700

出所:経済産業省産業構造審議会資料

に拡大 す る もの と予測 されてお り,他 の

産業分 野 に比べ て も大 きな伸 びが期待 さ

れて いる分 野 と言 える。 これ まで述 べて

きた循 環分 野(こ こで は具体 的 には廃 棄

物処理 ・リサ イ クル分 野)は 現 時点 で も

市場規 模,雇 用 規模 が最 も大 きい セ クタ

ーで あ るが
,今 後 の伸 びの面 で も最 も期

待 されてい るセ クター と言 えよう。

なお,こ こでの廃棄 物 ・リサ イクル分

野 は リユ ースや リペ ア な どを含 ん だ もの

で あ り,リ デ ュー スな どにつ いて は概 念

的 には環境 調和 型製 品分野 な どを も含み

得 る もの とな り,3R全 体 で は さ らに大

きな意味 を持つ分野であ る。

(2)環 境ビジネスの方向性

上記の環境産業分類 の中で現在のビジ

ネスの動 きとしては大 きく次の2点 を指

摘す るこ とが で きる。

まず 第1に,公 害 防止 あ るい は廃 棄物

処 理 ・リサ イ クル装 置 を作 って供給 す る

とい う形 か ら,関 連 サ ー ビス も含 め て,

人,技 術,お 金 の面 で 産業 の環境化 をサ

ポー トす る,さ らには,廃 棄物 処理 ・リ

サ イクルの事 業運営 な ど,総 合サ ー ビス

業 に展 開す る といった動 きが挙 げ られる。

2点 目は,廃 棄物 の処 理 ・リサ イクル

の動 きと,既 存 の産業 の 中で環境 に配慮

す る,例 えばゼ ロエ ミッシ ョン,イ ンバ

ース マニ フ ァクチ ャ リングな ど動脈 部分

の環境化 の動 きが一体 になった形,言 わ

ば動 脈系 産 業 と静 脈 系 産業 が 一体 化 し,

その際 に リサ イ クル だけで は な く,リ ユ

ース
,リ デュー ス とい う3R全 体 を含 ん

だ形へ展 開 してい く動 きである。
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図4企 業による環境への取り組み

4n企 業活動 と環境 への取 り組 み

(1)環 境 への取 り組 み=守 りと攻 め

一方
,企 業 活動 の視 点か ら環境 へ の取

り組み を見 てみ る と,図4の よ うにま と

め られる。

一般 的 に企 業 に とって環境 取 り組み と

い った場 合,環 境対 策 をい か に強化 す る

か とい う視点 と ビジネス と して環境 に ど

の ように取 り組 むか とい う視点が ある。

環 境 対 策 の 強 化 と い う視 点 で は,

ISO14000を ベ ース に した取 り組 み,お よ

びそ こか らの発 展形 として,製 品 ・サ ー

ビス につい て ライ フサ イ クルア セス メ ン

ト(LCA)に 基づ き評価 ・改 善す る,調

達 にお いて グ リー ン調達 を進 め る とい う

大 きな動 きが あ る。 さ らに,こ の ような

取 り組 み を世 の 中に どの よ うに説 明 して

い くか とい う点 で,環 境報 告 とか,製 品

の環 境 ラベ ル とい った動 きが存 在 す る。

ライ フサ イ クルで環境 負荷 や コス トをマ

ネジメ ン トす るとい う動 きで ある。

環境 ビジ ネスへ の取 り組 み とい う視点

で は,こ れ まで動脈 と考 え られ ていた素

材 系 の産業,例 えば,セ メ ン ト,鉄,非

鉄,化 学 産業 な どが 静脈分 野へ 大 き く展

開 してい るとい う動 きがあ る。

これ らの展 開 を合 わせ見 る と,環 境対

策 の強化 とい う"守 り"と,環 境 ビジネ

スへ の取 り組 み とい う"攻 め"が 一 体化

し,よ り環境 に配慮 したプ ロセス,あ る

い は製 品 ・サ ー ビスが ビ ジネスの競 争力

につ なが って くる もの と,環 境 先進企 業

では捉 えられて来てい ると言 えよう。
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図5循 環型経済社会のビジネスモデル

(2)ビ ジネスの方向

このような動 きの中で,今 後,新 たな

ビジネスモデル としてどの ようなことが

考え られるであろうか。図5に 示すよう

に,リ サイクルから3Rへ 進化する,ま

た動脈 と静脈が融合 して循環の環の中で

一体化するといった 『静脈部 門の高度化

による経済規模の拡大』が まず挙 げられ

る。 しか し,実 はそれ以外 に,こ れ を取

り囲むような形での動脈部分の変化,言

わば 『動脈部門の構造変革(循 環機能の

内在化)に よる経済規模 の拡大』に向け

たビジネスモデル創 出が本質的部分 で,

ビジネス規模 としても今後期待で きる展

開ではないか と考えられる。

例 えば,1次 産業 というのは,こ れま

で食料資源 ・木質資源などを提供す ると

い う役 割が あ ったわ けだが,木 質バ イオ

マ ス発 電 や有機物 の循 環 シス テム とい っ

た形 で経済 社会 にお け る循 環 シス テム と

密 に連 携 した形 で,新 しい産業,1次 産

業の再活性化 につ なが る姿が考 えられ る。

また,素 材 ・製 品 の生 産 システ ムで,

循環 型 に展 開 してい くこ とに よって成長

す る ビジ ネスモ デル もあ り得 る。PETto

PETの リサ イ クル,レ ンズ付 フ ィルム の

リユ ース とい った循 環型 の生 産 システ ム

はその萌芽 とも言 える。

さ らに,製 品 の ライ フサ イ クル を通 じ

たサ ー ビス提 供 のた めの ビジ ネスモデ ル

も期待 され る。例 えば,住 宅で言 えばロ

ング ライフ化や リフ ォー ム,製 品の提供

形 態 で も リース な ど,ラ イ フサ イ クル全

体 で サー ビス を提 供 して コス トを回収 す
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る ビジ ネスで あ り,こ こに も新 た な可 能

性 がある。

一 方
,こ うい った循 環全体 を コン トロ

ー ルす る とい うこ とで は
,IT(情 報技

術)や 物流 が非常 に重 要 な役 割 を 占め る

た め,こ の辺 の ビジネス も大 きな進展 が

期待 で きる分野であ る。

5.循 環型社会 と産業の方向

循環 が成 立す る ため には,図2で 示 し

た よ うにモ ノ を買 う段 階,捨 て る段 階,

処理 ・リサ イクルす る段 階,再 利 用す る

段 階 で,そ れぞ れのハ ー ドル を乗 り越 え

なければ な らない。 まさに,そ こが循 環

型 ビジネスで苦 労す る部分,な か なか循

環が うま くゆか ない部 分であ る。

第4章 第2節 で述べ たビジネスモデル,

特 に ライ フサ イ クル型 の ビジネスモ デ ル

が示唆 しているのは,『1つ ひ とつのハー

ドル を乗 り越 え るのは大変 か もしれ ない

が,循 環全 体 を ま とめ る と,ビ ジネスベ

ー スで成立 す る場 合 があ る』 とい う こと

で あ る。例 え ば,我 々が テ レビ を買 う。

ここで,テ レ ビは い くらか と言 う と,テ

レ ビとい う製 品 をお店 で買 う時 の値段 を

考 え るが,テ レビの ライフサ イ クル ・コ

ス トは それだ けで はない 。受信料 や電 力

会社 に払 う電気代,捨 て る時 の廃 棄代 な

どラ イフサ イ クル全体 で 見 る と,色 々 な

対象 に色 々なお金 を払 っているのであ る。

トータルで安 いサー ビスが提供 で きれば,

そ れ 自体 が経済 ベ ースで 成 り立 つ可 能性

があ る。

で は,な ぜ現 在,そ の ような選択 が な

され ないのか。 そ れぞ れのお金 を支払 う

対 象者 が 違 う とい う点 が あ げ られ よ う。

電気代 で あれ ば電力 会社,テ レビ とい う

製 品で あれ ば家 電販 売店 に支払 う とい う

形 で,支 払 対 象者が 異 な るの で,同 じモ

ノに払 って いる とい う認 識で の製 品選択

が で きない のであ る。従 って,ラ イ フサ

イ クル コス トを情報 提供,情 報 流通 させ

る枠 組が で きれ ば,そ の ような製 品選択

が あ り得 る し,そ れ に応 える ビジネス も

成立 す る可能性 が あ る。 これ こそ が静脈

部分 だけで はな く,循 環全 体 の 中で考 え

た場 合 の ビジネス の ヒ ン トにな るので は

ないか。

循 環 シス テムの方 向性 と して は,リ サ

イクル だけ では な くリデ ュース,リ ユ ー

ス とい う3Rの 形 にまで選択肢 が広が り,

必然 的 に循 環全 体 をカバ ーす るよ うな形

が見 えつ つ ある。 それ は,環 境 ・資 源制

約 が顕在 化 しつつ あ るなか での,持 続可

能 力,す なわち産業 競争 力 その もので あ

り,循 環 形成 に よる環境 の維持 ・向上 と

持続 的 な経済 成長 とが両 立す るこ とで も

ある。 その ような意 味 で,循 環 型社 会 の

形成 は,国 際 的 にわが 国がモ デ ル を示 し

リー ダー シ ップ を発 揮 で きる分野 と位置

づ けた取 り組みが望 まれ よう。
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一51一



塞(llll}t(ll闘}i(lllPi(ll醐)1醐llbiGlll)稠{Mll}1(lllt)幽{照}確1構}霧棚難レi`llll)iGlllli(llll)i(lllE)iGllP馴(llll}1{lllP巳{Illl}S嘆llllll(llll)itl糠Pl{llll}畦{閣ll}t{llll)t(llll診1{1縣}澗鮒1妻匪構ll囲llll)4111B薩Gllll1棚llD調{1鵬D霜{llゆ犀{IIゆ1

〔調査研究報告〕

将来の社会情勢分析 と
原子力技術開発のロー ドマ ップ*

菅 野 実 樽静甥譲鋳難璽管研韻)
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1。 は じ め に

地球温暖化防止への貢献やエネルギーセ

キュリティの向上等,原 子力発電は他電源

と比較 して優位な面を有 している。しかし,

電力市場の自由化や核燃料サイクル/バ ッ

クエン ド事業など,わ が国の原子力を取 り

巻 く環境は大 きく変化 してお り,今 後,こ

れまで以上に研究開発資源の効率的な投下

が求められる。本調査では,原 子力発電の

研究開発方針の策定に資するため,原 子力

需要に影響 を与える諸要因を幅広 く抽出し

て総合的に評価 ・分析 を行い,将 来的に求

められる原子力技術開発のロー ドマップと

してとりまとめた。

2.エ ネル ギー需要の予測

将来のエネルギー需要 を予測す るもの と

して,世 界 レベルでの標準値 には,気 候変

動 に関す る政府 間パ ネル(IPCC)に よる

排 出 シ ナ リ オ に 関 す る特 別 報 告 書(1)

(SRES:SpecialRepertonEmissionScenarios)

に示 され る4シ ナ リオを想定 したエ ネルギ

ー需要分 析 があ る。SRESシ ナ リオでは,

社 会情勢 を考察す る軸 と して,「 社会 的価

値」(環 境対経済成長),「 空 間」(世 界対地

域)が 想定 されてお り,A1が 経 済重視 ・地

球志 向シナ リオ,A2が 経 済重視 ・地域志 向

シナ リオ,B1が 環境重視 ・地球志 向シナ リ

オ,B2が 環境重視 ・地域志 向 シナ リオ とな

っている(図1)。 「空間」 の世界対地域 で

は1人 あ た り所得 の収束速度 の違い によっ

て途上国のエネルギー需要増加率 に影響 を

与え,世 界だ と格差縮小速度 が速 く,地 域

だ と格差縮小速度が遅い。

経済
重視

図1

地球志向

蓋

A1シ ナ リオ B1シ ナ リオ

謹

A2シ ナ リオ B2シ ナ リオ

地域志向

SRESの 将来社会想定

境
視

環
重

*本 稿 は2003年3月 に まとめた 「軽水炉改 良技術確証試験(次 世代 型軽水炉開発戦略調査 に関す る もの)報 告書」

の内容 を整理 ・加筆 したものであ る。
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図2日 本の電力需要

また,日 本のエ ネルギー需要 と して は,

環境省 がSRESの 価 値基準 に準拠 して作成

した 日本版SRESシ ナ リオ(2)(平 成13年6

月)が あ る。 こ こで は,日 本 の 人 口 は

2008年 頃 を ピー ク と して低 下す る との前

提 にた ってお り,日 本 の電力 需 要 は人 口

1入 あ た りの国 内総生 産(GDP)や エ ネ

ル ギー消費量が 大幅 に伸 びるAIシ ナ リオ

を除い て停 滞傾 向 にあ る。 日本 におけ る

2050年 時点 の電力需 要 を 日本版SRESか ら

外挿 して みる と,A1シ ナ リオで は現在 の

1.5倍 程度,A2,B1,B2シ ナ リオで は1.1

～1 .2倍 とな る(図2)。

なお,SRESで は,各 シナ リオに沿 った

1次 エ ネルギ ー種 別構 成や 電源構 成 も提

示 されてい るが,例 えば,B2の 環境 重視 ・

地域志 向 シナ リオで は,日 本 にお ける原

子力発 電所 の新 設 をゼ ロ とす る等 の極 端

な仮 定 をおい てい る。 このた め,本 調 査

で は,各 シナ リオのエ ネル ギー需 要のみ

を参 照 し,電 源 構成 は,別 途,分 析 モ デ

ルを作成 して評価 した。

3.エ ネルギーモデル と原子 力需要分

析 モデルの統合化

原子力需要に影響 を及ぼす要因として,

電力需要,環 境負荷,立 地,経 済性,技

術,社 会 ・制度,お よび非電力エネルギ

ー供給の8要 因を対象 とし,定 量的な評

価が可能な要因は最適化型モデルでエネ

ルギー需給システムを推定 し,定 量化が

難 しい要因に対 しては原子力 に関するシ

ステムダイナ ミックスモデルを組み合わ

せて原子力の将来像 を描 くモデルを作成

することとした(図3)。

(1)最 適化型 モデル(DNE21モ デル>

DNE21モ デル(3)は21世 紀 中頃 にか けて

の二酸 化炭 素(CO2)問 題対 策 技術 の包

括 的可 能性評 価 と将来 の具体 的対 策 シナ

リオの作 成 を目的 に開発 され た最 適化 型

モデ ルで あ る。 この モデ ルの特徴 は,全

世界 を対象 と し,工 学 的 デー タに基 づい

た技 術 評価 を指 向 してい る こ とで あ る。
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図3要 因相互関係の整理とモデルの構築

CO2回 収 処理 やエ ネルギ ー長距 離 地域 間

輸 送 な どの技 術 的対策 は,従 来 の計量 経

済モ デル や一 国のみ を対象 に したエ ネル

ギ ー モデ ル で は評 価 が 困難 で あ ったが,

DNE21モ デルで はそれ らにつ いて も適 切

な評価 が可能 とな っている。

DNE21モ デル は,1990年 ～2100年 まで

のエ ネルギー需 要 シナ リオの下 で,世 界

全体 のエ ネル ギー シス テムの最 適化 を行

な う もの で あ る。最 適化 の評 価 基準 は,

世界全 体 のエ ネル ギー システ ムの総 コス

トであ る。

(2)シ ス テ ム ダ イ ナ ミ ッ ク ス モ デ ル

シ ス テ ム ダ イ ナ ミ ッ ク ス(SD:System

Dynamics)と は,「 任 意 の シ ス テ ム に お け

る情報 と決定の依存関係 を想定 し,そ れ

に基づ くシステムの時間変動 を研究する

アプローチ」である。社会,経 済,産 業,

企業の別 を問わず,あ らゆるシステムの

中には,「 情報」 と 「決定」 との間に複雑

な依存関係が存在する。 システムの中の

各行動主体 は,各 時点 にお ける 「情報

(現状 と将来予測)」 に基づいて意思決定

を行 う。その決定は何 らかの形で行動 と

なって現実を動か し,そ の結果,現 実は

それ以前 と異 なるものに変化する。する

と今度は変化 した現実 を反映 して 「情報」

が再構築され,そ れが次の時点の意思決

定に影響 を与える。

SDモ デルの適用範囲は,都 市計画や地

域開発などの政策問題の検討,新 製品の市
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表1日 本の電力 コス ト入力

糠 廊 、,沁翻 響㍊ 鞭 臨 ㈱,993ノ ・ 9雛 灘 への入 カデータ

建設費く$
/織)

資本 識ス ト〈
m爾s/藪輪)

◎&麟 灘ス ト

〈鑓斑s/1くV》軽)
鋒縫費率 建設費

($/kW〉 隼経費簗 備考

原子 力 252遷 249～47.8 {6.8～ 准7。5 ◎。鷲 ～ α壌7 2遷2◎ ◎」3 原 亭 力:ε9円/kW熱*2

石炭 2561 24◎ ～44.5 筆2.5～ 葉2.7 α◎9～ α1δ 21給 獄蒙2 石 炭 火 力:6。5円/k輪*2

ヲミ然ガス 壌64◎ 14.9～26.9 7.9～8.◎ α◎9～α纏 154◎ ◎.穏 LNG火 力=6.4円/kWh*2

*1:0EC◎/NεAの 評 侮では、負荷 皐e.7δ 、翻 引 率5%～ 沿%、 また、プラントコストは1996VS$で 算定 されているため、GDρ

デフレータ(1996ffをiと した場 禽 、2◎◎0奪 は1.◎7)を 用 いて20◎ ◎U$$に 調整 しているth

*2;歪998郊 の総 舎資源 エネルギー醐査 会 の登 電単 癒想 箆 になるように、建 設 費と隼 経費 率を調 整 した。

場戦略や研究開発投資 などの意思決定分

析,企 業成長や景気変動 といった経済問題

の分析,在 庫管理等の企業経営分析,地 球

規模での資源問題の検討(ロ ーマクラブの

レポー ト 『成長の限界』)等,様 々な分野

に適用 され多 くの成果を挙げている。

4.原 子力需要の分析

(2G◎o年$窪oε)

蓉e◎

ム4◎ ◎

薮3◎ ◎

騨2ce

給◎

902◎ ◎4◎ ◎6◎ ◎80◎

資源量(GTOE>

図4石 油 の 資 源 供 給 関 数

i

β
ザ

… 、 剛 {ρ

ぱ
η

1◎00

(1)仮 定条件

モデル分析で は計算対象期 問を2000年 か

ら2100年 まで とし,割 引率年2%を 前提 と

した。各種電源のプラ ン ト寿命 は40年 とし,

プラン トコス トはOECD/NEAの 評価(4)を用

いたが,日 本の場合のみ,1998年 の総合資

源エ ネルギー調査会の発電単価想定になる

ように調整 した(表1)。 また,化 石種燃料

の資源量,価 格 はRognerの 推定(5)をベ ース

に図4～6に 示 す供給 関数 とした。天 然 ウ

ラ ン資源量 は,OECD/NEA-IAEAに よる推

定値(6)に基づいて設定 し,図7に 示す供給

関数 と した。原子力 における燃料サ イクル

は,日 欧はプルサーマルに よる天然 ウラン

資源の節約,そ の他地域 はワ ンススルー を

仮定 した。

(2◎G◎葺$鐸 ◎E}

硲 ◎

孟3∂9

fi2◎ ◎

聴lo◎
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資源蓋(GT◎E)

図5石 炭 の 資 源 供 給 関 数
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図6天 然ガスの資源供給関数
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(2)原 子 力発電量 に関 する基本想定

前 述の通 り,日 本 版SRESで は,日 本 に

おけ る2050年 時点の電力需 要 は,Alシ ナ

リオで現在 の1.5倍 程度,A2,B1,B2シ

ナ リオで は1.1～1.2倍 になる と分析 されて

い る。本調査 で は この電力 需要 をベ ース

に電源種 別 の シェ アを,総 コス ト最小化

の観点 か ら分 析 した。 この結 果,日 本 に

おけ る2050年 時点の原子力 需要 はAlシ ナ

リオで現在 の2.6倍,A2,B1,B2シ ナ リ

オで2.2～2.4倍 と,電 力需要 よ りも大 きな

伸 び率 とな り,原 子力 の シェ アはいず れ

の シナ リオで も54%以 上 とな った。 この

ような試算結 果 を得 た理 由 と して,原 子

力 の発 電 コス トが他 電源 よ りも安 い と し

た総合 資源 エ ネルギ ー調 査 会の試 算結 果

を仮 定条件 と した こ と,将 来 のCO2排 出

制 約 をすべ ての試 算 ケー スで想定 した こ

となどが挙げ られ る。

(3)原 子 力需要 に影 響 を与 える要 因の感

度分析

次 に,経 済性 要 因にお け る発 電 コス ト

等,各 種 要因 の関連 パ ラメー タの仮定 条

件 を変化 させ て原子 力需 要 に与 える影 響

度 を分析 した(図8)。

最 適化 型 モ デル ではCO2規 制 シナ リオ

として京都議 定書 を2100年 まで継続す る

ケ ース と2100年 時点 のCO2濃 度 を550ppm

に規制 す るケース,発 電 コス トとして5.9

円/kWhの 標準 ケ ース とそ れぞれ20%増 減

したケース を評価 した。SDモ デルでは既

存サ イ トに増設可 能 な想定量 と して3,600

万kWと4,800万kWの ケ ース,ま た,資 本

生 産性 や 国民 が原子 力の安 全性 に対 して

懸念 を抱 く事象 の発 生頻度 を変 えたケ ー

ス,そ の他 にプ ラ ン ト寿命 期 間,建 設/

立替 期 間,設 備 利用 率 な どを変 化 させ た

分析 を行 った。 この結果,原 子 力需 要 に

特 に大 きな影響 を示 した例 を以下 に示す。

① 発電 コス トの影響(最 適化型 モデル)

発電 コス トを標準値5.9円/kWhか ら20%

低減 した場合,A1シ ナ リオで は原子 力需
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要が若干増加す るが,A2,B1,B2シ ナ リ

オでは既 に原子 力 の シェアーが相 当高 い

ため,大 きな需 要の増 加 は見 られ なか っ

た。 また,発 電費 が逆 に20%増 加 した場

合,A2,Bl,B2シ ナ リオでは大 幅 な需要

減 となった(図9)。

② 資本生産性(SDモ デル)

投資家にとって重要な財務指標である

総資本経常利益率は,「売電価格」 と 「発

電量/総 資本」の積である総資本回転率

等で構成 される。総括原価方式では,投

下資本に応 じた売電価格が設定 されるが,

競争市場では市場で売電価格が決定 され

る。 このため,競 争市場では固定資産額

に対する発電量 を示す資本生産性 を高め

ることがより強 く求め られる。

2000年 時点で,設 備利用率 を80%,減

価償却済プラン トの割合を45%と する と

の原子力発電の資本生産性は0.095kWh/円

であ り,LNG火 力はその1,4倍程度である

(図10)。 資本生産性の目標が高 く設定さ

れた場合,原 子力需要は低減する。

③ トラブル頻度(SDモ デル)

原子力の社会的受容性 を分析する例 と

して,国 民が原子力の安全性に対 して懸

念 を抱 く事象の発生頻度 を仮定 した。事

象が発生 しない場合 は年2%で 信頼度が

向上するが,発 生 した場合 には20～30%

の信頼度低下 を招 くとした。 この仮定で

は,事 象の発生頻度は原子力需要 に大 き

な影響を与える結果 となった(図11)。

これ らの原子力需要の分析 を通 して,
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使用済燃料,高 レベル放射性廃棄物,お

よびプル トニウムの蓄積量な ども関連 し

て評価 され,こ れ らの燃料サイクルに関

す る対応策 もシナ リオに応 じて重要課題

となることが示 された。

同様 に,天 然 ウラン資源についてもエ

ネルギー需要が大 きいシナリオではより

有効な資源利用の必要性が示された。

また,将 来の原子力需要に対 して立地

要因が制約 となる可能性があ り,寿 命延

長,廃 炉 ・建設期 間短縮等 による用地の

利用効率向上あるいは新規サイ ト確保策

の必要性が示された。

電力以外の原子力利用である非電力エ

ネルギー要因については,水 素燃料電池

の大幅な導入 を仮定 した場合に,核 熱 と

しての原子力利用形態が想定可能である。
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以上,各 パ ラメー タの変動 による原子力

需要への影響度が定量的に示された。

5.将 来の技術開発方針の検討

(1)検 討のアプローチ

原子力需要に影響を与える要因として

分類 した ものの内,特 定の技術課題 に関

連 しない電力需要要因および技術要因を

除いた6要 因に着 目して,以 下に示す手

順で作業 を進め,最 終的にシナ リオに応

じた 「技術 開発 ロー ドマップ」 をとりま

とめた。

① 各要 因の克服 あるい は達成 に向けて

「必要となる対応策」(1次 分類)の 抽

出

② 「必要 となる対応策」の重要度付け

③ 「必要となる対応策」 に対応する 「技

術開発テーマ」(2次 分類)の 抽出

④ 「技術開発 テーマ」の導入想定時期,

導入効果,開 発コス ドの評価

⑤技術開発ロー ドマ ップの とりまとめ

(2)「 必要 とな る対応 策」の抽出

本調 査 で はワー キ ング グル ー プを設 置

し,専 門家 による レビュー を受 けつ つ検

討 を進め た。 「必 要 となる対応策」 の抽 出

結 果は図12に 示す通 りであ る。

国 、社 会惰 勢分析 纏 嬢 とな翻 騨1

全てのレベルの放鮒性
廃棄物量の低減

議レベル廃藥物/① 燃舞の葛燃焼度化構 劉 ドシナ躍 叢簾 　麟て
・蕎レベル廃棄物/② 長轟命核種の核変換

一→C◎2舗約により康亭力欝要が変化i 了R駅超ウラン元繁)、ウラン廃棄物低滅技繕

(原子力全紘に閣遠。特窯の要素技衛には闘連せず) 低レベル廃棄物/解 体廃棄物低滅

天然ウラン資源はシナリオにもよるが、
創滋紀中畷までに約帯分が消費

位 地要劇 既存i発電サイトに3600～48◎0万kW

が増設 可能と仮 定した

仮定条欝の妥当性

}

L 仮定条件の運成が
見込めない場合の準備

i発電所薪規立地方策等1

→ 各シ甥 嬢 棄物保翻 地が必須ト1 中聞貯蔵施設確保策&財 蔵技衛A

{ 高レベル廃棄物処分場確保策建設/廃炉期間短縮は
敷地剃用効率化

建設工期短縮
/廃炉技街

Ψ

隠済性要劇 発電コストは療子力需要に
大きく影響

1建 設費の綴1 建設費/⑦ 輸出・リプレース用成熟技街敢良小
1 建設費ン②革新炉システム技術

運転保守費の低滅 運転禄守費の低減技術、合理化按衛
一

参

燃磐費の低減 燃料費の低減技術、合理化技街
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1社会制度
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H
1自 由化において資本生産甦…は原苧力需要に大きく影響}
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(3>「 必要 となる対応策」の重要度付 け

原子力需要に対する要因の影響度はシ

ナ リオに応 じて異 なる。その要因に対す

る 「必要 となる対応策」の寄与度 もその

内容に応 じて異なる。「必要となる対応策」

の優先度を検討するため,各 シナリオに

対する関連要因の重要度 と 「必要 となる

対応策」 自体 の関連要因への寄与度の2

面か ら検討 を行った。各 シナリオに対す

る要因の重要度は感度分析で影響度の大

きかった経済性要因(発 電 コス ト,資 本

生産性)や 社会制度要 因(社 会 的受容

性;事 象発生頻度)を 相対的に大 きくす

ることが考 えられた。 しか し,パ ラメー

タの変動幅設定が各要因に対 して適正に

バ ラ ンス して い るか等 につい て十分 な検

討が なされ てい ない こ と,ま た要 因そ の

ものの不確 定性 が大 きい こと等 か ら,要

因 間の重 要度比 較 は行 ってい ない。 この

ため,各 要因 とも最 高配点 は一律10点 と

して,原 子 力需 要 に与 えた感度 分析 結果

か ら各 シナ リオに比例配分 した。

「必 要 となる対 応策」 自体の関連要因へ

の寄与度 は大 きい ものか らそ うでない もの

がある。また,単 一 の要因のみに留 まらず,

複数の要因に対 して も効果 を及 ぼす ものが

あ る。 これ らを考慮 して「必 要 となる対応

策」の相対 的な重要度 を,ワ ーキ ンググル

ープの専 門家 によるエ ンジニアリングジ ャ

ッジに より,1～3に 配分 した。

表2 「必要となる対応策」の重要度

想 シナリオ→

A2シ ナリオ吋

餅 シナリオ→

B2シ ナリオ唖

灘欝灘 巽要購.

も載 地 僚

ド∫腰 雛
・
縷 剤憲
死褻 欝 ヤ

教会儲.
震蔓欝

雰電力
雀纐 雲編 欝 繍 頭窪

拍 雀◎ 葉◎ 1◎ 給 　

A1 A2 81 82
給 8 8 8 9 ㎝

9 6 9 9 1◎ 壌◎

8 7 6 8 竃◎ 一

環
境

高レベル廃棄物/① 燃斜の高燃焼度化技徳 ◎3 ◎3 6◎ 54 54 48

高レベル廃棄物/② 長寿命核種の核変換技辮 02 2◎ 2◎ 蒙8 絡

丁飛U(超 ウラン元素)、ウラン廃 棄物低 減技衛 ◎3 3◎ 30 27 24

低レベル廃棄物、解体廃棄物低減 02 20 20 凄8 16

資
源

増殖炉技癒 ◎3 ◎3 △4 60 54 55 45

蕎転換炉技術 02 ◎3 50 44 36 37

改良燃料サイクル技術 ◎3 ◎3 △1 7◎ 62 54 53

粋u燃 親製 造技術 ◎3 3◎ 24 壌8 21

高効率プラント璽原子炉 02 02 02 40 32 50 3◎

プラント高効率化要素技術 △1 02 30 24 24 23

新規ウラン確保技術 ◎3 30 24 マ8 2肇

立
地

発電所新規立地方策等 ◎3 3◎ 24 27 18

中問貯蔵施設確保策&貯 蔵技術 ◎3 3◎ 24 27 18

高レベル廃棄物処分場確保策 ◎3 30 24 27 18

経
済
性

建設費/① 輸出/ツプレース用成熟技衛改良 ◎3 30 24 27 24

建設費/② 革新炉システム技術 ◎3 30 24 27 24

蓮転保守費の低滅技術、合理化技襯 ◎3 02 5◎ 42 47 44

燃料費の低減技徳、合理化技衛 ◎3 30 24 27 24

設備剰用率の向上技衛 @3 30 24 2フ 24

社会
制慶

電力霞由化対応 ◎3 30 24 £7 24

社会的受容性向上策 ◎3 30 24 27 18

核不拡散性向上技術

非電力工ネ1原 子力による水素製造 ◎3 一 一 3◎ 一
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「必 要 とな る対 応策」 の シナ リオ別 の

合計 評点 は,上 記要 因の重 要度(1～10)

と 「必 要 とな る対応 策」 自体 の 関連 要 因

へ の影響 度(1～3)を 乗 じて合計 評点

を割 り当て た。 なお,複 数 の要 因に影響

を及 ぼす 場合 は要 因数 に応 じて加算 した

(表2)。

表2よ り,資 源要 因はB1,B2シ ナ リオ

よりもA1シ ナ リオに対 して影響が大 きい

こと,立 地要因はB2シ ナ リオに対 して比

較的影響が少ないこと,ま た,環 境要因と

経済性要因に関連する燃料の高燃焼度化,

環境要因 と資源要因に関連する増殖炉技

術,高 転換技術,改 良燃料サイクル技術等,

複数の要因に関連するものの配点が当然な

がら高いことが分かる。なお,非 電力エネ

表3 「技術開発テーマ」の抽出

い

環

境

高レペル廃棄物低減撲街
①燃料の窩燃焼度化技衛

・7◎GWD/導隆度までの蔑燃競度化(ジル力降イベース)

・給◎GW◎/も以上の高燃焼度化(雰ジルカqイベース)

高レベル廃棄物低減技衛

②長舞鉛該種の核変擾技衛

・長簿愈核種の分離・園収プQセス ・億除染燃料製造技衛

・窩遼炉による核変換技衛 ・A◎Sを用いた核変換技衛

TRり、ウラン廃棄物低滋技衛 ・丁決U廃 棄物低減技衛 ・ウラン廃棄物低減技衛

低レベル麗棄物、解体廃棄物低減

・放射化範露の低滋技衛 ・金属廃材 、コンクゾート等の再利用技衛

・クリアランス墓灘の策建、クリアランスレベル検認技衛の蘭発
・可燃物、難燃物、金鰻等の減容技衛、除染技衛

資
源

増殖炉技衛 ・Na冷齢炉、鉛ビスマス冷裁嬉、ガス冷隷頬、水冷麺蜻技衛

窩転換炉技繕 ・水冷蜘低滅遼癖技衛

改良燃麟サイウル技衛
・先進灘弐法(赫OX 、窒化物)・ 乾式法:酸 化物電解法く麟◎X)

・乾武法:金 属電解法く金属、窒化物、緊◎X)

恥 燃料製造技衛
・簡繁化ペレット法(麟◎X、窒化物〉 ・撮勤充て海法(納◎X、窒化物)

・鋳逢法(金 属)

寓効率プラント型原辛炉 ・ガス冷錦塵接サイクル蘇、超臨界圧水顛等の技衛

プラン蕪蕩効率化要素技衛 ・高性能鹿熱簸収系の閣発 弓 次冷却材温度高温{ヒ

新規ウラン確保技衛 ・海水ウラン園収技衛
,

立
地

髭電所籍規立地方策等
・地元遷用等の立地地域との共存策く葬技衛)・ 免震技衛、劉震技術

・第4紀 層立地、海上立地、地掌立地 ・需要地近接立地、都憲建設立地

中間欝蔵施設確保策
&貯蔵技衛

・立地地域との共存策等の中間贈蔵サイトの確保策(雰技衛)

・コンクリートキャスク等の貯蔵技衛

高レベル廃棄物処分場確保策&無 分技衛

経
済
性

建設費の低減技衛
①輸出/ガレース絹成熟技衛改良

・解析技衛の高度化によるi奨証誠験の合理化 ・6◎{年を上回る長轟命化設計

・メガブqツク建殺工法、大ブqツク工法.ユニツト工法
・SC構造、船殻構造の適用

建設費の低滋技術

②革新炉システム技衛

・分かり易い安全性と経済性を共に達成するブレークスルー技衛

・革翻的な燃料&炉 心、療子炉システム、安全系技術

運転保守費の低減技術、合理化技衛
・長メンテナンス周期を可能とする機器の閣発 ・改良IS!技 衛

・リスクベースド操守

燃親費の低減技衛、合理化技徳 ・(燃斜の蕩燃焼度化:前 述)・(改 良燃親サイクルの技衛開発:前述)

設備利用率の向上技街
・運転サイクルの長期化策 ・出カアップレート

・定検短縮技衛(大 型燃聯集合抹、オンラインメンテナンス)

廃炉コストの低減技術
・改良解体技衛

・環境要因(低 レベル廃棄物、解鉢澆棄物低滅)と岡様の技徳

社

会
制
凌

電力自由化対応 ・経済性(建 設養)醐 連と詞様の技衛

社会的受容性向上策

・PA等による原亭力の疋しい理解促進活勤 ・炉肉構造物等の謝SCC材 料(8WR)

・情報公開、透明性、コーポレートガバナンス ・公かり易い安全技衛の龍発

・発電所立地地域の人々の発電羨経営への参簾

核不拡散性向上技衛
・P"単独での取扱いの麹避、アクセス性を函難にする方法

・Pu蓄積量のミニマム化

葬電カエネ1原 亭力による水素製造 ・中ノ葛温炉システム技衛 ・各種水素製造ブ窺セス
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ルギー要因の水素製造 は,今 回の調査 では

Blシ ナ リオのみ を対象 とした。

サ イ ト内 貯蔵量 が満杯 とな り,

施設が必要 とされ る。

中間貯蔵

(4)「 技術 開発 テーマ」の抽 出

一次分類 として抽 出 した「必要 となる対

応 策」に応 じて,2次 分類 となる 「技術 開

発 テーマ」 を抽 出 した。そ の結果 は表3

に示 す通 りであ る。 ここで は,現 在,実

施 中の開発課 題 の他 に,未 実 施 であ るが

将来必 要 と考 え られ る課題 を包含 す るテ

ーマ と して取 り上 げた。

(5)「 技術開発テーマ」の評価

① 導入想定時期

モデル分析結果か ら各 「技術開発 テー

マ」の開発必要時期が示唆 された ものは

次の通 りである。

露 経済性 関連 の輸 出/リ プ レース用 成熟

技術 の改 良 は,各 シナ リオ と も,ア ジア

の原子 力 需要,国 内の リプ レース需 要が

本格化す る2020年 頃 まで に必要 とされ る。

㊧社会制度関連の電力市場自由化は,現

在制度化が検討 されてお り,対 応策 は現

時点か ら必要 とされる。 また,社 会的受

容性の向上については随時必要 とされる。

翻非電力エネルギー関連の水素需要はBl

シナリオのみで需要量が解析 され,2030

年頃か ら需要が本格化すると推定された。

以上の もの以外 は,シ ーズ側の所要開発

期間か ら決まるものが多い。

⑧ 環境関連の解体廃棄物低減技術 は,プ

ラント寿命 を40年 とする と2010年 頃 まで

に実用化が必要とされる。

⑳ 資源 関連 の天 然 ウ ラ ン資 源有効 利用技

術 は,世 界 全体 の天然 ウラ ン資源 の消 費

量 に関連する。A1シ ナ リオでは2040年 頃,

A2で は2050年 頃,B1で は2060年 頃,B2で

は2070年 頃 に究 極 天 然 ウ ラ ン資 源 量

(1,620万 トン)の 約50%が 消 費 され ると推

定 された。

② 立地 関連で は各 シナ リオ ともに,2020

年代 に既 存 サ イ トへ の増 設可 能想 定 量

3,600万kWeに 達 し,新 規サ イ トが必 要 と

され る。 また,同 時期 には使 用 済燃料 の

② 導入効果,開 発 コス ト

「技術 開発 テーマ」 の導入効果 は,市 場

規模 に着 目して主 にコス トの面か ら評価 を

行 った。2050年 までの各市場(プ ラン トの

建設,解 体や処理 ・処分,運 転保守,燃 料

のフロン トエ ン ド,中 間貯蔵,再 処理,高

レベル処分)の 市場規模 の目安 は,各 シナ

リオの原子力需要量 と発電 コス トを構成 す

る単価 内訳 か ら算出 した。 当該技術開発 テ

ーマが影響 を及ぼす市場 の大 きさ と,当 該

「技術 開発 テーマ」が その市 場 に寄与 する

割合等か らおおよその導入効果 を求め,導

入効 果大(100億 円/年 以 上),中(10～

100億 円/年),小(10億 円/年 以下)の 区

分で ロー ドマ ップに記載 した。

技 術 開発 コス トにつ いて は,成 立性研
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究,最 適 化研 究,実 証試験 の各段 階 に必

要 となる研 究 内容,研 究期 間 を想定 して

コス ト大(10億 円/年),中(1～10億

円/年),小(1億 円/年 以下)の 区分 で

ロー ドマ ップに記載 した。

これ らについ て もワー キ ンググル ープ

の専 門家 に よる レビュー を受 けつ つ検討

を進 めた。

表4技 術開発 ロー ドマ ップの例
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(6)技 術開発ロー ドマップのとりまとめ

技術開発 に当っては,提 案 された多種

多様 な技術課題が技術的 また経済的 に成

育で きることを確認する 「成立性研究段

階」 を経 る。 ここでは大規模な開発 を行

う前に予備的な研究を行 い,次 の段階に

進める技術課題がある程度絞 り込 まれる。

絞 り込 まれた技術課題は次に 「最適化研

究段 階」 に移行 し,技 術 の最適化/成 熟

化が図られる。その結果により次の商業

1
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化 に向けた 「実証試験段階」 に進める技

術が更 に絞 り込 まれる。「実証試験段階」

では試験範囲,規 模,期 間のオプション

が検討 され,海 外 との協力 も視野 に入れ

られる。次の 「商用化段 階」 は民 間で行

うもので,本 調査 には含めていない。

紙幅の関係で技術開発 ロー ドマ ップの

全 てを紹介することはで きないが,表4

にその例を示す。技術開発 ロー ドマ ップ

は要因別に必要 となる対応策の重要度や

技術開発テーマの必要とされる時期など

の目安 を示 してお り,将 来,新 たな技術

課題材料が提案 されて も,そ の課題がど

の技術開発テーマに分類 されるかを見れ

ば,原 子力技術開発全体枠組の中の位置

付 け(重 要度や導入効果など)を おおよ

そ判断 し得 る もの と考 えられる。但 し,

要因問の重要度 についてはロー ドマ ップ

評価の対象 としていないため要因間の相

対的関係を読み取 りたい場合には,利 用

者独 自の重み付けを念頭に置いてロー ド

マップを見る必要がある。

6.お わ り に

本調査で実施 した社会情勢分析 は,典

型的な既存軽水炉 を対象 として原子力需

要を評価 してお り,需 要に応 じて発生す

る廃棄物量や資源消費量などは従属的に

求めたが,他 の炉型では異 なるものとな

る。今回の炉型 を主体 に した検討 か ら,

炉 と燃料サ イクルを組み合せた総合 シス

テムとして全体のコス ト,廃 棄物発生量,

資源消費量 などを評価 し,こ の観点か ら

どのシステムの需要が求め られるか等の

検討 も必要になるものと考えられる。

また,SDモ デルでは各要因に対 して簡

易なパ ラメータを用いてお り,特 に社会

制度要因における社会的受容性や電力 自

由化対応の より具体的な評価方法の改善

が必要 と考えられる。

なお,社 会情勢の動向変化や,技 術 の

進展 は今後 も進むもの と考えられ,技 術

開発 ロー ドマップは定期的 な見直 しが必

要 と考えられる。

最後に,本 内容は経済産業省か ら受託

した 「軽水炉改 良技術確証試験(次 世代

型軽水炉開発戦略調査に関するもの)」 の

研究成果であ り,調 査を進めるにあたり,

学識経験者,専 門家の方 々で構成する委

員会,ワ ーキ ンググループを設置 した。

ご指導,ご 協力を頂いた関係者各位 に深

く感謝の意を表する。
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灘一 、
〔調査研究報告〕

水素の普及における安全性 と課題

殊

1.は じ め に

佐 藤 保 和(弊 勢ぎ議編鵜唖翻究員)

。 爽.'慈 奨 バ ー

若干の考 察 を試 み る(2)(3)(4)。

水素 をエネルギー媒体 として使用する

ようになると,埋 蔵量に制約のある化石

燃料以外の!次 エ ネルギーを利用 しやす

くなる,大 気汚染 と地球温暖化を抑制で

きる,と 言われる。また,わ が国のエネ

ルギーセキュリティを向上 させ産業を活

性化 させ るので,水 素利用が普及するこ

とが期待 される。

政府は平成14年5月,副 大臣会議 にお

いて燃料電池の早期実用化 を積極的に推

進するうえで,2004年 度中までに関連法

令の再点検 ・見直 し,技 術基準 の整備を

実施することとした。安全 を確保 しつつ

都市部 に実用規模の水素充てんスタンド

を設置する場合,保 安距離,水 素貯蔵量

等 に関する現行規制が見直 されることが

望 まれている(1)。そのためには災害 リス

クが許容範囲にあることを実証デー タに

基づいて確認する必要があ り,漏 えい,

拡散,着 火,火 炎,爆 燃等における水素

の特性 を実験 とシミュレーションで把握

す ることが求め られる。本報告ではこれ

らの実験結果を報告 し,安 全性 について

2.安 全 に係 わる水素 の性質

表 壌に水素の物性 を他の燃料 と比較 し

て示す。水素はメタンに比べ,空 気中で

の浮力が大 きい,拡 散が速 い,火 炎の輻

射率が小 さい等安全側に働 く性質がある

一方で
,小 孔から漏れやすい,燃 焼可能

濃度範囲が広い,着 火 しやすい,爆 風圧

が大 きい,火 炎を視認 しに くい,金 属材

料を脆化する等の不安全な要素 もある。

3.見 直 しが望 まれる主 な法規制項 目

見直 しが望 まれる主な法規制項 目を表

2に 示す。これらのうち特 に、離隔距離

が現行の圧縮天然 ガスス タン ドの規定

(充てん機 を敷地境界から5m以 上)並 に

緩和されること,お よび3,000Nm3程 度の

高圧水素 ガスが貯蔵で きるようになるこ

とが求められる。そのためには水素の爆

燃あるいは火炎で引き起 こされる災害の

大 きさを知ることが重要 となる。
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表1水 素 の物性(3)

水素 メ タ ン
… プ

ロ パ ン ガ ソ リ ン

(ガ ス状)

水素 の特…性

最小 着火
エ ネルギ ー(㎜∫) 0.02 0.29 0.26 0.24 着 火 しやす い

燃 焼 範 翻

(下 隈 一 上 限 〉

[vol%肇
4.1-75 5.3一 蓋5 2,1一 蓋0 1.0-7.8

燃焼可能濃度範囲が
広い

沸点(℃)
(大気 圧)

一252 .9 一 璽62 一42 70～220
通常 気体 であ り蔦 圧で
貯蔵 す るこ とが 多い

分子量 2 16 44 58～ 韮70
拡散 しやす い。空 気 中
で浮 力が生 ず る

拡 散 係 数(空 気 中)

藍Cm2/sl(latm,20℃)
0.61 0.韮6 0.i2

0.05

(ガ ス状)

希釈 され やすい
小孔 か ら透 過 しやすい

金属材料を脆化 あ り な し な し な し 金属 を もろ く、割 れや
す くす る

火炎の可視性 困難 容易 容易 容易 火炎検知が難 しい

熱放射
(輻射率 ・) 0.04～025 0.圭5～0。35 ガ ソ リ ン並 03～0.4

熱放射 による被 害や
類焼 は少 ない

最 大 燃 焼 速 度

£cm/s3
346 43.0 47.2 42.0

爆風圧が大 きい。
ジェッ ト火 炎が保 炎
しやす い

燃焼熱[MJ/Nm3]
総発熱量
真発熱量

至2.78

玉0.77

39.93

35.90
99.1

9L2

限 られたガス体 積で
熱量 を確保す るには
高圧 を要す る

燃焼熱[M∫/kg]

総発熱量
真発熱量

正429

至20.9

55.7

50.2

50.3

46.3

45-49

43-45

熱最 あた りの重量は
小 さい

表2見 直 しが望 まれる法規 制く3)

①高圧ガス製造設備の離隔距離

・第1種 保安物件(学校等)か ら17m以 上

・第2種 保安物件(住宅)か らll.3m以 上
・火気 から8m以 上

・他の可燃性高圧 ガス設備 から5m以 上

②有資格者(保安技術 管理者保 安係員)の配置

③移動式製造設備から車両容器への直接充てん不可

囲
①給油取扱所構内への水素製造設備
あるいは充てん設備の設置不可

囲
①危険物積載車両(高圧水素60Nm3超 、

容器容積120L以 上)の水底 トンネル通行
の制限

①都市計画区域における建築物建築の禁止
「 T

l圧 縮ガスの貯蔵量/処 理量の上限
'

準住居地域
「

商業地域

350Nm3(ま た はNm3/臼)
T

可燃性ガスの上限 可燃性/圧 縮ガスの製造
L

35Nm3(Nm3/日)1不 可(CNGス タン ドでは可)
」

700Nm3(ま た はNm3/日)

準工業地域

70Nm3(Nm3/日);不 可(CNGス タン ドでは可)
L

3,500Nm3(ま た はNm3ノ 日)1350Nm3(Nm3ノ 日)1不 可(CNGス タンドでは可)

4.水 素の爆燃実験

(1)開 放空間における爆燃

(a)実 験方法

水素/空 気均一混合気の開放空間におけ

る爆燃 に伴 う圧力変化 を測定 し,主 に最大

ピー ク過圧 で評価 した。 なお,圧 力 セ ンサ

はピエゾ型 を用い,計 測 ・記録系 を含 めた

時定数は100kHz以 上が確保 されている。

大 きさが高 さ1.05m、 幅2.22m、 奥行 き
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図1解 放 空間での爆燃装置(5.2m3)と 防爆壁(2)

2.22m(障 害物 があ る場合 は高 さ1.13m),

水 素/空 気 混合気 の体積 が5.2m3の 実験

装 置(図1),お よび大 きさが4.29m×

4.29m×2.Om(高),体 積37m3の 実験 装

置(図 略)を 用 い た。 水 素 濃 度 は 主 に

30%と し,濃 度 を変えた場合 も実験 した。

混 合気 をポ リエ チ レ ンフ ィル ム内 に閉 じ

込 め,着 火 直 前 に フ ィル ム を切 断 した。

主 と して電気 火花(40J)を 用い て混合気

中心底部 で着 火 させ た。 また,参 考 のた

め爆薬(C4火i薬10g(5.2×104J))を 用

いて着火 させ る実験 も行 った。混 合気 中

に障害物 と して鉄 パ イプ を溶 接 して作 っ

た3次 元 格 子(パ イ プ部 の容 積10.9%)

を置 い たケ ース と置 か ない ケー ス も試験

した。

(b)実 験結 果

開放空 間で の ガス体積5.2m3規 模 の爆

燃試験結果 を表3に 示す。

表3開 放空間における爆燃実験の結果(2>

水 素濃度

(%)

障害 物
(3次元格子)

点火源
最 大 ピー ク過 圧(kPa) イ ンパ ル ス

(Pa-s)

火炎伝播 速度

(ガス端付 近)

(m/s)
混合気か らの距離(m)

障害物
上部

混合気
下端 10m 20m 40m

距離

10m

20

・ρ3
、◎'

57

30

30

な し

な し

な し

な し

あ り

電気火花

電気火花
電気火花

爆薬

電気火花

=

=
3,270

2.1

8.2

11

1,290

764

0.44

王5

3.1

23

23

0.20

0.85

L6

7.9

7.3

0.11

0.38

0.79

2.7

2.7

10

26

32

45

42

一

(43)

20

1,980

780

な し 電気火花 一 0.40 0.18 0.09 0.03 ～4 75
都 市 ガス 声

濃 度9.5%、 、

水素/空 気体積:5.2m3、 インパ ルス:最 大 ピー ク過圧(kPa)を 時 間に対 して積分 した もの

*日 本 原子力研究所 の実験結 果 を参考 に した
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[水素 と都市 ガスの違 い]

障害物 な し,電 気 火花 に よる着火,ガ

ス体 積5.2m3の 条件 で,水 素濃 度30%を

爆燃 させ た時 の ガス端 か ら10m地 点 にお

け る最大 ピー ク過圧 は約15kPaで あ った。

一方
,都 市 ガス9.5%を 同 じ条件 で爆燃 さ

せ る と,最 大 ピーク過圧 は約0.18kPaで あ

った。 この ように化学量 論比 の混 合気条

件 の比 較で,水 素 で は都 市 ガス よ り約!

桁大 きな最大 ピー ク過圧 が計測 された。

[距離 と爆風圧]

爆 風 圧 の 距 離 減 衰 につ い て は 一般 に

TNT爆 薬の爆 発 にお ける減衰 が参 照 され

る が,混 合 気 の 爆 発 につ い て も例 え ば

Baker-Strehlowの ブラス ト曲線 に より推 測

で きる(5)。 ピー ク過圧,イ ンパル スお よ

び距離 はSachの ス ケール則 で標準 化 され

る。換算 距離[R/(E/po)1/3]と ピー ク過
　

圧[(p-po)/po]の 関係 は火 炎伝播 速

度 をパ ラメー ター として 同一 曲線 上 に重

な ることが知 られてい る(6)。

電気 火花 に よる点 火で は,点 火位置 か

らの距離r(ガ ス端 か らの距 離+1m)と

最大 ピーク過圧 △Pの 関係 は図2の ように

なった。 障害物 な しの場 合,Pに 対す る

rの 次 数 は実験 で は 一1.1で あ った(△p

・Cr-Li)。

また,前 述 の よ うに放 出エ ネル ギー に

関す る立方根 則 が成 り立つ とす る と,燃

焼 ガス量Wに 対 し,△P㏄W1/3と なるので,

均 一濃 度 の予混 合気 を用 い た本 実験 の場

1000

oo1
(郎
隻

〉

10

1

因
璽

へ
1
鋤

《
畷

O.1

一障害物あり

羅20%H2

030%H2

㊧57%H2

馨60%H2

一障害物なし一

ゑ20%H2

ム30%H2

《57%H2

○

黛

幽肇

鹸

蓋
桑
ー

姦

l

i

1霧 。
傘A霧

…

}

I

I

I

荘 煮
1華 嵐

へ1m1・ 、。 ㌦ 》。10

点火点からの距離 侮)

図2爆 燃 に伴 う最大 ピー ク過圧(開 放系)(2)

合,△P・A×(W)1/3×(r)…Llの 形 と な る 。

こ こ で,実 験 の △P=1.54kPa,W==O.14

kg,r==11mを 当 て は め る と,Ax41.5と な

り 、 濃 度30%の 水 素 を 障 害 物 の な い 状 況

で 爆 燃 さ せ た 時 の 関 係 式 は(1)式 の よ

う に な る 。

△P=41.5×(W)1/3×(r)-1・i・ … ・… ・(1)

△P:最 大 ピ ー ク過 圧(kPa)

W:燃 焼 ガ ス量(kg)

r:距 離(m)

例 えば,水 素 ガスか ら5mの 地点 におけ

る ピーク過圧 の許容限界値 を9.8kPaと した

時**,漏 えい,滞 留 の許 され る水素 量 は,

(1)式 か ら2.7kg(30Nm3)と 試算で き

る。 ただ し,こ れは30%の 均一 な混合気が

形成 された場合の試算 であ り,実 際の漏 え

いで は濃度分布が生ず るので,漏 えい後 の

拡散の評価 が重要 となる。また,本 試算は,

*こ こ で ,R:距 離E:爆 発 源 の放 出エ ネ ル ギ ーpO:大 気 圧p:絶 対 的 ピー ク圧

**危 険 限 界値9 .8kP。(0.1kgf/cm2):コ ン ビナ ー ト等 保 安 規 則 にお け る新 設 設 備 向 けの 値
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表4防 爆 壁の効果(4)

(水素30%/空 気70%濃 度均一混合気 に点火、障害物な し)

水素/空気

混合気

体積(m3)

防爆壁* 点火源
最大 ピー ク過圧(kPa) イ ン パ ル ス

(Pa-s)

火炎伝播速度

(ガス端付近)

(m/s)着火点からの距離(m)

混合気
下端 7m Hm 21m 41m

距離

童1m
ドズ

'
、凧2 な し 電気火花 8.2 (計 算>

2.5
像5、 0.85 0.38 26 }

5.2 あ り 魏気火花. 5.6 1.8 Ll 0.70 0.36 19 麟':

5.2 な し 爆薬 1,290 一 23 7.9 2.7 45 約1,980

52 あ り
/
,懲 薬. 1,269 21.2 14 6.2 3.4 36 1約1廊 を

奪ヅ な し 電気火花 8.4 .2.夢. L7 1.0 82

37 なし 爆薬 1,266 66 20 85 至94 約1,980

*防 爆 壁:混 合 気 端 か ら4mの 位 置 に2m(高)xlOm(幅)の コ ン ク リー ト

今回の実験結果を外挿 したものであ り,今

後,水 素量 を増 した実験等を実施 して確認

することも必要となる。

なお,混 合気内での火炎伝播速度は電気

火花点火の場合は外周に移るほど速 くなっ

たのに対 し,爆 薬点火ではほぼ定常状態で

しかも高速度であった。このことから,爆

薬点火では爆こうが生じたと考えられる。

[障害物の影響]

3次 元格子状の障害物を水素/空 気混合

ガス内に設置 し,障害物の影響を実験 した。

障害物があると火炎伝播速度が増 し,ガ ス

中心から11mの 地点で最大ピーク過圧が障

害物なしの場合の3～15倍 になった。

[防爆壁の効果]

図1の 実験装置を用い,混 合気端から

4mの 位置に設置 した高 さ2m、 幅10mの

コンクリー ト製防爆壁の効果 を実験 した。

電気火花による点火 と爆薬 による点火を

それぞれ実施 した。結果 を後述の水素量

の影響 とともに表4に 示す。

防爆壁の後方6mに おける地表面上の

最大 ピーク過圧は防爆壁 により約30%低

減された。爆風が防爆壁上面を通過 した

後回折 して,壁 の陰に も回 り込んだと思

われる。遠 ざかるにつれ防爆壁の効果は

小 さくなった。

[水素量の影響]

体積が37rn3の 実験装置を用い,水 素

30%/空 気70%混 合気で爆燃実験 を実施

。
隻
α
ぐ

10

1

◎.1

ODI

嗣/

隅ン ○

+5.im・,・p・ ・k

X5.2瓢3,exp1(織ve

5.im:㍉sp甑w磁

5,2燃3,exp}(癬e,wall

O37m3,ε 琴)ark

◇37瓢3,explos重ve

一 臼aker-TantrStrehkowourves

O.3箋10

R/RO

図3換 算距離と最大ピーク過圧の
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した。水 素量 が約7.1倍 に なるの に伴 い,

距離1imに お ける ピー ク過圧 が約1.9倍 と

なった。 この ように ピー ク過圧 が水 素量

の ほぼ1/3乗 に比例 し,ス ケ ール則 が成 り

立 つ こ とが確 かめ られ た。す な わち,図

3に 示 す よ うに,水 素30%均 一濃 度 を電

気火花で点火 させ る と5.2m3と37rn3の い

ず れ も,換 算 距離 とピー ク過 圧 の関係 が

マ ッハ数0.2の 同一 曲線 で表す ことがで き

た。

換 算 距離 とピー ク過圧 の 関係 は火炎伝

播速 度 に よ りほ ぼ推 測 で きる。水 素30%

均 一濃 度 を電 気火花 で点火 させ た時 の火

炎伝播 速度 は約44rn/sで あ り,爆 薬 で点 火

させ る と約1,980m/sと なった。

(2)ダ ク ト内にお ける水素 の爆燃

(a)実 験方法

図4に ダク ト型 爆 燃 実験 装 置 を示 す 。

1辺38.1cmの 正方形 を断面 と し長 さ990cm

の ダ ク ト上壁 に圧 力検 知器 と火 炎伝播 速

度 を計 測す る ための イ オ ン電流検 知器 を

配置 し,ま た ダ ク ト端 か ら10mの 地点 に

も圧力 検知 器 を置 い た。 ダ ク ト内全体 を

30%水 素 で均一 に満 た し,閉 鎖 した一端

にて電気火花 で着 火 し爆燃 させ た。 また,

ダク ト内 に遮 蔽断 面積 比0.32で 遮 蔽板 を

7個,13個,25個 それ ぞれ設置 し,障 害

物の影響 を試験 した。

(b)実 験結果

ダク ト内における爆燃試験の結果 を表

5に 示す。

∈990cm

卜 ・叫 イオン魏'囎

[∴ コ!臼霞臼1
k38 .1・1遮 締

聚1篶}苧

38.1

BR=O、32 38.1

11.43

ポンプ

図4ダ ク ト型爆 燃試験装置(3>

表5ダ ク ト内水素爆燃試験の結果(3)

障害物
最大爆麗 三(kPa) 火炎伝播速度

(ダク ト端付近)

(m/s>ダク ト端 ダク ト端から10凱

遮蔽板なし 320 12 610

遮蔽板7個 1,580 調 1,230

遮蔽板13個 1,720 11 1,460

遮蔽板25個 1,050 9 1,660

惨 考)

開放系障害物なし

(水素灘30%)

(ガス端>

8

(ガ ス端Om)

1.5

}

開放系障害物なし

(水素濃度57%)
11 3.1 20

ダク ト:38.1x38,ix990Cm(角 型4面 壁)遮 蔽板:ダ ク ト断薗遮蔽率032

7」(素濃度:30vol%

遮 蔽板 が ない場 合で,開 放 した反対側

の ダク ト端 にお ける最大 ピー ク過圧 は約

320kPa,火 炎伝播速 度は約610m/sと なっ

た。 開放 系の場合(8kPa)に 比べ,壁 で

囲わ れる こ とで ピー ク過 圧 は顕著 に増加

した。 ダク ト内 に遮 蔽板7個 を置 くと,

ダ ク ト端 に お け る 最 大 爆 風 圧 は 約

1,580kPa,火 炎速度 は約1,230m/sと さらに

増 大 した。 図5に ダク ト内 での火 炎伝播

の様 子 を示 す。 ダク ト内 を火炎 が伝 播 す

る につ れ,特 に遮 蔽板 が存在 す る と伝播

速度 が著 しく増大 した。

トンネル内、駐 車場等 の半 閉鎖 空 間で

水 素/空 気 混 合気 に着 火 し爆 燃 す る と,

一70一 季報 エネルギー総合工学
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爆風 により大 きな災害が引 き起 こされる

おそれがある。

5.高 圧水素 ガスの噴出 、火炎の特性

漏 えい元圧20MPaお よび40MPaの 水素

ガスが ピ ンホ ールか ら噴 出 した ときの挙

動 を実験 で調べ た。

(1)噴 出速度

ピ ンホー ルか らの高圧水 素 の噴 出 では

チ ョー クが生 ず るので,噴 出線 速 は噴 出

圧 に よ らず一定 とな るが,密 度 が圧 に依

存す るので図6の ように噴 出重 量速 度 は

圧 の増加 と ともに増 加 した。例 えば噴 出

元圧40MPa,1.17mmφ 円口径 ノズルか ら

噴 出 す る水 素 の重 量速 度 は約O.015kg/s

(約600Nm3/h)で あった。

(2)自 己着火性

水素元圧40MPaま での ピンホールか らの

噴 出において も自己着火は生 じなか った。

(3)火 炎サ イズ

火炎 の長 さと最 大幅 は,等 しい元圧 で

は ノズル の径 にほぼ比例 した。 また,高

元圧 の超 音速 領域 で、等 口径 で は火炎 の

長 さ と最大 幅は噴出元圧 の0.4～0.5乗 に比'
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例 した。水 素火炎 の最高温度 は約1,650～

1,750℃,食 塩水 の微 量噴霧 に よ り視認 で

きた火炎 先端付 近温 度 は900～1,000℃ で

あ った。

例 えば,噴 出元圧40MPa,1.17mmφ 径

ノズルか ら噴 出 した水 素 の火炎 長 さは約

2.9mで あ り(図7),ガ ス温 度300℃ の領

域 は噴出 口か ら約450cmで あ った。

方 向の平均 火炎温 度 を1,500℃ とす る と,

火 炎の 輻射率 εは約0.04と 求 ま った。通

常 の炭化水 素系 燃料 に よる輝 炎の輻 射率

は0,4～0.8で あるので,水 素火炎の εはそ

れ よ り小 さい とい え る。 これは,水 素燃

焼 で は輝 炎 を生 じず,生 成す るH20あ る

いは 中間体 ラジカルの みが主 と して輻射

に寄与す るか らと思 われる。

(4)輻 射熱

1.1mmφ 径 ノズル,40MPaか らの噴出

水素 火炎 による輻射 熱流束 の最 高値(火

炎軸方 向)は 約23,000W/m2(火 炎近傍…,

形態係数 を1と した場合)で あった。その

6.漏 えい水素 の拡散 シミュ レー ション

(つ ピンホールか らの漏 えい

構 造物 な し,風 速3m/sの も とで 元圧

15MPaの 水素が 口径O.8mmφ の ピンホール

70
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図9漏 洩水素拡散 シミュ レー ション(2>

から噴出 した場合を想定 し,模 擬ガスを用

いた1/20縮小規模の風洞内拡散実験の結果

を図8に 示す。放出口から風下に移動する

につれて急速に水素濃度は低下 し,燃 焼下

限界4%に なるのは約3mの 地点であっ

た。これは数値計算 とほぼ一致した。

お ける最大 ピー ク過圧 は約32kPaと 試算 さ

れ た。 また,風 速lm/sの 場合 の同最大 ピ

ー ク過圧 は約10kPaと 試算 され た。

7.水 素 イ ンフラ に求 め られ る安全 面

の要件

(2)瞬 時大量漏 えい

5m/sの 風速 の もと,下 流1mに 幅4.5m,

高 さ2mの 壁 を設 け,80Nm3の 水素 を2.23

秒 間で 放 出 した時の水 素濃度 分布 の経 時

変 化 を数値計 算 で シ ミュ レー トした。風

向 き方 向の断 面で み た,放 出開始2,4,

6秒 後 の水素濃度分布 の例 を図9に 示 す。

放 出終了後,時 間 の経 過 につ れて水 素

の拡散 が進 み,最 高水素 濃度 は急 速 に低

下 した。放 出開始4秒 後 で,地 面 か ら4

m高 さで燃 焼下 限 であ る4%濃 度以 上 の

領 域 は風 下約20mに まで達 した。漏 えい

水 素へ の着 火,爆 発 を回避 す るに は,漏

えい量 の抑制 と着 火源 の除去 が望 まれる。

これ に着 火 した と きの風 下9rn地 点 に

想定される実用水素充てんスタン ドの

安全性 に関 し,予 備的な災害 リス ク評価

を行 って主なリス クを洗い出 した。高 リ

ス クの災害シナ リオとして,高 圧水素貯

槽の脆性破壊,高 圧配管の疲労亀裂/応力

腐食割れ,デ ィスペ ンサー/貯槽への車両

衝二突あるいは大地震 により,水 素が大量

に漏えい,爆 発すること等が挙げられた。

水素施設 における安全性の判断は災害 リ

ス ク評価 を待つことになる。 リスクが社

会に許容される水準である必要がある。

事故の発生頻度を小 さくす るか,万 一

の事故 の被害を最小 にす ることによ り,

リス クが低 減 され る。爆発 に対 しては,

水素漏えいの頻度 と量 を低減する(材 料
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の選択,誤 操作防止,漏 えいの早期検知,

インターロック機構の充実,単 位貯蔵量

の最小化,貯 槽の耐火被覆),拡 散の促進

(開放空間で取扱 う,半 閉鎖空間では十分

な換気),爆 風圧の抑制(障 害物の除去,

半閉鎖空間での取扱い回避),着 火の回避

(着火源の除去,水 素噴出口での焼却)等

の対策が考えられる。

8.お わ りに

近年,発 生件数が減少 した ものの,か

つて石油精製等高圧水素を大量 に取 り扱

う工場 において水素の爆発 に伴 う事故事

例がい くつか報告 された。産業界で取扱

い経験の乏 しい高圧(～40MPa)水 素 を

取 り扱 う水素スタンドを都市部 に設置す

る等のために現行 の法規制 を緩和するに

あたっては,想 定 される事故事象の発生

頻度 とその被害の大 きさを推定 して,災

害 リスクが許容範囲にあることが確認さ

れる必要があろう。水素の性質は天然ガ

ス等の燃料 とは大 きく異なるので,規 制

緩和 にあた り新 たな安全対策 を施す こと

が求め られる可能性がある。 また一方で

は,水 素の普及を図るうえで,コ ス ト高

となる過剰,不 必要な安全対策を強制す

ることは避けなければならない。そこで,

水素の性質等 を明確 にして災害 リスク評

価の精度 を高めることが求められる。本

研究の結果が関連法令,基 準の見直 しに

役立ち,水 素普及のための一助になれば

幸いである。
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〔調査研究報告〕

ガスハ イ ドレー トに関す る研 究

奥 田 誠 醗 欝 鵜 翻 究璽管研究員)

◎◎

1.は じ め に

「ガスハ イ ドレー ト」 は水 分子 と気体

分 子 か らな る氷状 の 固体 結 晶で あ る。 そ

の存 在 自体 は約200年 前 に知 られ てい た

が,限 られた研究 者 の対 象 に留 まってい

た。

そ の後,1930年 代 に シベ リアの天然 ガ

スパ イ プラ インで度 々発 生 した 閉塞 トラ

ブル の原 因がパ イ プ内での メ タ ンハ イ ド

レー トの生成 で あ るこ とが判 明 した こ と

か ら,技 術 的対応 を中心 とした ガスハ イ

ドレー ト研 究が進 め られ るようになった。

しか し,ガ スハ イ ドレー トへ の 関心 が急

激 に高 まったの は,1995年 に米 国 フロ リ

ダ沖の ブ レー ク リッジ,1998年 に カナ ダ

の北極 海 に面 したマ ッケ ンジー デ ル タ,

1999年 に 日本 の熊 野灘 にある南海 トラ フ

での メ タンハ イ ドレー ト試掘 によ って サ

ンプルが採取 されてか らである。

サ ンプル分 析 の結 果,図1に 示 す よ う

に,南 海 トラ フを含 め た 日本 近海 に現在

の 日本 の天然 ガス使用量 の約100年 分 に相

⑳:分 宿が養甕認された海綾

榊…く 欝本が憲張する欝傑釣経濃水域

〆
等ρ

ぐ
郵

＼

頼

ノ略

e3!

/＼

属織墨鶏葉力

筆爲海潔

晋纏 辣 縁

オ準一ンク溝

(6,?は募幕が見込濠

れ蚤溝域登禽む}

(出所:佐 藤幹夫他地質学雑誌鋤02巻 第11igを基に作成)

図1日 本 近 海 の メ タ ン ハ イ ドレ ー ト分 布

ぷ

当す るメ タンガスが賦存 してい る こ とが

予想 された。

新たな 日本独 自の天然ガスエ ネルギー資

源が得 られる とい う期待が,エ ネルギー安

定供給確保,自 給率 向上 とい う国のエネル

ギー ・環境政策 とも合 致 し,2001年 度か ら

16年 間3フ ェーズに渡 る計画で 「わが国に

お け る メ タ ンハ イ ドレー ト開発 計 画 」

(MH21計 画)が 始 め られ た。現在 はそ の

第1フ ェーズ にあるが,2003年 度予算額 は

55億 円で,期 待 の大 きさが伺 える。

*2001年 度の 日本の天然 ガス消費量750億m3に 対 し、試算 された賦存 量は約7.4兆m3
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一方
,ガ スハ イ ドレー トは高い貯蔵性や

ガス選択性 な どの優 れ た特 性 を有 してい

る。 これ を工業 プロセス等 に応用するこ と

によ り新 たな産業 システムの創出や既存 シ

ステムの効率化な どが検討 されてい る。

働 エネルギー総合工学研究所 では,そ の

ようなガスハ イ ドレー トの特性 に着 目 し,

ここ数年 間ガスハ イ ドレー トを利用 した産

業 システムの研究開発 を新エ ネルギー ・産

業技術総合開発機構(NEDO)の 国際共 同

研 究補助事業の委託 プロジェク トとして進

めてい る。本稿 では,MH21計 画の概 要 と

ガスハ イ ドレー トの一般的特徴 お よび関連

の研究 開発動 向について紹介す る。

2.ガ ス ハ イ ドレー トの 分 子 構 造

ガスハ イ ドレー トは,水 分子 が作 る立体

網状構造 の籠(ケ ージ)中 にガス分子が入

り込 んで形成 される。水分子がホス ト分子,

ガス分子が ゲス ト分 子 と呼 ばれる。特 に,

ゲス ト分子が メタンの もの をメタンハ イ ド

レー ト(MH),メ タ ン以 外 に プ ロパ ン,

ブ タンなどを含 む天然 ガス成分がゲ ス ト分

子 に な る もの を天 然 ガ スハ イ ドレー ト

(NGH)と 呼 んで区別す るが,混 同 して使

われるこ ともある。 ゲス ト分子 にはこの他

に二酸化炭素,酸 素 もあ り,こ れ らを総称

してガスハ イ ドレー トと言 う。

図2は 人工 的 に作 った メ タンハ イ ドレ

ー トが ビー カーの 中で燃焼 してい る様子

であ るが,「 燃 える氷」 とい う形容 にふ さ

わ しい ものである。

ケ ー ジ は,図3に 示 す よ うに12面 体

(5角12面 体:水 分子20個),14面 体(5

角12面6角2面 体:水 分子24個),16面 体

(5角12面6角4面 体)な どの多面体 とな

って い る。12面 体 の ケー ジ2個 と14面 体

14面 体

鋤
＼/

欝
1型 ハイドレー ト

三2面体

毒惑
辮

図2燃 焼 するメタンハ イ ドレー ト(9) 図3ガ スハイ ドレー トの分子構造(7)(15)
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の ケー ジ6個 が 集合 して安 定化 した結 晶

構造 を形成 した もの を1型 ハ イ ドレー ト,

i2面 体 のケ ージ16個 と16面 体 のケ ージ8

個が 集合 して安 定化 した結 晶構造 を形 成

した もの をH型 ハ イ ドレー トとい う。 さ

らに,12面 体3個 と12面 体2個 お よび20

面体(5角12面6角8面 体)1個 が集 合

して安定化 した結 晶構 造 を形成 した もの

をH型 ハ イ ドレー トとい い,現 在 は以 上

3つ のハ イ ドレー ト構造が知 られてい る。

ゲス ト分 子 の種類 に よ り形成 されるハ

イ ドレー ト構造 は決 まってい て,メ タン

が ゲス ト分 子 となる メタ ンハ イ ドレー ト

の場 合 は1型 ハ イ ドレー ト構 造 を と り,

プロパ ンガス のハ イ ドレー トの場 合 はII[

型ハ イ ドレー ト構造 をとる。

表1に 主 なゲス ト分 子 とハ イ ドレー ト

構造 の 関係 を示 す。 なお 、混合 ガスがハ

イ ドレー トを形 成す る場合 は,メ タン・プ

A永 久凍土域

200鶯 趨 蠣

400

陰 δ。。
)

遡se。

疑 竃。。。

1200

14◎o

1600

凍土幟 一 総

堆積層息

愁
＼

の　む ロね む 　 　む 　

温 度(℃)

表1ゲ ス ト分子 とハ イ ドレー ト構造く7)

ゲスト分子 構造 ゲスト分子 構造

メタ ン 1 プ 撮パ ン 薮

工 タ ン 王 イソブタン ∬

炭酸ガス 王 窒素 狂

キセノン 王 酸素 豆

硫化水素 1 アルゴン 嚢

メチ ル シ ク ロヘ キサ ン 擁

ネオヘキサン 9

ロパ ン混 合 ガスがH型 構 造 を とる とか,

メ タン・エ タ ン混合 ガス は混合比 に よ り構

造 が1型 か らH型,II型 か ら1型 に変 化

す る とい う現 象が確 認 され てお り,特 に

多成分 混合 ガスの構造 ・物性等 について は

未 だ研究が進 め られている状況 である。

工型 の メ タンハ イ ドレー トは,理 論 的

には水分 子46個 とメ タン分子8個 で構 成

され るので,1m3の メ タンハ イ ドレー ト

が分 解す る とメ タン172m3と 水O.79m3に

2◎0

400

ぞ6・ 。
V

800

疑100G

1200

140◎

1600

B海 域

海水會

礁 糊
-2。 急 ぜ

(e60)2。3。

(出 所:参 考 文 献14,p.67,図3-7を 基 に作 成)

図4メ タンハ イ ドレー トの安定存在領域
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なる。 ただ し,す べ て のケ ー ジにメ タン

分子 が入 る こ とが ない ため,実 際 に は約

150m3の メ タ ン となる。 言 い換 えれ ば,

約15MPaの 圧縮 メ タンガス ボ ンベ に相 当

す る貯蔵性 を有 してい るこ とになる。

また,こ の メ タ ンハ イ ドレー トが生成

す る条件 は,0℃ で約2.6MPa,10℃ で約

7.6MPaで あ る。例 え ば,日 本近海 の深 さ

1000mの 海底 の下 の堆積 層 で は,温 度 が

5℃ 近 くで圧力が100MPa程 度 なので メ タ

ンハ イ ドレー トの生成 が可能 な領域 にな

ってい る。図4に 海底 下お よび永 久凍土

地 帯 にお ける メタ ンハ イ ドレー トの安定

領域(HSZ)を 示す。

表2わ が国における研究開発の目的

① 日本近海の海 底下に賦存する メタン
ハ イ ドレー トの資源化

② 東南ア ジア等の中小天然ガス田か ら
のNGH船 による輸送

③ ハ イ ドレー トに よる国内の天然 ガス

貯蔵お よび輸送 インフラの構築

④ ガスハ イ ドレー トの特長 を活 か した
工業 プロセスお よび産業 システムの

構築

⑤ 地球科学的 な探求

以下,本 章において資源化 と海外から

の輸送 に係わる表2の ①②お よび⑤ の関

連状況を概説 し、国内利用 に関する③④

は次章で取 り上げる。

3.ガ スハイ ドレー ト研究 開発 の位置

づ け

ガスハ イ ドレー トに関す るわが国 におけ

る研究開発 の 目的は表2に,関 連す るプロ

ジェク トの位置づけ を図5に 整理 した。

(1)日 本近海のハ イ ドレー トの資源化

南 海 トラフな ど 日本 近 海の海 底下 に莫

大 に存在 す る と予想 される メ タンハ イ ド

レー トを資源 と して開発 し,日 本 の新 た

なエ ネルギ ー源 に しよ うとす る ものであ

る。 こ の た め,経 済 産業 省 が 策 定 した

NEiDO
〈捷案公募〉

」

圏 一 一

一

7
欝翻編騒
【 π ゾ

一 一一

麟雑欝 剥1鐵 誤獺 雛i嚢 馨φ碗驚騰、7陣

③
及
び
④

石油公団 〈JNOC大 型研究〉 醤GH

チ謀一ン開発

経産省

②

石油公団

石油公団〈MH21計 画〉

MH資 源開溌

資源量評衝

産業技術
総合研究所 生産手法開発

エンジニアリング

振興協会

交逼省

環境評衝

①ー

海上技術安金研究飯 NGH輸 送船

翻発
②

図5関 連研究開発の位置づけ
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(出所:「 メタンハ イ ドレー ト開発計画」資源エ ネルギー庁 石油 ・天然 ガス課作成資料2001.7。19)

図6MH2i計 画 の 概 要

推進グループ

(石油公副

資源量評価グループ 生産手法開発グループ 環境影響評価グループ

(石油公団〉(産 業総合研究所)(エ ンジニアリング振興協会)

図7MH21研 究 コンソー シアムの組織(9)

「わが国 にお ける メタンハ イ ドレー ト開発

計 画」(MH21計 画)に 基 づ き 「メタ ンハ

イ ドレー ト資源 開発研 究 コンソーシアム」

が組織 され,2001年 度 か ら2016年 度 まで

の16年 計画 で 開発 が進 め られ てい る。 そ

の 目的は以下の通 りであ る。

a)周 辺 海域 にお ける メタ ンハ イ ドレー

トの賦存状 況 と特性 の明確 化。

b)有 望 メ タンハ イ ドレー ト賦 存海域 の

メタンガス賦存 量の推定。

c)有 望賦 存海 域か らの メ タンハ イ ドレ

ー ト資 源 ブ イール ドの選択
,並 び に

その経 済性 の検 討。

d)選 択 された メタンハイ ドレー ト資源

驚

疑
鰍

フ ィー ル ドでの産 出試験 の実施(2011

年度 まで)。

e)商 業 的産 出のための技術 を整備

(2016年 度 まで)。

f)環 境保全 に配慮 した 開発 システ ムの

確立 。

MH21計 画の概 要 を図6に 研究 コ ンソー

シアムの組織図 を図7に 示す。

(2)天 然 ガスのNGH船 による輸送

現在,わ が国への天然ガスは,大 規模 ガ

ス田か ら得 られた天然 ガスをLNG(液 化天

然 ガス)と してLNG船 によって運 ばれて き

てい る。 しか し,将 来東南 アジア等 にある

中小 ガス田か らの供 給 を考 える場合,LNG

船 に拠 るよりは天然 ガス をハ イ ドレー ト化

しNGH船 と して運 ぶ方が経 済 的であ る と

いう試算が報告 されている。 この天然 ガ

スハ イ ドレー ト化輸 送技術(NGHChain)

構想 に関する研 究開発 を図8に 示す。

この 中で,NGH輸 送船 の部分 につ いて
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「
ハイ ドレ　 ト　　一

石油公団硫究開登事業

国土交通雀補助研究開発事業

↓
ハイ ドレー ト輸送一

ハイ ドレー ト

ハ イ ドレー ト製造 貯蔵 ・積み出 し

ハイ ドレー ト再ガス化

ハイ ドレー ト ハ イ ドレー ト 天然ガス

積み隠う し 唄亭蔵 分解溝ガス化 供給

(出所:甕 き弩∫ζ献(12)(13)を 基に牽乍成 〉

図8NGH船 による天然ガス輸送構想

写真提供:三 井造船㈱

図9三 井造船 のハイ ドレー ト製造 プ ラン ト

は海上 技術 安 全研 究 所 お よび三 井造 船,

大 阪 大 学 が 国 土 交 通 省 の補 助 を受 け て

2001～2003年 度で開発 を進 めている。

また,洋 上 のFPSO(FloatingProduct

StorageOff-10ading)に よる天 然 ガスハ イ

ドレー ト製造(生 成)と 日本 の港 にお け

る再 ガス化(分 解)に 関する研 究 開発 は,

石 油公 団の石 油 ・天 然 ガス開発 ・利用 促進

型大 型研 究 に よ り製 造部 分 は三菱重 工業

㈱,産 業技 術総 合研 究所 な どが,再 ガス

化 の部分 は三井造船㈱,産 業技 術総 合研

究所 な どが進め ている。

三菱重工業お よび三井造船 は,そ れぞれ

0.5～lt/dク ラス のメ タンハ イ ドレー ト製

造装置 を昨年度試作 している。(図9)

(3)地 球 科学的 な探 究

メ タンハ イ ドレー トの生 成起源 を研 究

す る もの,地 殻 一海洋 一大気 の炭 素循環

とメ タンハ イ ドレー トとの係 わ りを研究

す る もの,な どが挙 げ られている。

4.ガ スハ イ ドレー トの特長 と産業 シ

ステムへの応用

まず,表2の ③ お よび④ を説 明す る前

段 と してガスハ イ ドレー トが有 す る特 長

を述べ る。
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曝
天然 ガス 貯蔵 ・備蓄

バ イ=タニライ ン補助

B◎G処 理

c◎2分 離
海水淡水化

＼

ガスハイ 詳レー ト技衛の
産業分野へ餅 翻

弓蔀熱利爾シスヂム
・蓄熱シス笹ム等

1ハ イ ドレー ト系 冷媒

蝿麟轟

図10ガ スハ イ ドレー トを利用 した産業 システム、工業 プロセスの アイデア(7)

(1)ガ ス包蔵性

第2章 で述べ た とお り,lm3の メタ ン

ハ イ ドレー トが分解 ・再 ガス化す る とメ

タン172m3と 水0.79m3に なるが,こ の こと

は常圧 で172倍 のメ タン貯蔵能力が ある こ

とを意 味す る。貯蔵能力 では約600倍 もあ

る液化天 然 ガス に比べ る と低 いが 、高圧

ボ ンベ に貯蔵 す る圧縮 天然 ガス とは 同程

度 であ る。 なお,メ タンハ イ ドレー トは,

極低 温(-162℃)が 必 要 となる液化 天然

ガス に比べ て取 り扱 いが容 易で,輸 送 ・

貯 蔵 に適 して いる上 に、万 が一漏 洩 した

場合 で も,① 分解 再 ガス化 に吸熱 を伴 う

ので急 激 には分解 ・拡 散 しない,② 着 火

した と して も水分 を含 むので穏 やか な燃

焼 にな る,と い うこ とか ら圧縮 天然 ガス

に比べ て安 全性 が高い とい う長所があ る。

(2)反 応選択性

ガスハ イ ドレー トにお いて は,水 分子

の作 る籠(ケ ー ジ)内 部 の大 きさに見合

うガス分子 の み取 り込 まれ る。 また,ガ

スハ イ ドレー トにな るガス分子 の種 類 に

よって平衡圧力 ・温度が異 なる。

この性 質を利用する と混合 ガスか ら特定

の ガス分子 を分離回収で きる。例 えば,火

力発電所 の排 ガスか ら炭酸 ガスをガスハ イ

ドレー ト化 して分離回収 した り,燃 料 電池

用の改質ガスか ら燃料電池の性能低下 につ

なが るH2Sを ガスハ イ ドレー ト化 して分

離除去 した りす ることも可能である。

(3)生 成 ・分解熱利用性

メタ ンガスハ イ ドレー トの場合,分 解

に係 る吸収熱(ま たは生成 に係 る放 出熱)
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は102.7kcal/kgで あ り,氷 の融解 熱(ま た

は水 の凝固熱)の 約1.3倍 と大 きいのが特

長で ある。

ガスハ イ ドレー トは氷 状 の固体 で ある

か ら,氷 と同様 に蓄熱 や冷熱 利用 の シス

テムに適用 で きる。

(4)分 解圧 力利用性

ハ イ ドレー ト唾→ 水/ガ ス気体 の平衡圧

力 は,メ タ ン ガス ハ イ ドレー トの 場 合

0℃ で約3MPa,20℃ で約30MPaで あ る。

従 って,低 温排熱 等 を利 用 して ガスハ イ

ドレー トを分 解す れ ば,再 ガス化 した時

に高圧 のガス として得 られる。

これ を利用 して膨 張 ター ビ ンな どの シ

ステム に適用 する ことが可能であ る。

(5)自 己保存効果

メ タンハ イ ドレー トの平衡条件 は大気圧

下の場合 一80℃ であるが,自 己保存効果 に

よ り一15℃ 程度 で も分解が進 まず安定状態

を保 つ ので,貯 蔵 が楽 になる現 象があ る。

これは,低 温高圧環境か ら取 り出 されたガ

スハイ ドレー トの塊 は表面か ら分解 してガ

ス と水 になってい くが,分 解 してで きた表

面の水が分解 に係 る吸収熱 によ り凍結 して

ガスハ イ ドレー ト塊表面 を覆い断熱保護す

るため と考 えられてい る。

5.ガ スハ イ ドレー ト利用産業 システ

ムに関す る研 究開発

さてここで、表2の ③および④に関する

利用面の検討状況について紹介する。本章

ではまずその研究経緯につ き概説する。エ

ネルギー総合工学研究所 では,早 くか らガ

スハ イ ドレー トに注 目し,わ が国ではまだ

関心が低 かった1989年 か ら 「非在来型天然

ガス基礎調査」 とい うテーマの もと,1999

年 まで ガスハ イ ドレー トに関す る調査研究

を行 ない,ガ スハ イ ドレー トの基本的な物

性か らメタンハ イ ドレー トの賦存状 況,資

源化(探 査 ・掘削等)技 術,利 用 システム

まで幅広 く,そ の当時急速 に進展 しつつあ

ったガスハ イ ドレー ト関連研究 に関する情

報 を集め,整 理 した。

また,1997～1999年 度 にはNEDOの プ

ロ ジェ ク ト化事 前調 査研 究 「ガスハ イ ド

レー ト資源化技 術先 導研 究 開発 」 を工業

技術 院(当 時)な ど と共 同研 究 を行 い,

資 源化技 術研 究,環 境 影響調 査,利 用 シ

ステム調査 な どを行 った。

この よ うな調査研 究 に よ りハ イ ドレー

トに関す る認 知が わが 国で広 が って きた

頃 と時 を合 わせ て1999年 に石油公 団 の事

業 に よ り南 海 トラフでメ タ ンハ イ ドレー

トが実 際 に採 取 され た こ とが大 きな推 進

力 とな って3章 で述べ た現在 の大 型 プ ロ

ジェ ク トの開始 につながっていった。

これ以降,当 所 はメ タ ンハ イ ドレー ト

資源 化開発の研究 開発 などか らは離 れて,

ガスハ イ ドレー トの特 長 を活 用 した用途

開発,産 業 システ ム応 用 な どに的 を絞 っ

て研 究開発 を行 ってい る。

これ に関す る調 査 ・研 究 開発 は,ガ ス

ハ イ ドレー トの基 礎研 究 を リー ドしてい

た海外 で は カナ ダの研 究機 関 と,国 内で

は産業 技術 総合研 究所(旧 工 業技術 院の

資 源環 境技 術総合 研究 所,北 海道 工業技

術 研究 所,地 質調 査所)と 国際 共 同研 究
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表3ガ スハイ ドレー ト技術応用の産業システムに関するNEDO国 際共同研究の推移

年度 事業名 共同研究機関及び協力企業

98～ ガスハ イ ドレー ト資源 の 工業技術院(資 源環境技術総合研究所、北海道工業技術研究所、

99年 度 エ ネ ルギ ー総 合 開発 ・利 地質調査所)

用技術の研究開発 カナ ダ(化 学 プロセ ス環 境技 術 研究 所<1CPET>、 ス テ シー分 子

科 学研 究所<SIMS>、 ブ リテ ィ ッシュ コ ロ ンビア大 学<UBC>、

カナダ地質調査所<GSC>)

三菱重工業、日鉱探開

00年 度 ガスハ イ ドレー ト技 術 の 工業技術院(資 源環境技術総合研究所、北海道工業技術研究所、

産業利用 ・社会システム 地質調査所)、

化に関する研究開発 カ ナ ダ(S玉MS、UBC、GSC)

三菱重工業、三井造船、川崎重工業

01年 度 ガス ハ イ ドレー ト技術 に 産業技術総合研究所(エ ネルギー利用研究部門、地圏資源 環境

よる天然ガス供給 システ 研究部門 ・・上欄の工業技術院の3研 究所)
ムに関する研究開発 カナ ダ(SIMS、UBC、GSC)

三菱重工業、三三井造船、川崎重工業

02～ 天 然 ガ スハ イ ドレー ト技 産業技術総合研究所(エ ネルギー利用研究部門、地圏資源環境
03年 度 術の産業 システム適用の 研究部門)、

ための研究開発 カナ ダ(SIMS、UBC)

三菱重工業、三井造船

の形 で,さ らに国 内 メー カーの協 力 を得

て現在 まで継続 して行 って きてい る。表

3に この国際共 同研 究の概要 を示す。

これ らは,NEDOの 国際共 同研 究公 募

事業 の補助 を受 け て行 ってい る。1年 な

い し2年 間の公 募事 業で あ るため,研 究

開発 の内容 は継 続 して いるが,件 名 はそ

れ ぞれ異 な ってい る。 この研 究 開発 の 中

で行 ってい る項 目は次の通 りであ る。

① ガスハイ ドレー ト技術 を適用 した工業

プロセス,産 業システムの抽出 とその

可能性の検討

② 上記で抽出 した適用分野の中で有望 と

思われるシステムの概念検討

③ 上記システムの実現可能性評価のための

フィージビリテ ィースタデ ィーの実施

④ 上記システムの実用化 に必要 となるガ

スハイ ドレー トの物性,反 応等に関す

る基盤技術の基礎研究

⑤ 上記 システムの実用化に必要 となる工

業プロセスの要素技術の研究開発

2001年 度 までの① ～③ の調 査研 究 に よ

りガスハ イ ドレー ト技術 を適 用 した産 業

シス テムの フィー ジビ リテ ィーが確 認 ・

評 価 され たので,現 在 は④ と⑤ を 中心 に

研究 開発 を進 めている。

6.ガ スハイ ドレー ト技術適用 の産業

システムの検討

ガスハ イ ドレー ト技術 の適用が可能 と思

われる分野 として,天 然 ガスの輸送 ・貯蔵,

分散型発電 システム,炭 酸 ガスの分離 ・固

定化,天 然 ガス 自動車 な どを抽出 した。

天然 ガスの輸送 ・貯蔵 は,図 判 に示 す

ように内陸部 の天 然 ガス需 要地 に天然 ガ

スハ イ ドレー トを トレー ラー輸送 す る構

想 で ある。 ガスハ イ ドレー トの分 解 お よ
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図11天 然 ガスハ イ ドレー トによる国内輸送 ・貯蔵 システムの フロー(6)

影
譲

冷水ポンプ 生成ボンプ空気

図12ガ スハ イ ドレー ト利用吸気冷却 ガスタービン発電 システムの フP-(6)

び燃焼は前述のように穏やかであるので,

輸送においても比較的安全性が高い と考

えられている。

また,ガ スハイ ドレー トを利用 した分

散型発電 システムの例 を図12に 示す。従

来技術 として,ガ スタービン発電設備の

夏季出力低下 に対 して夜間電力利用氷蓄

熱 とその冷熱利用の吸気冷却 システムが

実用化 されている。氷の代 わ りにガスハ

イ ドレー トを利用 した場合,吸 気冷却 と

同時に分解 ・再ガス化 したメタンがター

ビ ンの燃料 とな る,ま た分解 圧力 が高 い

ので膨 張 ター ビ ンで さらに電 力 の回収が

で きる こ とが利点 とな り効率 的 な シス テ

ム になると考 えられてい る。

発電 システ ムへ の適 用 では,他 に もハ

イ ドレー トの高 い分解圧 力 を利用 したガ

ス イ ンジェ クシ ョン タイプのデ ィー ゼル

ガ ス発 電設 備,ハ イ ドレー トの燃焼 と同

時 に発 生す る蒸気 を有 効利用 す る シス テ

ム などが考 えられてい る。
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これ らシス テム に関す る フ ィー ジ ビリ

テ ィー ス タデ ィ ー(シ ス テ ム技 術 検 討

(物質バ ラ ンス,エ ネル ギーバ ラ ンス)お

よび経 済性評価)に つい ては,図11の 例

で ロー リー(輸 送容量56m3)に よる輸 送

距離300km,年 間輸 送 量7,21,35×

106m3の3ケ ース に対 して,ま た図t2の 例

ではガス ター ビン7,120kW,蒸 気 ター ビン

2,240kWの4系 列合計37,440kWの 発電 設

備 での ケース につい て計算 を行 い,導 入

可能性 の確認 を行 ってい る。

なお,こ の試算 で は メ タンハ イ ドレー

トの物 性値 を使 って計 算 して い るが,実

際 に は天然 ガス(メ タンの他 に ブ タ ン,

プロパ ン等 の成分 を含 む。)の ハ イ ドレー

トを扱 うこ とに なる。 この よ うな混合 ガ

スハ イ ドレー トで は純 メ タンハ イ ドレー

トとは平衡 温度 ・圧 力 な どの物性 が異 な

り,運 転 条件 が緩和 され,よ り経済性 が

得 られ る可能性 もある ので,今 後 の混 合

ガスハ イ ドレー トの物 性研 究 の結果 を反

映 した概念設計 をす る必要があ る。

7.産 業システム実用化のための基盤

技術研究開発

ガスハ イ ドレー トを上述の産業システ

ムの適用する場合,そ の実用化 に必要な

技術項目としては次の ものが挙げられる。

① 混合 ガスハ イ ドレー トの生 成 ・分解 に

関す る反応機構解 明

② ハイ ドレー トスラリー挙動 ・特性 の把握

③ 実用的 なハ イ ドレー ト濃度測定技術

先 に も述べ た ように実 用 プ ロセスで は

天然 ガス とい う混合 ガスのハ イ ドレー ト

を取 り扱 うこ とになる。

混合 ガスの特性 において,1)純 メ タン

ハ イ ドレー トで は1型 構 造 を とる の に,

プロパ ンが3%混 じる とII型 構造 になる。

2)メ タン/エ タン混合 系 では メ タ ン濃

度0.74以 上 で1型 か らH型 に変化 し0.993

以 上でH型 か ら1型 に戻 る。3)メ タン

にエ タンや プ ロパ ンが混 じる と生 成 ・分

解 条件 が低圧 ・高 温側 に移動 す る。 な ど

とい う現象が 明 らか にな って きた。 この

特性 に よ り実 用 シス テム の設計仕様 が 変

わ って くる ことが 考 え られ る。 この よう

な特 性 の反応 機構 な どは まだ十分 に解 明

されていないので,把 握 する必 要があ る。

それ をもとにガスハ イ ドレー トの生成 ・

分解速度 を速 めた り制御 した りす る技術 を

構築 す ることが重要である と考 えている。

また,実 用 プロセ スで はペ レッ ト形 状

に よる貯 蔵,水 な ど と混合 したス ラ リー

状 態 での配 管内流 動供 給 に なる と想定 さ

れて い るが,ペ レ ッ トの貯 蔵特性 に して

もス ラ リーの流動 特性 に して も未 だ十 分

に は把 握 され てい ない。ハ イ ドレー トス

ラ リーの配 管 内流 動 時の圧 力損失 はい く

らか,分 解 ・再 ガス化 しなが ら流動 して

い く場 合 の熱交換 率 は い くらか,な どプ

ロセス設計 に必 要 な項 目は まだ多い。

また,新 た な試 み として ガスハ イ ドレー

トの貯蔵条件 を緩和す る もの と してガスハ

イ ドレー トとシリコンオイル等 を混合 した

ハイ ドレー ト油ス ラリーに注 目 し,そ の特

性把握 の実験研究 な ども行 ってい る。

一 方
,計 測技術 の関係 で は,従 来 ハ イ
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ドレー ト結 晶構 造 の解 明 に は核磁 気 共鳴

法(NMR)や ラマ ン分光分析 の技術 が威

力 を発揮 してい るが,発 電 システ ム にお

い て発 電量 に対 応 した燃料 供給 を行 うに

は現 場 にお けるハ イ ドレー トス ラ リー濃

度測 定(オ ンライ ン計 測)が 求 め られ て

お り,NMRや ラマ ン分光分析 で は対 応で

きない。 そ こで,現 在 誘 電率 セ ンサ ー を

利用 したス ラ リー濃 度計測 法 な どを研 究

開発 してい る。 また,MRIマ イ クロイ メ

ージ ング法 に よるガスハ イ ドレー ト混合

物 の可視化 計測 法 につ いて も適 用 の可能

性 につい て研 究 を進め てい る。

6.あ とが き

ガスハイ ドレー トの産業システムへの適

用は解決 ・解明 しなければならない技術的

および社会システム的要件がまだ数多 くあ

ると考えるが,三 菱重工業および三井造船

において1t/d規 模のハイ ドレー ト製造装置

を製作するところまできてお り,実 用化へ

の道が多少見えてきたようにも思える。

ガスハ イ ドレー トの研究開発 について

は,産 業システム適用に係る ものとNGH

輸送チェーン開発 に係るものなどと共通す

る項目が多い。今後,そ れぞれの成果を相

互に活用 し早期の実用化に向けた研究開発

がさらに進展 していくことを望みたい。

エネルギー総合工学研究所におけるガ

スハ イ ドレー トの研究開発 はNEDOの 補

助事業 として進めている。また,研 究開

発の実施 にあたっては共同研究先である

産業技術総合研究所,カ ナダの研究機関,

お よび再委託で協力 をいただいているメ

一 カーの支援 を得 てい る
。 こ こで あ らた

めて関係各位 に感謝 したい。
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〔調査研究報告〕

高温 コークス炉ガスの ドライガス化法による

水素製造一小型装置 による実験一

橋 本 孝 雄 暁 欝 灘 翻 究望鰍 員)
奄 議 竃 潮 直 画 奄 漸 竃 竃 至 剛 づ 甑 づ づ 噸 φ 歪 郵 画 幽 蝦 動 噸 郵 醐 壷 醐 醐 奄 甑 俺 醐 醐

1.は じ め に

水 素 エ ネル ギー 時代 の 到来 に向 け て、

ク リー ンな発 電 シス テ ムであ る燃 料電 池

(FC)に 注 目が集 まってい る。特 にFC自

動 車普 及へ の期待 は大 き く,あ る予測 に

よれ ば,2020年 には約500万 台 のFC車 を

想 定 しそれ に必 要 な水素量 は年 産40億m3

との試算 が な されて いる。 しか し現在流

通 してい る水素量(2億m3程 度)で はそ

の需要 に は応 え られ ない。勿論,既 存技

術 に よ り都 市 ガス,ナ フサ改 質か らあ る

程度 の水素 を得 るこ とは可 能ではあ るが,

将来,多 量 の水 素需 要が生 じた際,供 給

面 で どの ように して安価 な大量 の水 素 を

確 保 す るかが重 要 な課題 であ る。米 国で

は,FutureGen計 画(1)に示 す よ うに,2010

年 まで に ガ ソ リ ン価 格 レベ ルの1.5ド ル

/gaUonの 水 素 を製造 す る技 術 を開発 す る

ことを目的に技術 開発 を進 めている。

この ような状 況 下 で,国 内製鉄所 が有

す るコー クス工 場 か ら発 生す る副生 ガス

の コー クス炉 ガス(COG)は そ の発 生量

(年 間115億m3,水 素 として65億m3)か

らFC用 水 素供 給源 と して有 望視 されて い

る。 また,コ ー クス工場 は将 来水 素 需要

の多 い と思 われ る首都 圏,都 市部 周辺 に

も比較 的多 く立地 してい る こと も好材料

であ る。COGに は,元 々,50%程 度 の水

素 が含 まれる こ とか らPSAで 分 離 し水素

を利用 している製鉄所 もある。

コー クス炉 か ら直 に得 られ る高温COG

(700～800℃,水 素,メ タンの他 にタール

等 の液状成 分蒸気 を含 む)は,供 給 可能

量 の大 きさに加 え,供 給基 地 の分散化 ・

広 範 囲供給 の可 能性 があ る こ と,お よび

コス ト面 か らもFC導 入初期 の水 素供給 源

と して期待 で きる。 また,高 温COGは,

水 素,一 酸化 炭素,メ タ ン,タ ー ル等 を

含 むこ とか ら,そ の保有 顕熱 を利 用 しつ

つ効 率 的 に タール成分等 を ドライ ガス化

(高温COGを 微 減圧下で ガス化 しハ ン ドリ

ング しやす い水 素,一 酸 化炭 素,メ タ ン

等 の ドラ イガス に改質 す る反応)し て水

素 に転換 し最終 的 に水素 生成 量 を増 幅す

るための技術開発が行 なわれ ている。

高 温COGド ラ イガス化 プロセ ス には無

触 媒 と触媒 を用 い る2つ の ケースが あ る

が,こ こで はす で に検 証済 み で今後 有望

な無触 媒 ドライガ ス化 プ ロセ ス に関 す る

小 型実験 装置 による成果 の一部(2)(3)を中心

に紹介 す る。
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2.プ ロセ ス の概 要

高温COGド ライ ガス化 プロセスの全体

概 略 フ ロー を図1に,高 温COGド ライ ガ

ス化炉 内反応 イメージを図2に 示 した。本

プロセスの基本的な考 え方 については,す

でに 「コークス炉 ガスの改質並 びに顕熱回

収法」 として片 山によ り特許出願(4)されて

いる。

本 プ ロセス の特 徴 は,微 減圧 下,タ ー

ル等蒸気 成分 を含 む高温COGに 少量 の酸

プロセス蒸気

芸

高温COG》 ム篇一クス頗

(壌姻霞) 4㌧ 群

石 炭
蝋鱒鷺棚ひ

ゴ

窒気

沿

豊
篇一 クス

←

皿一一空気分緩

装避
㍉ 塾L7

酸棄1

ドライガス北

給◎◎触

素 と水 蒸 気 を加 えて,水 素,一 酸化 炭素

等 に ドライガス化す る もの で,タ ー ル等

成分 を下 流側 でハ ン ドリング容易 な ドラ

イガス に改質 す る こ とが技 術 開発 の ポイ

ン トで あ り,ド ライ ガス化部 分以外 は既

存技術 での対応可能 である。

本 技 術 開発 の 目標 は原 料 カ ー ボ ンの

g8%以 上 を ガス化 す る こ と,お よび原料

COG中 の有効 ガス(CO+H2)量 を2倍

以上 に増幅す るこ とである。

さ

。」殊 ン

や　な　

今

高温顕熱
回収

ニ　　　　

亭
監

高温顕熱
圃収

水洗塔

中轟蒸気 　　　　

傘
象

H2,C◎ ρ◎2,H2S他

CO変 性 廃熱翻収

礎
猛

護

酸性ガス除去
(PSA>

麗

輔$

図1高 温COGド ライガス化水素製造プロセス概略のフロー

【高温COG】

CH4;29.5Q

H2:55.6

他:14.9

【保有顕熱】

【水素 題ガス 】

(ドライガス)

【部 分 酸 化 反 応(発 熱 反 応)

・C卜14十1/202→C()一 ←2嚢→2

他

【改 質 反 応(吸 熱 反 応)

・CH4十H20・ →CO十3H2

・CH4十CO2・ 一一ゆ2CO十2H,

他

Cト ㌔:～1%

H262

他37

【酸 素 ・蒸 気 】

図2高 温COGガ ス ドライ化 炉内反応 イメージ
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図3高 温COGド ライガス化 実験装置 フロー

3.小 型実験装置 による実験

(1)小 型実験装置

高温COGド ライガス化特性 を把握 ・検

証す るため,既 設のコークス試験炉 を利

用 し,高 温COG発 生量 に見合 う ドライガ

ス化実験装置(図3,図4)を 設置 した。

現在,装 置 は㈱新 日化環境エ ンジニアリ

ング君津事業所 内に設置 されてお り運

転 ・分析業務も同社が担当 している。

筆者 らは,運 転計画お よび設備改造計

画等の立案 ・実施,実 験結果の解析 を行

なうだけな く,直 接現場に赴 きデータ取

得状況を把握す ることにしている。毎回

の現場での立会いは,後 日,デ ータ解析

の精度を確保するのに非常に役立つ。

餐.
・門 讐 ζ

馳
嚢

図4実 験装置全景
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酸素

→
蒸気
(LPG>

図5横 型 ドライ ガス化 ヘ ッ ド

図3に おい て ドライ ガス化炉 は,ハ イ

アル ミナキ ャス タブル を内張 りした中空

円筒容 器 の ドライ ガス化 ヘ ッ ド部(R-1)

と耐 熱反応 管(R-2)で 構成 されて いる。

ヘ ッ ド部 には高温COGが 酸化剤 と速 やか

に混 合す るた め に噴射 ノズルが装 着 され

ている。R-・1(図5)はCOGお よび酸素等

を水 平 ・接 線 方向 か ら吹 き込 む横型 タイ

プであ り,こ の他 に垂直 形状 の もの を交

換 し実験 で きるよ うにな ってい る。 図6

に,LPG燃 焼 時,高 温COGの ガス化 反応

時 の状況 を示 した。R-2(内 径102mm,長

COG供 維a時 閣後 C◎G供 給4鋳 闘 綾

図6ド ライガス化ヘッ ド噴射 ノズル状況
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さ2.5m)は 加 熱 用 電 気 炉(高 さ2m,

max.1,500℃,3分 割)を 備 えて いる。 ま

た,生 成系 には,発 生 カーボ ン回収 のた

め固 液分離 系が あ り,そ の他,運 転管 理

と各種 デ ー タ保存 の ため のガス分 析 ・デ

ー タ収録 システム を具備 している。

(2)実 験

① 実験ス ケジュール

表1高 温COG組 成例

成分 rnol% Wt%

H2

N2

CH4

CO

CO2

C2拳

H2S

$02

NH3

ター ル 等

水 分

43.3

t2

25.3

5.4

1.6

2.3

α で

0』

0.7

1.4

18.6

6フ

2.6

3壌.2

11.6

5β

5.3

α3

◎.4

0.9

1◎.◎

25.7

実験 で は,実 機高 炉 コー クス用 と して

使用 されて い る装入 炭 を コー クス試 験炉

に仕込 み,発 生す る模擬 の高温COG(組

成例 を表1に 示す)を 実験 に用い た。代

表 的 な実験 ス ケ ジュー ルは表2の 通 りで

ある。実験 前 日,コ ー クス試験 炉 に予 め

セ ッ トした80kgの 装 入炭 を実験 当 日の朝

か ら徐 々 に昇 温 ・加 熱 す る と と も に,

LPG燃 焼 に よ り ドライ ガス化 ヘ ッ ド部 を

所定 の温 度 まで加熱 ・昇 温,ガ ス供 給 ラ

イ ンをLPGか ら高 温COGラ イ ン(700℃)

に切 り替 え,そ の時 点 を ドラ イガス化実

験 開始時刻 とした。 実験 は,乾 留初 期 を

避 けて5時 間経 過時 か ら9～10時 間経過

時 までの比 較的実 高温COGガ ス組 成 に近

い 区間にお いて連続 的に実施 した。

手誉
輿 崖◎◎.◎1◎o.◎

② 実 験 条 件

実,験 条 件 は,高 温COG流 量:10～20

}/min,酸 素 量:8～1251/min,水 蒸 気 量:

1.29/min,反 応 圧 力:0.09MPa以 下(微 減 圧

下),ガ ス 化 炉 ヘ ッ ド部 温 度:～1,350℃,

出 口 吸 引 ガ ス 流 量:261/minで あ る 。

表2実 験スケ ジュール

項 員 設 定 条 件

《高温COGド ライガス化装置》

石炭乾留閉始時刻

ガス化炉ヘッド予熱時問

高温COG供 給時間

出ロガス吸引量

酸素供給量

8:00

1◎:40～13:00

13;◎0～17;3◎

26L/田in〈max)

12.5～8.OL/min

《 実 験 コー ク ス 炉 内の状 況 》

コークス化 開 始(8時)→ 石 炭 水 分 蒸 発 完 了(18時)→

プ ラスチジク厨 の 合 体(19時)→ タール前 駆 体 消 滅(24時)ゆ

:一クス概 成(翌H5時)→ 赤 熱 コークス消 ジく(翌 濤8時)
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サ ンプ リ ングは,!時 間 間隔 と し原料

ガス組成,生 成 ガス組成,タ ール,BTX,

水 分濃度 を分 析 した。 カー ボ ン生成 量 に

つ い ては,実 験終 了 の翌 日,実 験装 置 を

開放点検 す る際,各 部分 ご とにカー ボ ン

をか き集 め重量 を測定 した。

③ 物 質収支

物質収 支算 出 にあた り,高 温COG流 量

は直接 測定 がで きないため供給 側 と生成

側 の カー ボ ンバ ラ ンスか ら推 算 した。 ま

た,生 成側水 分 は まず,供 給側 と生 成側

との酸 素バ ランスか ら燃 焼 に よる生成水

を推 算 し,次 に,こ の生成水 に供給COG

含 有水 と供給 プロセ ス水 とを合算 して求

め た。全 体 の物 質収支 は,原 料供給 側 は

高 温COG,プ ロセスス チーム,プ ロセス

酸 素 の合計,ド ラ イガス化 反応生 成物側

は ドライ ガス,タ ール,BTX,水 分,カ

ーボ ンの合計 として元素 バ ランス に よ り

検討 した。

(3)結 果

分析,測 定,計 量 デー タ に基づ き,反

応系 の総合 物 質収支 を算 出 し,ド ライ ガ

ス化率(目 標 値:98%以 上),有 効 ガス量

増幅比(2倍 以上)に ついて検 討 した。

① ドライガス化率

ドライガス化率 を,100一 ガス化未転換

カーボ ン率 として定義 した。 ここで,ガ

ス化 未転換 カー ボ ン率 は,原 料 であ る高

温COGの 炭素量 に対す る ドラ イガス化 後

の カー ボ ン析 出量(ミ ス トタールの炭 素

量 も含む)の 割合であ る。

図7に,酸 素供 給流 量 を3段 階 に変 え

て実験 を行 なった結果 をO/Cと ガス化率

の 関係 で示 した。結 果 に よれ ば,酸 素供

給量12.51/minで は,ガ ス化 率98%を 達成

し て い る が,酸 素 供 給 量 の 少 な い,

O/Cが 小 さい場合 にはガス化率が低 下す

る傾 向が見 られ た。 これ は,本 実験装 置

が小 規模設 備 で ある こ とか ら断熱 を強化

冨
馨
]
癬
蓼

100

98

96

94

92

90

目標 ↑
¢ 無傘 蝕詣 一蜜

△△

暫 湖
坐 ◆ 酸 素12.5NI/min

劉 酸 素1◎ 轟ON量/min

△ 酸 素8.ONI/期in

◇ 補 熱 用水 棄 供 給 の 場 合

く酸 素12.5Nll/min)

O.5 1 1.5

0/C日

2 2.5

図7酸 素流量別の0/Cと ガス化率の関係

一92一 季報エ ネルギー総合工学



紛◎

9◎

8◎

裳7◎

冨6◎
擬5◎
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◎
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φ 補熱 罵水繁 供給 な し(酸 素8.0～125Nl/min)i'

0 1020304◎

ヒート鐵ス[瑚

図8ヒ ー トロス と冷 ガス効率 の関係

して いるが装 置上 の限界 もあ り,そ の結

果,ガ ス化ヘ ッ ド部 で ヒー トロスが生 じ,

所 定 の ドライ ガス化温度 を維 持す るため

に供 給 プロセス酸 素 の一部 を消費 したた

め と考 え られる。

この ヒー トロス を補 うため高温COG供

給 ラ イ ンに補 熱用 水 素 を供 給 した場 合,

補 熱用水 素 に よ りガス化ヘ ッ ド温 度 の低

下 防止,ヒ ー トロスの抑 制 が はか られ,

O/Cの 小 さい領域 で もガス化率98%以 上

達成 の見 通 しを得 た。

また,ヒ ー トロス と冷 ガス効率 の 関係

門嗣◎
〉
＼
【◎
〉
漏
云

聾

騨

　麟

3

2

1

0

50 60

を図8に 示 した。実線 は㈱KEMの ガス化

シ ミュ レー タに よる推 算値 と良 く一 致 し

てい る。

② 有効ガス量増幅比

有効ガス量増幅比 は,ド ライガス化後

の有効 ガス(H2+CO)に 対す る原料高温

COG中 の有効ガスの容量比 として定義 し

た。図9に0/Cと 有効ガス量増幅比の関

係 を,表3に 補熱用水素供給あ りの場合

の反応結果を示 した。経過時間 とともに

有効ガス量増幅比が減少傾向にあるのは,

0.5

ー標囲
㌣蹴 ◇ ◇ ◇

,

△埜 『『解 櫨

◆酸 素12.5Nl/min

塑 酸麹 ◎.OWmin

△ 酸素8.ONI/min

◇ 補熱用水素供給 の場合(
酸素12.5NI/min)

11.5

0/C[・ 一】

図9有 効 ガ ス 比 と0/Cの 関 係

2 2.5
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表3ド ライガス化実験における有効ガス(H2十CO)量 増幅比

一一一一

サ ンプ リング時 間(h)1梼 幻d凄5:◎ ◎i16ml嘆7ゆd壌7:3◎

供 給 側(mol/h)

H2 薫42遷 1559 壌6£3 肇7.7S 璽7β2

CO 2ま)4 2.唾2 223 2.35 2β5

有効ガス量合計 壌625 17.7壌 18.86 2α 壌1 護997

生 成 側(ra◎1/h)

麟2 3δβ9 35β6 35.62 34、壌2 34.4壌

CG 壌2β凄 唾2.67 壌254 れ β4 壌t66

有効ガス量合計 48蔦 4&33 48.遷6 45.76 46{)7

増幅比(生 成/供 給) ゑ.98 2.73 2.55 2.28 2.3壌

実験 コー クス炉 はバ ッチ運用 の ため発生

す るCOG中 の水 素濃度 が徐 々 に増加 す る

ためで ある。

補 熱用水 素 の供給 が ない場 合,有 効 ガ

ス量増幅比 は2.2～1.8で あ ったが,こ れ も

ドラ イガス化率 の場 合 と同様 に,ド ライ

ガス化 温 度維持 の ため供給 プロセ ス酸素

の一 部 を消 費 し,結 果 として有 効 ガス を

燃焼損 失 したため であ る。一方,補 熱用

水 素 を供給 した場合 には,有 効 ガス量 増

幅比 は2以 上(表3)と な り目標 値 を達

成 してい る。

4.プ ロセスの経済性検 討

プロセス シ ミュ レー ター を利用 し設計 検

討 を行 ない概 略建 設費 を算 定 した。経 済

性 の評 価 は,ナ フサ スチ ーム リホ ー ミン

グ法水 素製 造 コス トとの比 較 で検 討 を行

った。

検討 の結果,以 下の ことが分 か った。

⑱ 製造 コス トに占め る変 動費 の割 合が 約

80%で,そ の大部 分 はCOGと ドライガ

ス昇圧動力 な どの経 費である。

⑧製 造 コス トに占め る固定費 の割合 は約

20%で 製造 コス トへの影響は小 さい。

◎水 素 は 日本 で多 く採用 され る既存 技術

の ナ フサ原料 水 素製造 法 よ りも低廉 に

製造で きる。

ドライガス化 プ ロセス検 討 の一環 と し

て,全 体 プ ロセス構成 の経 済性 を粗評 価

した。 製鉄所 内 コー クス炉 に隣接 設置 さ

れ る もの と し,コ ー クス 日量2,000ト ン相

当 を生産 す る際 に副生 す る高 温COGを 原

料 に,化 学用 高純 度水 素 を製造 で きる規

模 と想 定 したプロセス(図1)を 構築 し,

4.お わ りに

小型実験装置を用いた微減圧下,タ ー

ル等 を含む高温COGド ライガス化実験 に

よ り,当 初の 目標である ドライガス化率

98%以 上,有 効ガス量増幅比2以 上の達

成およびプロセスの経済性検討結果 によ
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り無触媒高温COGド ライガス化プロセス

成立の見通 しを得た。

今後は,本 成果 を含めて適正な技術開

発成果の評価 を経て次のベ ンチプラン ト

段階への展開が期待される。

なお,本 研究は,R金 属系材料研究開

発センター(JRCM)が 経済産業省の補助

金 を受け,民 間企業,大 学等が連携 をと

りなが ら行なっている 「製鉄プロセスガ

ス利用水素製造技術開発」の一部 を役務

提供のかたちで実施 したもので,関 係各

位の協力に感謝いたします。
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◇ 主 なで きご と

研究所の うごき

(平 成15年10月!日 ～ 玉2月31臼)

◇ 月例 研 究 会

第2i7回 月例 研 究 会

日 時:10月31日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館7階702・703会 議 室

ア ー マ.

1.地 球 温暖 化対 策 の現状 とその 一手段 と して

の温暖化対 策税 について

(環境省 総合環境政 策局 環境 経済課

課長補佐 永見 靖 氏)

2.地 球温暖化研 究の最前 線

一IPCCと 地球 温暖化 イニ シアテ イブー

((独)国 立 環境研 究所 社会環境 システ ム

研 究領域 環境計画研 究室長

原沢 英夫 氏)

第218回 月例研 究会

日 時:Il月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館7階702・703会 議室

アーマ.

1.リ ス クベ ースの安全 の考 え方

(プロジェク ト試験研究部 主管研 究員

氏 田 博士)

2.MITが 描 く原子力 の未来

(プロジェク ト試験研 究部 専 門役

楠 野 貞夫)

第219回 月例研 究会

日 時:12月19日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館7階702・703会 議室

ア ー マ.

1.わ が 国の バ イオマ スエ ネルギ ーの現 状 と今

後の見通 し

(㈱ 三菱 総 合 研 究所 地 球 環 境 研 究 本 部

サス テナ ビリテ ィ研 究部

主任研究 員 井上 貴至氏)

2.経 済産業省 のバ イオマス導入促進 施策

(経済産業省 資源エ ネルギ ー庁

省エ ネル ギー ・新 エネルギ ー部

新エ ネルギー対策 課 長 荒木 由季子氏)
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IO月1日(水)

lO月8日(水)

22日(水)

30日(木)

31H(金)

11月6日(木)

7日(金)

llEl(火)

12日(水)

17日(月)

19日(水)

25日(火)

27日(木)

12月1日(月)

8日(月)

9日(火)

12B(金)

15日(木)

16日(火)

・第2回 高効率廃 棄物 ガス変換発

電技術評価 委員会

・第1回 品質別 電力 供給 システ ム

技 術検討 会

・第1回 電 力系 統制 御 シス テム技

術 検討会

・第2回 天 然 ガスハ イ ドレー ト技

術 の 産業 シス テ ム適用 の ため の

研 究開発委 員会

・第1回 電 力分 野技 術戦 略 に関 わ

る動向調査 委員会

・第3回 高 効率 廃棄 物発 電技 術 に

関す るセ ミナー

・第3回 高効 率 廃棄 物発 電技 術 に

関す るセ ミナー

・原子 力水素研究 会

・第1回 新 電力 供給 システ ム技術

に関わ る動 向調査WG

・第!回 風 力発 電電 力系 統安 定化

技 術 開発実 行委員 会

・第1回 核 燃料 サ イ クル関連 技術

調査委員 会
・第2回 多様 なニ ーズ に対応 す る

フ レキ シブ ル ター ビ ンシステ ム

の研 究 開発 委員会

・第2回 電 力系 統制 御 シス テム技

術 検討会

・第1回 大 気改 善 のた めの 自動 車

及 び燃料技 術 開発 に関す る調査

委員会

・第2回 品質別 電力 供給 システ ム

技 術検討 会

・第3回 高 温 ガス炉 プラ ン ト研究

会

・第2回 エ ネルギ ー経 済環境 予測

検 討委員会

・第2回 高性 能 畜熱 材料 に よる熱

搬 送 ・利用 シス テム検 討委員会

・第1回 高 速増 殖炉 利用 システ ム

開発調査検 討委員会

・第1回 高効 率発 電 及 び地球 環境

保 全技術 に関わ る動 向調査WG

・第3回 木 質系 バ イ オマス に よる

小 規模 分散 型 高効 率 ガス化 発電

システ ムの開発 推進委 員会

・第1回 小 出力 発電 設備 の 自主保

安 を促す方 策 に関す る検 討会

季報エネルギー総 合工学



17日(水)

18日(木)

25日(木)

・第2回 新 電力 供給 シス テム技術

に関 わる動向調査WG

・第1回 「水 素安全 利用 等基 盤技

術 開発」 「革新的技術 に関す る調

査 ・研究 委員会」

・第2回 水 素基 礎物 性 に 関す る委

員会

◇ 人事異動

010月1日 付

(出向採用)

松本行晴

横由 博

村田謙二

業務部長

プロ ジ ェク ト試験 研 究部 主 管

研 究員 電力技術 開発 プ ロジェ

ク トリーダー

非常勤嘱託

012月31日 付

(出向解 除)

野 ロ 仁 プ ロジ ェ ク ト試 験 研 究 部 部

長 ・副主席研 究員
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編集後記

昨 年 は,イ ラ ク戦 争 に始 ま りイラ ン大 震i

災 に終 わ っ た混乱 の 年 で あ りま したが,年

が 変 わ り穏 や か な 日差 しが 続 く正 月 を迎

え,今 年 の世 界 と 日本 もこ の よ うに あ って

欲 しい と願 わ れ た方 が 多 か っ た と思 い ま

す 。

もっ と もこの 陽気 の せ いで しょ うか,日

比 谷公 園 のつ つ じが,部 分 的 に花 をつ け る

とい う珍 現 象 が見 られ ま した。広 い園 内 で

局 部 的 に咲 い た花 で,普 段 な ら見 過 ご しに

して い る と ころ を当 所 職員 が 発 見 し,筆 者

等 も野次 馬 気分 で駆 け つ け確 認 した もの で

す 。 そ れ を地球 温 暖 化現 象 と結 び つ け るの

は早計 と しま して も,こ の穏 や か さの 裏 に

隠 れ,あ るい は忍 び寄 る一 種 の影 を思 わ ず

には おれ な い ひ と時 で した。

さて,本 号 の理 事 長対 談 で ご登 場 い た だ

い た 国立環 境研 究所 理 事長 合志 陽一氏 が 主

唱 され てい る 「見 逃 さない」,「放 置 しな い」,

「あわ てな い」 は,換 言す る とあ らゆ る環境

変化 を 「目 ざと く捉 え」,「対 策 を講 じ」,そ

の 知 見 を躊 躇 無 く 「他 の 問 題 に適 用 す る」

とい うこ と と解 釈 され ます が,長 年 環 境 問

題 に携 わ って こ られ た 人 の重 み あ る言 葉 と

して受 け止 め る こ とが で きるの で は ない で

しょ うか 。 また,同 対 談 で 更 に今 後 の 環境

問題 で は,「 物 質」 や 「エ ネルギ ー」 と並 ん

で 「情報 」(将 来 の予 測情 報 と現在 の必 要情

報 の2面)が 重 要 にな る と挙 げ てお られ る

の も注 目 したい と思 い ます。

さて,本 誌 は1月 号 で もあ り,資 源 エ

ネル ギ ー庁 長 官 日下 一 正 氏 に よる 「巻 頭

言」 へ の ご寄稿 を は じめ と して,「 電 力 自

由化 」 を巡 る話 題 ・動 向,「 再 生 可 能 エ ネ

ル ギ ー」 の 課 題,さ ら に 「循 環 型 社 会 」

の 方 向 性 等,エ ネ ル ギ ー と環 境 関 連 の 最

新 動 向 を各 分 野 の権 威 ・専 門 家 に紹 介 い

た だ きま した 。 ま た,所 内 か らは,「 原 子

力」,「水 素」,お よび 「ガス ハ イ ドレー ト」

に 関わ る研 究成 果 の 一部 を紹 介 しま した。

最 近 あ ま りに も大 きな 問題,事 件 が 多

発 したか らで し ょうか,「 エ ネル ギ ー」 と

「環 境 」 問題 が 新 聞 紙 上(一 般 紙)を に ぎ

わす こ とは少 な くな っ た感 じが します 。

しか し,本 年 は 国 内 で は 「長 期 エ ネル

ギ ー需 給 見 通 し」 の改 定,「 地 球 温暖 化 推

進 大 綱 」 の 評 価 な ど,国 際 的 に は 不 透 明

感 は あ る もの の 「京 都 議 定 書」 の 発 効 の

動 き と同議 定 書 以 降(2013年 以 降)の 在

り方 の議 論 な ど,ま す ま す 同 問 題 か ら 目

が離 せ ない 時 期 に来 て い る こ とは 間 違 い

ない よ うで す。

本 年 は こ の よ う に 「エ ネ ル ギ ー 」 と

「環 境」 問題 に と って重 要 な年 で あ り,改

め て 本 紙 の 内容 充 実 へ の 決 意 と と も に,

皆 様 に 更 に ご活 用 い た だ け る よ う に との

期 待 を込 め て新 年号 をお届 けい た します。

編 集 責任 者 小 川紀 一 郎

(日 比 谷 公 園 に 咲 くつ つ じ2004.01.07撮 影)
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